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これまで筆者は、ペレストロイカ越動のもとでのソ連邦の国家機遊の転換過

程について追跡してきたが、ロンア共和国のそれについては等閑に付Lてきた。

しかし9c年5月にエリツイン氏を中心としたロンア共和国の新指導慨が誕生し

て以来 主権宣言を初めとしてソ速邦からの自立の動きが急となり、連邦とロ
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ンア共和園政府の二重権力状態が現出していた。 91年6月にエリツイ J氏が、

直接選挙によってロンア共和国の大統領に選出されたことはこの傾向に拍車を

かけた。

さらに91年8月の反ロンア共和国的性格の強いクーデタ の失敗によって、

ロシア共和国はソ連邦に代って歴史の主役の地位に躍り出た。すで!:90::tr-1l月

ロシア共和国では新憲法の草案が発表されていたが、クーデター後の新しい状

況のもとで新憲法案の審議も進んでいる。例年11月24日には、新憲法の人民投

票も予定されていた。すでに手遅れの感もあるがここではロンア共和国の国

制についての認論を深める手揚句の っとして、ロシア共和国憲法の現状を明

らかにしておきたい。同時にク デタ の前後の時期をめくる憲法上の諸問題

についても整理しておきたい。

第 1章ロシア共和国憲迭の展開

現行のロ γγ共和国憲法(以下ロンア憲治と略称するζとがある)は 1971 

年のソ違憲法の制定を受けて、その翌年1978$に制定された。ロンア憲法は

ロンア共和国圃有白内容を含んでいるとはいえ、ぞの基本精神や閏家の組織原

刷はソ違憲訟と同じであり、従来はあまり注目されることはなかった。法治国

家原則が否定されていた従来のソ遣では、ソ違憲法も実効性をもってはいな

かったが、共渥党中央仁よる官僚主義的支配体創のもとでロシア憲法はいっそ

う有名無実化していた。ロシア憲法はこれまで邦釈もなカったと思うが、ロン

ア踏の最新版の正文も見当らない。本格はペレストロイカ以後の改正点を複

雑なジグソ パズルを解くように書き替えていったのであるが最近ヌ速の情

報は完墜ではなく(日本に届く官報その他仁欠落がある等) 恩わぬミスがあ

るのではないかと恐れている。
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第1節ロシア共和国憲法改正の経過

111改王の概要

" 

ソ違憲法は ペレストロイカのもとで、次の4図の改Eを経て今日に至って

いる。

①B8年12月 議会制度の導入。還挙制度を民主化し、人民代議員大会最高

会議という線会風の機闘を創設した。

②関年12月一〈工の改正の部分的手直し。憲法監督委員会の創設、逮挙におけ

る図体代表制の廃止など。

③ 90年3月 大統領制の導入共産党の指導佐原則の廃止、所有制度の改革。

議会に続いて大統領制を採用し、権力分立型の国家権力を創り上げた。

@ 90年12月 大統領怖の修正。③では大統領は立法府と執行府の調整機関の

ようになっていたが、ぞれを執行府の長に改め、閣僚会識を大統領支配下の

内帽に改編した。これに対してロシア共和周の憲法改正も次の4つの段階を

経て現在に至っている。

① 891!ol0月一ソ連邦の①に対応する。連邦に 1年遅れて選挙の民主化、畿会

制度の導入などを行った。

② 9年6月一ソ連邦の③の一部に対応。共産党の指導性原則の廃止。

③ 9年12月 ソ連邦a:>C3:の一部に対応その他。所有制度の改革、司法制度の

改革等。前文の書き番え。

④ 91年5月 ソ連邦GI)(A;の部に対応ぞの他。大統領制の導入等。ロシア共

和国は 閣僚会第を内閣に改濁してはいないが、その大統領制は、連邦の方

の@η段階のものではなく、"カ段階のものに近い。

臥よのように 表面上はロンア共和国も連邦に倣って憲法を改正してきたよ

うにみえる。特にロγ ア共和国の①の段階は、まだロノアと連邦が一体であっ

た時期のものである。しかし、この①の改正に基づく新選挙によ句 ω年5月

には新しいロンア共和国の議会が構成され、以来連邦左の対立姿勢を強めてい



" 
神芦t在学年報第7号(1991)

くことになる。憲法の条文の上にもそれは反映していくことになるのである。

その過程をもう少し詳しく説明すれば次のようである。

"1 鈎年JO月の改正

88年夏の第19回共崖党協議会の決定した路線に従い sg年12月仁ソ違憲法が

改正されたが、この時点のロシア共和国憲法η改正は、その路線に完全に致

するものであった。

①第JO章「人民代議員会議のシステムおよと情動の諸原則』が全面改正され

た。主たる改正点は、連邦にならってロンア共和国と自治共和固に人民代議

員大会を設置し そこかち般商会議曙員を互選することにしたことである。

つまり二重の立法機関である。しかし実際には自治共和国には大会は設置き

れなかった。また州市旭区などの地方ソピエト(人民代議員会議I(こも

その指導機関として幹部会を設置してソピエトを強化し(それまで地方のゾ

ピエトほ中央以上に有名無実の存在だった) 連邦と同じくロンア共和国お

よび自治共和園の最高会議に議長ポストを新設した(それ以前は最高会餓幹

篠会議長)。地方ソビエトにも議長職を新設した(それ以前はソピエトの執

行委員会の議長のみ)。これは当時連邦に最高会議議長職(大統領に選出さ

れる前のゴルパチョフ氏が就任していた)が新設きれていたことに対応して

いたE ゾピエトの選出 任命する公務員次伝期を 2期JO年6こ制限したのも新

しい点であった。

② 第11章「選挙システム」も全面改正された。連邦の選挙制度改正と同じよ

うに、複数候補者制を明記した(従来もたてまえよは複数候補者制であった

カ勺のが報大の改正点である。

③第13草は 表題が「ロンア共和国最高会議Jから「ロンア共和国人民代議

貝大会およぴロンア共和国最高会議」に変り、内容的にも89年改正の中心点

であった。その基本精神はお与え改正の連邦憲法の場合と同じである。最高固

家権力機闘が最高会議から大会に移行L、後者は前者の常設問問とされた。
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最高会磯の権限のうち重要なものが大会に移り、最高会議幹部会の権限の重

要なものが巌商会犠に移った。幹部会の機能は縮小した。かつてのソ速で歴

史的にみられた「大会」から「中央執行委員会」を経て「幹部会Jへといろ

r権力代行」の現象を逆転させているわけである。連邦左同じように最高会

議議長のポストが新設きれ、ぞれは「最高公職者」と規定された。それは機

会の長の範囲を超えて、外交権 条約締結権、首相等の人事権を有しており、

大統領的性格をもっとみなされていた。

@ そ広他周年ペの改正では、連邦に隊って憲法監督委員会の設置が決定され、

また連邦め憲法改正や新裁判所構成基本法に従って、設判官の任期が変更15

年から10年へ)され その選出機関が一段階上級のソピエトへと変った(州

裁判官の選出穐が 4ソピエトから共和圃最高会議に移った寄与)。自治共和国

の章も、人民代議員大会を設置することが可能どされていたのでそのように

改正された。また末端のソビエトを除き地方のソピエトにも幹部会を設置す

ることになったので、地方機関の章も部分改正きれた。

(3) 90年6月 12月の改正

90年6月には、!l<l年3月の連邦憲法の改正で共産党の指導性原則が否定され

たのに対応して、ロシア共和国憲法でも同様の改正が行われたロ

9<l年12月には、次のようにかなり大幅な改正がなされた。

①憲法前交が全面改正された。元の前文はやや長く、イデオロギ色が漫厚

であった。レ ニ〆を指導者とする共産党による十月革命の成果を譜示し、

共産党の指導のも主に発進した社会主義社会が建設きれ 勤労者の真の自由

が盆成されたこと、科学的共産主義の理念に導かれて 共産主義建設に向っ

て全民族を統合していくことなどが宣言きれていたo改正された前文は簡潔

であり イデオロギ一色はな〈な旬、ロンアの主権と民主的法治国家の建設

を宣言したものになった。

② 第 l編第 1章「政治ンステム」が改正きれ、ロンア共和函を「金人民国家」



" 
神戸法学年報第7号 (1991)

とする表現時I除き払代って「主権国家」の酎嚇入された(第1粂)0 cソ

連邦J と rロシア共和国』の語を列挙する場合、その順序が入れ代り、ロシ

ア共和国が先に置かれるようになった(第4粂)。

③ 第1編第2章『年描ンステム」は 所有制度のかなり本質的な改正治情わ

れた。旧規定は『社会主義的所宥J を経済yステムの基獲と規定し その優

鎗性を定めていたが、新規定は種々旬所有形怨の平等性を定めた(第10条)。

次に国家的所有の主体について、旧規定はなにも定めていないが、新規定は

ソ連邦に諸渡したものを除いてそれがロンア共和国の所有であることを明記

した(第11条の 1)。また旧規定は、土地天然資源などを固有としていたが

新規定は「人民の財産」と抽象的に規定するにとどめ、その所有形態は今後

人民代鰻貝大会か人民投票で決定されるとした(第10条い他方で同時期の

土地改革法の展開に対応して、農家による土地所有や相続可能終身占有権の

劃度も定めている。ただし土地の売却は取得後10年聞は許きれず しかもそ

の相手は園家だけ可であるとしている(第12条)。

個人的所有は市民所有の爾に変った。その対象も国規定では原則として勤

労所有に限られ不労所得は許されなかったがそのような制限は削除され

た(第13粂)0 I日規定は「搾取から自由な労働」や 『各人は能力に応じて、

各人へは労働に応じて」という社会主義の原則 c労働を生活の第 の欲求

へと転換させる』といった目標を掲げていたP それは労働力の計画的配置を

意味し、職業選択の自由、営業の盲自の否定を意味していた。新規定は、労

働者による自らの労働力の自白な処分権について規定している。「雇用Jの

儒も復活した。マルクスの言う「二重の意味で自由な労働者」の容露である

(]4条)。その也新規定では市場メカニズムの発展、独占の禁止などにつ

いても術単に規定している(第17条)。

⑥憲法第2編の基本格に闘しては 次のような改正がなされた。まず従来の

ソ連には市民権の剥奪左いう制度があり、またソ遠国籍の自由な離脱権は認
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められていなかった。しかしこの改正により、ロンア共和国憲法は園籍剥奪

制度を廃止し、市民の匝籍変更権を承認した(第31条)。次に旧規定では

言論の自由などの市民的自由を認める条項に、「共産主義鐘訟のE的にした

がいJ とか 「社会主義体制を強化 発履きせる目的で』といった条件がつ

いていたがそれらが削除された(第"条、第'"粂、第4粂)。

信教の自由の規定も変った。 l日規定は「良心の自由」を認め、「信教の自由』

はそのなかに含まれるかたちになってはいアーが、しかし後者を正面から認め

るものにはなっていなかった。つまり「良4の自幽』は むしろ宗教的蒙昧

からの精神の解依という意味が強く、「無神論のま伝」を認めながらも宗教

宣伝の自由は認めず、単に宗教的儀式を行う権利を認めるにすぎなかヲた。

しかし新規定では 「信教の自由」は『良心の自由』左並測されており 宗

敏宣伝の自由も明配きれた(第5C条)。

また旧規定は「社会主義財産擁護義務』を定め、社会主義財産の窃取 浪

費との闘いを義務づけていたが、新規定では、単に、所有侵害者は処罰され

るという表現に盗った。これはむしろ「私的所有の不可侵性」という近代市

民憲法の精神に近いものである。

⑤憲 法第3編の民族的国家構造については次のよ弓な改正治情われた。従来

自治州は『遭」の鱗成部分であったが改正により、「道」を跳ぴ魅して寅

接ロシア共和毘の構成部分になった(第71条 第"条)。また自治区は「進J

または「州」の構成部分であったが、改正により 進州から離脱すること

が可能になった(第71条、第83条)。ソ連邦の法律はロンア共和菌でも効力

を有するが改正によ旬、「ロシア共利回がソ逮邦に譲渡した権限の範図内

で採択された』法令のみが有効という限定力付すけられた。さらにロンア共和

国の主権的権利を侵害するソ連邦の法令¢効力を、ロンア共和国は停止しヴ

ることを定めた(第"条)。

⑥第4編以下の中央囲家機構については、次のよろな改正がなされた。人民
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統臨機関について規定されていた第88条は削除された。憲法監督委貝会につ

いての詳細な規定も削除きれ代って憲法裁判所に関する簡単な規定がおか

れた。その詳細は法律の規定に委ねるこ左になった(第119条)。

⑦第8編の経済計画財政については ロシア共和国の経済計画財政がソ

透明のぞれの 都であるとする纏旨の規定が削除された(第151条、第158条、

第161条)。

③第9編第n寧の検察庁に闘する規定は大き〈変った。旧規定では、ロシア

共和国検事、自治共和国検事、道検事、州検事、自治州検事はソ連邦検事総

長が佳命し、自拾区、地区、市の検事はロンア共和国検事が怪命しゾ違邦検

事総予が承認することになっていた。連邦の検事総長を頂点とする集権的体

制をとっていたのである。しかし改正により、ロyア共和国にも検事総長の

ポストが新設され その人事権はロンア共和国の議会が漂った。旧自治共和

国以下のレベルの検事こついては 主としてロンア共和国検事総長が人軒撃

を鍾り 連邦検察庁は関与できないことになっている(第177条)。検察監督

の機能も、!日規定のように連邦検事総長ではなく、ロンア共和団検事訟長の

命令に従って行われる(第1内条)。ただロシア共和国が連邦に委譲した範図

内での連邦法の執行の監督については、連邦の検察庁とも協力することに

なっている(第179条)。

91年の大統錆制の導入については項を改めることにするa

第2節ロシア共和国大統領制の潟λ

199C年3月 ソ連邦が大統領制を導入して以来、各加盟共和国ほ、連邦と対

抗して自らの立場を強化するため、連邦に倣う例が増えていた。ロンア共和国

でもエリツイン擁護グループは早〈から大統領制の採用を要求していたが、保

守派はそれに反対していた。

例年8月178の進歩，制維持に関する人民投票に際して ロンア共和国では、
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" 
大統領制導入の是非を問う人民投票も行った。設問は、「あなたは普通選挙で

遷ばれるロンア共和国大統領のポストの導入を必要と認めますか」左いうもの

であった。連邦制維持に閲する人民役慕の方も、パルト三国等6つの共和固で

はE式には実施きれなかったが、ロンア共和国の犬統領制に関する人民投票も

北オセチア タタール、トゥワ ヂヱチェノ イングーシの4つの旧自治共和

国では実施きれなかった。これら 4共和国の指導部は 後の91年 8月のクーデ

タ に際してもク デタ に好意的反応を示している。ともか〈投票の結果

大統領制の導入に貸成したのは投票者の69.85%であった。ロンア共和圏内で

連邦制維持に賛成したのが'71.34%であったのと比較して ほとんど同率であ

るが、予想よりも低い賛成車だったという気がする。

ところで、ロンア共和国の人民投票法によれば、憲法改正に関わる問題につ

いての人民投票については、投票者ではなく有権者の過半数広賛成投票がなけ

れば銀択されたとはみなされない。大統領制の導入は当妙、憲法の改正である。

"， 
エリツインも人民投票の直前にはそう脱明していた。ところが3月18目、ロ

yア共和国最高会議幹部会は 3月17日の人民投票は単純過半数の賛成で採択

されたとみなすという決定を行った。この時点ではまだ集計結果がでておらず、

場合によっては対有梅者比で賛成が過半歓を割る可能性があったからである。

これはまったく違法で卑怯な決定というほかない。結果的には先の賛成投票は、

対有権者比では53.82%になり、辛うじて過半数を超えた。もし過半数を割っ

ていたら面倒なことになったろう。

しかしいずれにしろこのよう会人民投票は世論調査的意ヨ併しかもたず、投票

結果によって直ちに新制度が確立されるわけではない。投票結果がそのまま法

律になる場合は、大統領制の詳細が条文のカたちで提起されていなければなら

ない。今回の人民投票はただ大統領耐の是非を問うただけで、その制度の内容

111 CM.<百羽町暗鬼(以下〈日〉と略す)，"醐戸ヨ 1991r

(2) CM. <Cose由個'"可制>(以下<CP>と略す)，20 '"甲.1剛 r
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については何も説明きれていなかったのである。投票の結果を参考にして、人

目て議員大会が最終的に決定することになる。

ロンア共和国の人民代議員大会は 3月286に招集された。もともととの大会

は保守派が要請したものであり、エリツインを最高会綴織長聴から角再任するこ

とを狙ったものであった。 90年末以来¢保守化の渡に乗って、 2Jl21日、ロシ

ア共和国最高会敵国織長ガりャチェワ、イザーエフ、両院の議長 富議長等6

人の保守派の幹都会メンパ (6人組としばしば呼ばれた)がエリツイン批判

の声明を発していた。それに反対するハズプラートブ第一副議長ち1I人の改革

派の幹部会メンパーの声明も発表されていた(車宇都会メンパーは34人〕。改革

派は、逆にこの機を利周して大統領制を導入しようと計画していたのである。

大会は、パプE フ首相の集会禁止措置を無視して集まった数十万人の集会で首

都モスクワが騒然となる雰図気のもとで闘かれた。大会はこの期の保箪の決戦

の場となっていたのである。

3月"日の大会では、議事日程を決定したが、大統領制導入の問題を議題に

含めるという提案は456;{t447で否決された(賛成が反対を上回っているが、総

代議員の過半数に遣しなかった)。改革派慨は、人民投票の結果を無視して大

統領制導入に反対するなら大会を解散することもできるとか、人民投票で直祭

に大統領制導入を決定できるといった議論を展開して、再度この問題を議事日

'" 程仁のせることを要求したが、"1日の投票でも敗れた図 4月3目、エりツイ

ン調院長の幸被告に基づく大会決定のなかには 5月末から 6月初めにカけて大統

領選挙を行うよう条件を整備するという項目があったが投票の結果その部分

は飢除された。保守派は、大統領制導入はエリツインの政治的野心を満足さ

ωc胤〈四>， 26$eop畑岬1r.; <岬ry叩 T~I "向田か 1991r.，1*0. 9 

<o>， 21 ~皿却見 1991r

i4l 0..， <Tp:瓦>(以下ぐD と略す)，2 anpens 1鈎1，
151 0... <s>， 4姐 peJJlll991r
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せるためのものであり、ロンアに命令酌 行政的権力を樹立せんとするものだ

と批判したが、当初はこのような主張が多数の支符を得ていたのである。

しかし他方でエリツイン機長の木信任案も圧倒的多数で否定された。ルツコ

イをリーダーとする『民主主義のための共産主義者J グループがエリツイン支

持に困ったことは局商を大きく変えた。大会では、 4月4日、「ロシア共和国

の最高国家権力機関の聞の穐限の再配分に関する決定」突が提突きれた。これ

は保守派にとっては不意討であった。危機克綱策と大会決定を実施に移すため

に、国家機関の権限に変更を加えるという口実のもとに、実は大統領制の導入

を行うという設いやり方であり、大統領制導入問題は審議しないという一度な

きれた決定を裏口から反故にするものであった。この決定は 危機克服策をと

るよう関係機関に指示するとともに、緊急手段として大会の権限に属す時開題

について最高会議に立法権を与え、最高会識減長(エリツイン)や首欄にも法

律の範囲内で処分を発する権利を与えた。それが決定の主要な内容であったが、

決定の最後の方には 三つの短い文章がお訪れていた。 1つは 5月21固に次回

の人時代議員大会を招集寸ること、他は 6月12日に大統領誕挙を行うという内
何}

容であった。

この決定は 法的にはその有効性が疑われる。大統領制はまだ導入されてお

らず、その問題を審議するこ左自体否定されたというのに 危機克川院のための

権限の再配分という別の決定のなかに、まだ導入されてもいない大統領選挙の

H程だけをきめげな〈掃入するというインチキじみたやり方がまかり遜ったの

である。大会最終日の4月5回、この決定は、賛怜反対保留治句。7:228 

l'で可決された。しかし測の意味でもこの決定は無効である。大統領の項目

を度外視するとしても、この決定は大会の一部噛隈を最高会議に移す等、事実

上憲法の改正を含んでいるから その決定には代議員総数1侃8人(ただし欠

(同 CM.<Cp>， 6 a!!p"JllIl991r ぐ1'>， 5anpem! 19ゆ1，
(7) CM. <o>， 6回..，.凹lr.; <CP>， 6 叩，~.凹1，
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貝を除く)の 3分の2の多数が必要である。しかし先の賛成票はそれに達して

いなレ、のである。この決定は勢い仁乗った改革派の悪乗りという以外にない。

しかしともかくこのようにして大統領側の導入は既成事実となっていヮた。

4月18目には大統領制導入に伴う憲法改正草案が発表された(以下草案と呼

ぶ}， 4月M目、最高会議は『ロシア共和国大統領法"(以下履高会議決乏と呼

ぶ)と「ロンア共和国大統領選象法」を採択した。もっとも前者は憲法の改正

に相当するから、人民代議員大会で正式に決定することが必要である。しかし

この時点で事実」じ選挙運勘が開喝さ才1..， 5 }HZ日から公式に立候補の受付が開

給きれた。大統瀕制導入がE式には決まっていない段階で選挙が絡まるという

奇妙なごとになった。憲法改正前に始まったこのような選挙は無効というほか

はない。

5月188に立候補の受付は締め切られたが、エリツイ :--rr.也にルイシコフ

パカチノ トゥレエフマカγ ョフ、ジリノフスキの6人がそれぞれ

の副大統領候補とともに、候補者として登録された。立候補には有権者10万人

以上の推薦署名が必要であったが、エリツインは約'56万人、ルイシコフは約

2氾2万人の署名を集めた。自盛民主党の党首ジリノプスキーは必要な署名を集

めちれなかったため、 5月228の人民代議員大会で候補者として承恕してもら

う(代議員の20%すなわち213人の支持が必要)という手続が必要だった固彼

'" は477票を集めて候補者として承認された。各候補者には選挙運動費として2C

'" 万ルーブル(労働者の平均賃金の67年分)が支湘された。

5月21目 予定どおり人民代艶員大会治弔高かれた。もし大統領制導入の憲法

改正が承認されないと すでに動きだしている選挙運動は無効になり 法的に

は面倒な状態になる。最高会議立法委員長シャフライは 例え憲法改正に失敗

しても 大1伊領制導入は人民投票で支持されたのであるから、選挙はそのまま

18) 0..， <CP>， 23 H 24胤"1991r 
(針。..<日>， 15u21M闘 1991r
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1同

実施されると言明している。ともかく 6局"日、結果として憲法改正は承認

され、大統領制の線用が正式に決まった(以下大会決定と呼ぶ)。保守派も、

大統領制の導入自体にはもはや抗しきれないと考ぇ、選挙の日程を何カ月か遅

らせることに力を集中したがそれも失敗に終った。大統領選挙は予定どおり

6 Jl12目に実施され、エリツイ J候補が投票者の57.3掲の支持を集めて大統領

に選出された。 6月?:1日には rロシア共和国大統領職導入誌を」が制定さh，新

しい体制へ匂移行手続を定め またロンア共和国大統領の俸給を月額4千ル】
川

プル副大統領を 3千 2冒ル プルとする決定も採択した。ソ連邦大統領の

俸給も 4千ル プルであるから‘ロシア共和国の方もそれに負けないように定

めたのであろう(当時労働者の平均賓金は約340ル プル)。

7月10岡、人民代議貝大会が開かれ、エリツインか宣誓を行い、正式に大統

領に就任した。ロンア史上初の選挙で還ばれた')ーダーとなった。彼は，)彦大

なロシアは立ち上がろう左しているJ と発言したが、そこには何か復古調を思

わせるものがあった。宣誓に続いてロンア正教の総主教アレクンー z世が祝辞

を述べたのも、やや異様な惑じである。彼は70年間にわたって強制園家のもと

で精神構造と内面世界が破壊されてきたことを批判し相互理解 愛寛容を

'" 説いている。これまで宗教と政治の分離J'ifi麹蘭きれてきたことの反動坊もし

れないが、子普段階代のように商者が癒着する危効性もある。

さて大統領制導入に附する憲法改正の草案と標高会議決定、大会決定句聞に

根本的な柑迭はない。しかし草案は連邦の大統領制に非常に近いが後三者は

多」違いがあ旬、ロンアの独自性をうちだしている。その相海点を拶摂してお

こう。

まず草案では犬統領はロシア共和聞の「元首」とされていたが、最高会議決

側0..<">，22， ""1Jl.1991r 
ω0・<cr>.29 H附H~ 1991r 
M 印〈日>.11H聞酒 1991r
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定以後は「最高公職者Jに改められた。大統領の権威をやや低めるための修正

である。原案では大統領の選挙手続がやや複雑だった。当選には有権者(投票

者ではなく)の過半数の支持が必要であるほか、自治共和函・自治州 自治区

の過半数と、道州の過半数でそれぞれ有権者の過半数の支持が必要であったP

全体として過半数の支持に得ても 過半数の自治構成体で勝利していなければ

当選できないのであるロ少数民族に一種の拒否権を与えたような感じである。

しかし最高会議決定以後この規定は削除され 選挙手続は別の特別法で定める

ことになった。

最高会議決定では 大統領はその任期中、『政党およぴ社会図体のメ〆パー

であることを停止する」という条項があった。この問題は政党活動の自由をめ

ぐる大問題の}部であ旬、以前からエリツイン派左他のグル プの間で争われ

ていた。大会の最終決定では結局この条項は削除された。大統領と他の職務ど

の兼任禁止規定。ま最高会議決定で通事入き札そのまま維持きれた。

大統領の職務については、大統領の報告を要求する犬会の権利が費量商会議決

定以後追加された。首相の人事は 草案では 大統領が連邦評議会の同意を得

て最高会議に提案し最高会識が任命することになっていた治九倍高会議決定

以降は 最高会議の同意を得て大統領が程命することになった。他の大医につ

いては、原案では、首相の提案に基づいて大統領が任命し 最高会機の場認を

求めることになっていた。しかし最高会議決定以降は、最高会議の承認の部分

カ靖司除された。草案では、大統領には、ロシア共和国の憲法裁判所長官、最高

裁字所長官、援高仲裁裁判所長官およぴ検事総長¢提案権(最高会織に対して)

が与えられていたが、震高会議決定以降削除された。

最高会議決定以降、大統領は閑僚会識を指導すること、安全評議会の長とな

ること、圏家社会の安全保司障のためn手段をとること 非常事態を宣言する

こと舎撃の規定が追加され これらの点で大統領の権限が強化された。他方で、

大統領は大会や最高金績を解散したり活動を停止させる権限がないこと 大統



ロシア共和国憲法と新連邦条約案の展期 '"0 

領権限を民族的園家構造の変更のために剰用してはならないこ左などが明記さ

れ 大統領権限濫周の危険性に対する歯止めがかけられた。

2草案では、ロシア共和困の憲法や捺徐に違反する大統領令は、ロンア共和国

憲法裁判所の結論に基づいて大会が破棄できることになっていた。最高会議決

定では、大会だけでなく、最高会議も破棄できることに改められた。さらに大

会決定によ制止最高会識の権限は基本的に同じだが、大会の方は無条件で(違

憲違法の判断や、憲法裁判所の緒論と閣係な<lメ絞績の命令処分を破棄

できることになった。また最高会譲決定では、大統領は、ロンア共和箇の憲法

法律に違反する執行権力機関(逮邦の機凋を想定しているはずである)の決定

を停止できると定めていたがこの権限は大会決定でも維持された。

草案では副大統領の制度はなく、大統領が欠けたり執務不可能になった場合

にその聴務を代行するのはまず最高会議議長、次いで首桶とされていたが、最

高会議決定以降、副大横領職が設けられた。また草案では、連邦にならって連

邦評議会なる機閣の設置が予定され(自治構成体、道州、モスクワ市 レニ

ングラード市のソピエト議長がメンバー)、それにカなり重要な梅限が与えら

れていたが、後に削除された。

第 3節 ソ連憲法とロ μア共和国憲去の比較

91年8月のク デタ の失敗後、連邦の聞家権力機構は再U吐編され新連

邦条約の調印までの 降剖機構として暫定権力機関が設置されたa ここでは

連邦とロシアの権力機関が応対応関係にあったクーヂター以前の時期の簡単

な比較を行う。

(1)基本原則。憲法前文。ロンア憲法カ脱イデオロギー的な簡潔なものに改められたの

に対じて、ソ違憲法の方はほとんどカry7年の制定のまま(共産党の指導性に関

する表現などは削除された)であり 共産主義建設を目標として掲げるなど、
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伝統的会イデオロギが虐厚に残っている。

②政治システム。憲法第 1編第 l章の政治ンステムについては、共産党の

指導性原則に関する規定が削除された点で双方の遜法は共通している(とも仁

第6粂)。しかしロンア憲法が、結祉の種類を列記するiこ際して「政党 労働

組合 」という表現をとっているのに対して、ソ違憲法は、「ソ速邦共産党

その他の政党、労働組合 」となっており、連邦の方はなおも共産党を他の政

党から区別して特別扱いしている。

③経済ンステム。第z章の所有権については、多様な所有形態を認め、市

民所有傍念によって事実上私的所有の承認に近づいている点共通している(さ

らに90年12月のロンア所有法は私的所有概念の承認にまで至っている)が、ロ

ンア憲法の方には集団的所有¢規定はない。また返邦憲法は土地所有について

簡単な規定しかなしそ釘個人による所省を認めていないが、ロシア憲法は微

妙である。ここで詳述する余裕はないが、 9C年11-12月のロシア土地改革法を

めぐる激しい攻防で好余酌折があったが、そ院妥協的帰績が憲法にも反映して

いる。つまり土地の個人による所有の可能性を認めたうえで、しかし売却先は

困家に隈られる等の条件カZ付いている(第12条)。

またロシア憲法は、雇用労働を認め(第u条)、市場経済への移行に関する

条項もとりいれた(第日喚)。

@ 防衛。第4章の防衛に関して、改J主前のロシア憲法は、防衛義務につい

てはソ連邦の法律が定めるとしていたが、例年12月d改正で、『ソ連邦および

ロシア共和国の接待」に改められた(第'"条)。

12)市民の権利。義務

憲法第2編の基本慢の規定については、もともと違邦とロシアの憲法はほと

んと同ーの内容であった。ペレストロイカのもとでもあまり改正されていない

(現実には市民澗自由は大いに拡大したが、憲法が現実に後れをとっている)

がロンア憲法の方がやや改正が先行しているため、若干の違いが生じている。
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'"' 
①固得。ロンア憲法は ソ連憲法と違い、市民権剥奪の制度を否定し国

籍変更の権利も規定している(第31条)。

②学問 芸術の自由について、ソ違憲法は「共産主義建設の目的に従いJ

といった条件をつけている(第47条)が、ロンア憲法はそのような表現を削除

した(第45条)。宮論出版集会デモ行進などの自由についても、連邦憲

法は「人民の事益に従い、社会主義体制を強化し発展きせる目的で」という条

件を残している(第制粂)が ロシア憲法は削除した(第48条)。結材の自由

については、連邦憲法もロンア憲法もともに「共産主義建設の目的で」左いう

条件を削除している。信仰の自由については、連邦憲法は宗教酎しを行う権制

は認めても宗教宣伝の自由は認めない表現のままになっている(第52条)が

ロシア憲法は宗教宣伝の自由も認めた(第50条)。ソ違憲法は社会主義財産尊

重義務を定めている(第"'条)が、ロシア憲法は単に「所有」をき事重する義務

に改めている。

(剖民族的国家構造

憲法第3編の民族的国家構造の諸規定(連邦と加盟共相圏、自治共和且自

治 1、自治区の時係等)は、当然ながら、もともと両憲法の内容は異なってい

た。またペレストロイカのもとでも変化は少ない。

① ロンア憲法は、連邦からの眠退権(第69粂)、ロシア領土の変更の同意

梅(第7C条)、外交権(第75条)などを定めているが、それは連邦憲法と矛盾

しない。

②連邦憲法は連邦法優位の原則を定めており(第74粂) ロシア憲法の悶

規定は それに対応して「ソ連邦4刀法律はロンア共有聞の領土上で強制力を有

する」と規定していた。しかし初年12月の改正で、ロシア憲法は、ロy ア共和

闘で直接効力を有するのはソ連邦F 譲渡きれた権限の範囲内で公布された法令

だけであると釘をさし さらにロシア共和国はその主義ヨ的諸権利を侵害する連

邦法の効力を停止しうるとした(第76条)。
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③ ロシア憲法は、例年 12月の改正で、自治共和国の語を廃し、憲法の該当

館所をすF て「ロシア共和国の構成総分である共和国」に改めた。「自治共和国」

の表現が当の自治共和国によって嫌われており、多くの共和国がすでに園名か

ら自袷の語を削除しているのである@表現としては自治共和国の方がましだと

恩ラカ九次に自治 Hはかつてはロシア共和国の構成査部分であると同時に『道」

に帰属していたが 「進」への帰属は廃止された(第82条)，自治区はかつては

「道』または「州」の構成部分とされていたが ロγア共和国の携成部分に格

上げされると同時に 「遭」または「州」にも帰属するときれた。

1')人民代議員会議制度主選挙制度

① 人民代議員会機(ソピエト)の基本原則を定めた牽(連邦愈法第12章

ロンア憲法第10寧)は、ともに全面的に改正きれたが、両者はほとんど同じ内

容である。ロンア憲法の改正も、まだ主緒宣言を行つ前の段階だから 189年10

月)、連邦の改正にそのまま倣ったのである。ロンア憲法はその後 190年四月)

人民統刑機関に関する規定(第88条)を削除したが連邦の方も卯年12月には

速邦統澗践という新世制度を創ることにな旬、人民統制刷度は廃止されることに

なった。人民統制制度の無意味さについては筆者もこれまで繰り返し論じてき

たとおりである。

②選挙剛度の改革(連邦憲法第四章 ロンア憲法第11章)は両者とも基

本的仁同じである。複数候補者制、硲密投票制、自由な選挙活動などの原則を

定めている。連邦憲法は 旦社会固体代表制(共産党などの団体から別枠で代

議員を選出する)を導入したが、非民主的だという批判が強〈、その後廃止し

た。ただし共和国がこの制度を採用する余地は残しているが、ロンア共和国も

この制度ほ採用していない。

③人民代議員の地位(連邦憲法第1.輩 ロシア憲法第12牽)については、

両者ほとんど問じである。ともに代議員の地位をやや尊門験化し 質問権等を

強化し、有権者に対する責任を轟くしている。
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(副議会制度

連邦とロシアの人民代畿員大会と最高会織を比較してみよう。

① 人民代議員大会の権限。大会はともに最高国家権力機関とされ 豊邦ま

たはロγア共和国の管髄に属するすべて吹問題6こついて決定権を有している。

その専管事項として憲法の制定改正民族的国家構造の決定内政外交

の基本方針の決定なぎが定められているのも共通である。最高会議と阿議長を

選出し、最高我長官、検事総長、最高仲裁裁判所長官を承認し、憲法監督委員

会(逮邦)または憲法裁判所(ロシア)のメンパーを選出するのも同じであるe

最高会識が法令の破棄権を有するのも共通している。

違つのは次の点である。ロシアの大会は第一副議長1人と副議長 3人を選出

すると規定している治久連邦憲法はそのような条項がなく、第一商議長という

ポマトはない(最初設けられてたが大統領制の採用に伴って廃止された)。

ロンアの大会は首相の承認権があるが、連邦の大会にはない(当初あったが、

90年l'月の改正で首相が大統領直属となって以来廃止された)。大会は大統領

令を破棄しうることをロシア憲法は明記しているが、連邦憲法には規定がない

G墨邦でも破棄できると解されているカ句。

②大会の構成回連邦の大会は2.2別人から成り、地域区、民族区、社会国体

から3分の lずつ選出きれる。ロシアの大会は、 1.068人から成り うち900人

は地域区から、 168人は民銭区から選出される。ロシアの民族区の場合、 16の

旧自治共和届から各4入、 5の自治州から各2人、 10の自治区から各I人、道、

州、モスクワ市 レニングラ ド市から合計84人である。連邦の民族区の方は、

ロンア共和国も、その約問分の 1の人口しカもたないエストニァ共和国も平等

¢数次〉代議員を削り当られており 連邦原則劾苛敬底している。 LかLロシア共

和国は連邦国家とはいっても ロンアの中に18自治共和固などの少数民族自治

体がその 郁として含まれているのであり 平等め構成員によって結成された

速邦ではない。そのため代表選出基準も、連邦に比べて少数民族が優先きれる
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割合は低い.

③ 最高会農民の選出。大会は最高会議を選出する。連邦の最高会議は連邦院

と民放院の二院側である。ロシア共和国は従来はー院制であったが、現在は共

和国院と民族院の二院制となった。連邦め最高会識は542人で構成されるが、

ロンア共和国のそれはお2人:であるo ロシア共和固め各院は平等の議員数で構

成されるが共和国院は地域区選出代犠貝から、男政院は民族区選出代議員か

ら量出される。民族区選出の代議員数は少ないから その多くが最高会議に選

出されることになる。連邦もロンア共和国もともにロ テ シ./制度(最高

会競競買の入れ替え)を探用している。

④ a屋高会識の権限。事実上の祭会として遠邦とロンア共和国の最高会撲の

権限は類以しているが、その点は省略し、相違点だけ概観しておころ。まず人

事権では、連邦では大臣依大統領が任命するが最高会識の事前d同意が必要で

ある。しかしロンア共和聞では首相だけは最高会議の同意が必要であるが、他

の大臣は大統領が自由に任命できる。連邦の大臣人事の非能率ぶりをみている

と ロンア共和国の方が合理的であるo 連邦め最高会識は連邦内閣の決定を

定の場合都棄できるがロンア共和国の最高会議にはそのような権限はない。

他方で連邦の最高会識は連邦の大統領令を破棄できないが、ロシア共和国の最

寓会議は ロンア共和国憲法裁判所の結諭に第づいてという重要な条件がつい

ているが、ロンア共和国岡大統領令を破棄できる。連邦の最高会識は 力盟共

和国閣僚会援の法令を 定の場合破棄できるが ロシア共和国最高会離は !日

自治共和国閣僚会織や、州などの地方のソピェトの決定を破棄できる。

連邦の最高会議には、宣戦布告権、軍隊派遣権があるが、軍隊をもたない共

和国最高会議には当然そのような権限はない。連邦段高会議は全国に戒厳令や

非常事態令を敷〈権限があるが、ロンア共和国最高会官僚にはそのような権出現は

ない。ロンア共和国最高会議は、連邦内閣の決定等がロンア共和圃の憲法上の

権利を侵害しているとみなした楊合、その効力を停止しろる。また速邦句省な
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ど釘役所の法令が逗邦やロンア共和国の法律に違反している場合にそ句効力を

停止しうる。

⑤最高会議幹部会。以前は最高会識を代行する権限を有していた幹部会も、

現在では議長国としての権限しかないから、連邦憲法は幹調会について簡単な

条項しかおいていない。ロシア憲法はやヤ詳しい条項を置いているが、その中

で、 l日自治共和国に対する憲法統制権が与えられているのが興味深い。かつて

は連邦の最高会議幹部会が加盟共和国に対してそのような権限を有していた。

ロンア共和圏内部で旧自治共和国等の自立化運動が激化すれば、この権限が犬

きな意味をもちうる。

⑤ 最高会議議長。連邦では最高会議議長の権リ限の多くは大統領に移ったか

ら その職務は議会の長としてのそれに純化された治大ロシア共和国の最高会

議餓長には多少別の権限も残っている。例えば共和国最高裁判所長官や共和国

最高仲裁裁判所長官の候補者の提案権をもっている(連邦の場含は大統領が提

案権をもっ)。

161大統領制度

連邦左ロンア共和国の大統領は、それぞれ「元首」、「最高公職者， t規定さ

れ、ともに執行機関釘長とされている。

①大統領の選出。ともにお歳から60歳までという年齢制限を設けている。

現在の大統領の年僻(ゴルパチョフ、エリツイ〆共に60歳)を考えると微妙な

制限である。連邦条約の締結等で再ぴ憲法が改正きれ しかもこの制限がその

まま維持されると、現大統領の再選は不可能になるかもしれない。三還はJとも

に禁止されている。大統領はともに直接選挙で選ばれることになっているが

現在の連邦大統領は人民代議員大会が選出した。ロンア共和国の方は副大諸積

にも岡ーの年齢刷限があるが、連邦の方にはない。

② 大統領の解任。大統領の解任手続は、細かな技術的な点を除いて共通で

ある。ロンア共和国の場合は副タ静領も同じ手続で解任できるが、議邦の方は
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副大統領の解任手続は定められていない。したがって91年8月のヤナーエフ副

大統領などによるクーデタ 事件が発生しても、形式的には彼を角降任する方法

がないことになる。連邦憲訟は途中で副大統領側を追加した (90年12月)ため、

このような不備が生じたのである。

③ 大統領の権限。共油するのは次のような点である。人民代議員大会(最

高会議)に内外情勢について報告する 外交交渉を行い条約に調印する、外交

代表を任命召還する、勲章等を授与する 匝絡の諮問題を決定する、特放を

与える、安全評議会の長左なる。

行政組織の定成方法は次のように異なっている。連邦の場合大統領が首相

を提案し、最高会自慢の承認を求める。他の大臣については最高会識の同意を得

て大統領が怪命する。解任も岡巴である。いずれの場合も連邦好議会の意見を

考慮にいれることになっている。この手続は面倒であり、実際には必ずしもそ

のとおりにはなっていない。ロンア共和隠の場合、大統領は最高会織の同意を

得て首相を任命し 首相の提案に基づいて他の大臣を任命する。大臣の人事に

ついては首相の梅原が大きく 蟻会は関与しないのである。

進邦大統領は、連邦内閣や連邦の省庁の決定を破棄できるロロンア憲法には

明文はないが当然できると解されている。また連邦大統領は 連邦管轄の問

題について、 定の場合共和国閣僚会議の決定の執行を停止できる。ロンア共

和国大統領は、ロシア領土上の執行権力機関の決定がロシア共和国の憲法 法

律に違反する場合その執行を停止しうる。この場合「ロシア領土上め私行権力

機M，には、ロンア共和国や下級の執行機関だけでなく、連邦の執行機関も含

まれると解される。

連邦の大統領は、最高裁長官、段高仲裁裁判所長官、検事総長の候補者の提

案権を有する(最高会議が佳命輩出し大会が承2する)がロシア共和国

の大統領にはそのような権限はない。ロシア共和国の場合最高裁およぴ貨商

仲裁裁判所の長官の候補者は最高会議線長が提案維を有する。
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議会との関係では 大統領はともに法律署名拒否権を有する白法律を援会に

差し戻した場合、連邦の議会が蒋議決するためには3分の2の多数カ唱要であ

るが、ロγア共布団同方は過半数でよいことになっている。この点では連邦の

大統領の方が強い権市設をもっている。ロンア共和国憲法には、大統領怯大会や

巌高会議の解散権、活動停止織をもたないことが明記されている。選邦憲法に

は規定はないが、当然解散纏等はない。連邦の場合両院に対立がある場合に大

会に最高会議の改選を提案できることになっているが、ロンア共租回目聖法には

そのような規定はない。大統領はともに議会に対して法案発議権を有する。大

統領はともに大会最高会議の繍集金提案することができる。

連邦大統領はソ違憲最高司令官であり 周防関係の活動の指導を行い、 定

の場舎宣戦布告を行うがロシア憲法には対応する規定はない。また連邦大統

領は戒厳を布告するが、ロシア憲法には戒厳についての規定はない。連邦大統

領は偲々の地域に非常事態を宣言する(傘固の場合は最高会議の権限)。ロン

ア共和国大統領は、そのような地織.，限定はなく一般的に非常事態を宣言でき

る。連邦の場合、当該加盟共和国最高会議(幹部会)の同意、または連邦最高

会議の3分の2の多数による承包カZ必要等の条件があるが ロシア共和国の場

合、旧自治共和国については その最高国家権力機関の同意が必要とされてい

る。ロンア憲法は共和国大統領は、ロンア共和国の民族的国家構造の変更(例

えば自治 tを廃止する等)や 合法的に選出された国家権力機澗の解散や活動

停止(例えばモスクワ市議会の解散等)を命じることはできないと定めている。

当然のことであるが、少数民族がロシア共和国大統領の強大な権力を危倶して

追加を求めたものである。

大統領はともに、憲法 法律に基づき、それを執行するために大統領令を発

することができる。この大統領令は法律よりも下位の規範であるが、実際には

それが猛威を縁っており、その合法性が疑わしいこともある。

連邦大統領には 筆者が「憲法保障権~ (連邦憲法第127条の3の1項)およ
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ぴ「主権保隊権"(岡 2項)と呼んでいる特別の権限が与えられている。憲法

の条文上はその内容は不明確で、 般的な原則を定めただけのようでめるが、

実際にはこの規定によって、共和国の彦会の規定や法律を破棄したり 本来の

太統領令の枠を超えるような命令が発せられているのである。なお連邦大統鎖

の場合は、9()年 9月の最高会議決定で、"年 8月末までという期限付きで規範

的法令すなわち法律(正確には規範酎法令却法律とは雪えないカ勺を制定する

権銀を与えられていた(ク ヂター失敗後その権限は剥家された)か仏大統

領令による立法も部分的に可能であった。もっとも大統領に立法権を与えた先

の決定自体は憲法違反である(これは憲法語改正に当るが、それは最高会議では

なく大会の専管事項であるから)。

しかしロシア憲法は 太統領に立法権を与えていないし連邦のような「憲

法保障権』、「主権保障権Jの規定もないp しかし91年4月のロンア共和国人民

代講貝式会は、大統領制導入までの期間という制限付きで、最高会議議長仁法

律の枠内で処分を発する権利を留めていた。これは立法権ではないが、それに

近〈、以前なら最高会議幹部会が発していた事宇都会令に相当する法令を発する

権限であった。この点では先の連邦の大統領のケースと似ている。ロンア共和

周のこの決定も、実質的には憲法の改正であるにもかかわらず、賛成は3分の

2に遠Lていなかったから 本当は否決されたとみなすぺきであった。にもか

かわらず可決とみなきれている。まだまだ法治国家への道怯遠いが現在のよ

うな革命的状兄のもとでは仕方のないことであろう。

げ)閣僚会談内閣

速邦憲法は、 9年12月の大統領権限の強化のための改正で、閣僚会議の名称

を内閣に改めたが、ロシア憲告をは従来どおり閣僚会識の名称を維持している。

もともと筒僚会議が最高執行機関であった炉、大統領制の導入により大統領が

幸夫行機関の長となったため、選邦憲法は閣僚会識をゴト統領直属¢内閣に改めた

のである。しかし実強には、連邦内閣はやや独立性をも 9ており、ロ γ ア共和
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園閣僚会畿の方が大統領に直属している左いう印象を受ける。ともかく双方と

も 閣僚会議内閣を大統領に従属する執行機関と規定している。

①政府の形成左総辞職。首相 大臣の人事権については、すでに述《たよ

うに、ロシア共和園大統領の方が強い権限をもっている。連邦の場合、最高会

議は3分の2の多数決で内閣のオ信任を決議するこ左ができ、その場合内閣は

総辞職しなければならない。ロンア共和国の場合 大会および最高会議は単純

多数決で内閣をィ、信任できる。ロγア共和国の場合大統領は 閣僚会議自身に

よる総辞職を受理するか または自らの発識で最高会議の河意を得て閣僚会議

を縁番手鳴させることかできる。連邦の場合大統領は内競を総辞職させることは

できず首相や個々の大臣の解任手続をとる以外にない。

②政府の責任。連邦憲法は、内閲は大統領だけでなく最高会議に対しでも

責任を負うと定めており 最高会議への報告義務などを規定している。ロシア

憲法も以前は同じような規定をもっていたが、大統領制の導入に伴い削除され

た。関僚会議は大統領に直属し、最高会談に責任を負ゥのは大統領だカらであ

る。首相を除いて閣僚会識の人事に最高会設が関与しないこともそれに対応し

ている。

③政府の権限。連邦とロンア共和国の権限は形式的には岡であるが

管轄が違うため当然相還がある。その点については省略する。連邦政府は 以

前は加圃共和国政府の決定の執行停止権を有していたが、現在ではそれが大統

領に移行した。ロンア政府は従来どおり旧自治共和圃政府や道州共和国

直結市・自治州の執行委員会の決定の執行を停止する権限を有している。また

一般に下級の執行機関の活動を指導する権限を有している(第125条)。

18同法

①裁判所。連邦憲法は、録会について定めた第15章に、憲法監督委員会に

ついての詳細な規定をおいている。ロンア憲法も一旦はそれに倣ったがその

後憲法監督委員会を廃止し(実際6こはまだ設置されていなかったカり 裁判所
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について定めた第21寧に憲法裁判所についての簡単な規定をおいた。詳しい内

容は特別法によって規定される。連邦憲法は、「法律および銭判所の前で市民

は平等」であると定めており(第156条) ロシア憲法も以前は同じであった。

その後ロシア憲法は91年5月に、「法律および鼓執所の前における当事者の平

等』に改めた(第168条)。小さな改正ではあるが、市民相互聞だけでなく、市

民と国家も平等であることを示すためである。

②検察庁。検察庁の規定については連邦憲法とロンア憲法の聞に矛盾が

ある。連邦憲はiごよれば共和国検事(共和国検察機関のト γプ'"連邦検事

併羨の問意を得て、共和図の最高権力機関によって任命されることになってい

る。検察機関は、以前は集権佐治極めて験く、連邦の検事総長が共和菌検事を

任命し、後者は検事総長にのみ責任を負ヮていた 0与和国の最高会議等には責

任を負わない)。しかし初年12月の改正で、共和国の権限を強化寸る方向に改

められたわけである。しカしロンア憲法はそれさえも通り起し、連邦検事総長

め「同意J 権について規定していない。また共和問検事といろ名称も、他の多

くの加盟共和国と同じように 共和国検事総長に改めた。ロシア共有l園長高会

議は、 91年1月、ロンア共和国検事総長としてスチェパンコフを任命L 同年

4月、ロνア共和巨人民代議長大会はそれを承認したが、その際連邦検事総長

の同意をとりつけていない。

連邦憲法は、検察官の活動に際して、連邦法の執符の監督に関わる場合は

共和国検事は、共和国の最高園家権力機関とともに違邦検事総長にも従属する

と定めている。しかしロンア憲法は、ロシア共和周が連邦管轄に委ねた問題に

ついて¢速邦訟の執行を監督するに際して、共和圏検事総長は連邦の検事総長

と相互に協力すると規定しているだけであるo 91年8月のクーデター失敗後、

率件の媛査の主導権はロ γ ア共和国検察庁が握っている。これには連邦検察庁

がクーデターに好意湖態肢をとったという事情もあるが、それを除いても、ロ

シア側効らすれば、これはロγア共和国の主権行使の当然の結身長なのである。
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191地方機闘

① 連邦憲法は、加盟共和国以下の地方の国家綱織構造についても拶要を定

めている。しカしそれは現実にそくはなくなっている点も多い。例えIf、現在

多くの加盟共和国は大統領制を採用しているが、連邦憲法はそのような制度を

予定していない。形式的に言えば加盟共和酉の大統領制は連邦憲法に違反し

ているわけであるが現在では連邦権力もそのような主張はしていなし、加岨

共和箇の自主的な決定を追認せざるをえない状態である。

② 自治共和国以下の地方機関になると、連邦は直接それを指噂することは

できない。それは加盟共和国の権限である。連邦憲法が宣接定めているの瓜

共和国(自治共和酉も含むと恩われる)閤僚会議の決定が連邦の憲法訟律に

違反する場合に連邦大統領はその執街を停止しうるということだけである。た

だ既述のとおり、連邦大統領は憲法保隊権を有しているから、違憲違法を理

由に、地方報提羽の決定ー般を破棄できるロ

ロンア共和圏内に新し〈自治共和周や自治州を創設する場合はソ連邦履高会

議の承認治官、要であるが、それ以外のロンア共和国内m行政区画のき込定 地方

の困家権力の組織構造の決定、地方ソピエトの活動の方向づけ、自治共和国政

府の活動の方向づけ、地方ソピェト執行委員会の指導は 加盟共和国の権股で

ある。連邦およびロ y ア共和国の憲法は、地方の執行機関はソピエトの選出す

る執行委員会としている。この執行委員会議長が地方の首長に相当した。しか

し連邦中央に最高会議議長のポストが新設された後、地方のソピェトもその議

長を選出し ソピエト議長と執行委貝会議長のご議制が生まれた。との点が現

在大きな問題になっていることについては節を改めて論じる。

③地方機関の上下関係については 次のような規定がある。ロンア憲倍に

よれば、上級のソピエト(例えば州議会)は下級ソピエト(例えば市議会)を

指導し、後者の法令が上級続法令に違反する場合にそれを破棄することができ

る。このような規定は連邦憲法にはない。地方の執行委員会はいわゆる二重の
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従属原則におかれ、自らを選出したソピェトに従属すると同時に上級の執行機

関にも従属する(市執行委員会は州執行委員会に従属する等)。上級の執行委

貝会は下級の執行委員会の決定を破棄することができる。このことは連邦およ

びロンアめ憲法が左もに規定している。

地方相菱自唱のこのような段略的構成は、ある意味で地方の自主性を保障してい

る。速郊の機関は直接下級の執行機関に命令を発することはできず、初閣共和

国州 市の執行委貝会と段階的に命令を下ろしていくことになる。連邦大統

領の命令を直接執行する機関は 通常地方にはなUものである。そのため連邦大

統欄が命令を乱発しても地方ではいっこうに実行きれないといった状態になっ

ている。そのためロンア共和国では大統領の「総督」を地方に加治するといっ

た問題がある。この点は後述する。

0Jlそ6可也

そ6宅問包連邦には逮邦評議会という共和固聞の調整機閣が存在し 憲法の つ

の章が当てられているが、ロンア共和国にはない。逆にロンア憲法には経済計

画予算に関する一編が置かれている。ロシア憲法¢経済計画予算に関する

l日規定は 連邦の経済計画 予算とのー体性を強調するものであったが、改正

によってその自主性が宣言されている。

第4節地方自治的問題状況

最近地方の権力機構が紛争の震楯地にな，カサナている。錫時点では情報不足

であるが、 応状況を概観しておきたい。問題のつは、エリツイン ロンア

共和国大統領による地方への「代理人』派遣問題であ旬、他はモスクワ市など

にみられる市長と繊会の関の紛争である。

もともとソ速が常続的に預られるような中央集権本制ではなし各地域 各

領域のボスによる封建社会的な割拠体制をとってきたことはこれまでも指摘し

たことがある。ソ速の中央権力は超法成的な意味においては強力であったが、
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法治主義の観点からは西殴諸国に比ぺて中央主権討度ははるかに弱かョたのであ

る。ゴルパチョフ大統領はかつてスタプロ ポリ遭の第書記であった頃を

同想して、なにものにも妨げられない全能の権力者だ左感じていたと商ってい

るが、実際そのとおりであったろう。

権力を纏った改革派による権力の集中傾向を専制体制への傾斜として危険復

する向制噛いが、またそれには十分な棋拠があるが、しかし今ソ連iこ必要な

のはむしろ権力の集中である。ただし恋意的専制的なそれではなく、法治国

家的意味におけるそれである。下斗米伸夫氏はそれを「廃藩置県"Iこ対比して

いる。私もしばしばソ連の現在の改革をわが国の明治維新に擬えて考えるの

であるが、確かに現在のソ速に必要なのは、封建領主を廃止して中央から県令

を派遣した廃藩置県であるかもしれない。

ゴルパチョフ大統領も 大統領令が他方でいっころに実施に移きれない状況

に困惑し 地方に大統領直属機関を設置することを考えたことがあった。この

ような考え方を徹底したのがグルンア共和国の「過積期地方自治法~ (91年2

月施行)である。この法律によって地方ソピエトは廃止きれ、大統領切任命す

る地方長官 ('POφeKT)が貰接地方を統治している。

ロンア共和国でも、エリツイン大統領は 地方に大統領代理を派遣する計画

を立てていた。この計画は91年8月のクーデター失敗後実抽に移された。クー

デターの失敗が明らかになり始めた 8月21日 ロシア共和圃最高会談は「ソ連

邦におけるクーデターの結果の根絶の条件のもとで人民代議員会議の活動の合

法性を保障するためのロシア共和国大統酒の追加的権限について」の決定を採

択していた。この決定に基づいてエリツイン大統領は、 8月M目ク ヂタ

を支持した保守的な地方に大統領の「代理人" (代官)を派遣した。クラスノ

[11 下斗米伸夫「エリツイン新政治体制の強さと弱き"('エコノミスト， ，鈎1年9JllO 
目)o1頁参照a

ω C胤 <Bee'l'll皿 c"ヨ闘車 6φ~併周閉1，
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ヤルスク道ハバロフスク道、アストラハン州、 'Jャザン州 サラトフ川など

Mの道州である。さらにクラスノダール遁には行政長官を任命した。

9月6日には、発行主体が不明の(グラースノスチの進んだ現在でもソ遂の

'" 情報には欠陥が多い);ロyア共和箇大統領代理人規程」が発表きれた。これ

は!日自治共和国への代理人と州レペル(道州 自治州モクスワ市 レニン

グラード市)のものと二種類ある。この規程によって大統領の『代理人」は、

クーヂタ の事後処理を超えた常設傍潤として位置づけられた。それは地方に

おいて犬統領を代表し、大統領の委任に基づいてロγア共和国の管理機関のー

郷機能を代行する。その主たる機能は、ロンア中央と地方の関係の協力 調整、

'" 地方機関の統制、提案等である。 言で言えば、この代理人は「統制」機関

である。すでに別稿T繰旬返し論じたように、「統制」機能は社会主義に特有

の園家機能であり ほとんど有効には機能しないままソピエト官僚主義の 翼

を構成してきた。そのことを露践したロγ ア共和国では、賢明にも一時鮮側機

関を廃止してきた(人民統制委員会の廃止等)のであるが、ここにきてまた復

活傾向がみられる。国家主席検査官や行政統畑局のような統刷機関も新たに設

けられているのである。

当初、大統領の「代理人」制度は、新しい地方自治訟に基ついて地方の首長

念公選で遷ばれるまでの 時的措置とされていた。地方では、モスクワ市ーレ

ニングラード需を除いて首長依直接選挙で選ばれておらず、そのため保守派が

なお他方の執行機関を握旬、改革の前進を妨害している。そのために大統領の

代理人を派遣するこ左が必要だと説明されていた。ロシア共和国の地方自治訟

は9時 7局6日に制定され足。それは首長公選酬を定めているが、この法律

131 a.ι〈国>， 26a町ヲ町.19ゆ"
(4) C札<>'0;咽k祖.c，碍n>，6健在四5p!!1991r 

(引 C時 <11>，12健闘届pHt9¥l1r 
ゆ)CM.<CP>，W町松"'"1991r 
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カ殺す象としているのは地区。市以下の下級の地方機日間だけであり、盲治共和国

や州レペルは含まれていない。いずれにしろ、首長公選制が実施されでも、大

統領。代理人制度は廃止されないであろう。しかし法拾体制を整えない限"、

このような統刷機関は、これまでと同じように官僚主義の勝害をもたらすだけ

である。

次の問題は地方綾会と首長の関係である。ペレストロイヵ以前、地方の人民

代議員会議(地方ソピエト)は有名無実で、そこから選出される執行委員会が

合議制の立法執行機関になっていた。執行委員会議長カT首長であった。選挙

で量ばれた(附接的だ治η合議体が立法しかっ執行するという点でコミューン

原則が維持きれていたと言えなくもない。そ筑後の政治改革により、眠ってい

たゾピエトを復活させる路揚げメとられた。中央で依最高会識の機能を復活させ

そこに権力を集中するために最高会議議長のポストが新設され 89年にゴルパ

チョフ民がこのポスト4こ捗任した。各共和国もそれに倣った。同じよう6こ地方

ソビエトにも援長職が設けられ、そこに処方権力を集中するとともに、執行委

員会はソピエドに従属する執行機関として純化された。

このようなソピエト権力の復活は、伝統的なソピエト理論の復興という形式

をと旬ながら、実はソビエト理論がまさに否定していたはずの議会都度をと旬

いれ、ゾピエトを談会として改編したものであった。とはいえ、伝統的なソピ

エト翠遥に災いされて、ソビエトも執行委員会もともに立法し泊つ執行する機

関とする見方も強く 実務もそれに引きずられる傾向があった。地方には議会

の議長と執行委員会の議長が並立し 三頭政治が成立したのである。議会の議

長も市長(メ ル)左呼ばれ、市長が二人存在寸る治唱ょうであった。

その後中央ではずJ統領附明附され、ゴルパチョフ自主最高会議議長から大

静領へと転身した。こうして中央レベルではソピエト権刀論に代って権力分立

が理論上も制度的にも一応確立された。しかし地方はまだそれ以前の段階(形

骸化していたソピエト=議会を復活させる段指)にあり 議会の議長カ明時に
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殺行権の長でもあるよろな状態が続いていたのである。権力関係を合理的に編

成するためには、地方でも立法と執行織能を明確に分けることが必要だった。

こZ問題をめぐって種々の論争が展開きれたが、やがて中央の大統領と同じよ

うに、直接選挙で選ばれる地方の首長のポストを設けることが必要だという議

'" 前が有力になった。

'1年 3}j17日の連邦制維持に関する人民投票の際、モスクワ市とレニング

ラ ド市(その後サJ クト。ペテルグルク市に改称)では、市長公選制の是非

を問う投票も行われ それぞれ多数の賛成を得ていた。 4月四日 ロンア共和

国最高会議事字部会は 『モスクワ市管理機関地位構造規程」を採択した o 4 

月末モスクワ市禽会は「臨時市長規程」を録択した。こうしてロンア共和国

犬統領選挙と同じ6月12日に市長選挙が行われたのである。ロンア共和国当局
側

はこの選挙を合憲であるみなしたが、布長選も憲法改正 191年5月24日の改

正で従来の執行委貝会に代り地方行政府の規定が設けられた)前から動きだ

しており これも形す的には憲法強反の疑いが強い。

モスクワ市長選の場合立候補には3万5千人の有権者の支持が必要だった。
<l" 

立候補したのはII組であった。当選したのは前モスクワ市議会議長だった改

革派経誠学者のポポフ(市長)と 前モスクワ市執行委員会議長だったルシコ

フ(副市長)の縦であった。レニングラ ド市では、前市議会続長サプチャッ

クが市長に当選した。ロシア共和聞の大統領令は この両市の市長に行政穆構

を組織する権限を与えたが、それによって市の行政機構は太きく変り さまざ

まの問題を噴出させつつある。最初に市畏を選ぴ 後からその梅田鹿を定めるの

[11 CM. <API1'嶋町制 E駒市01>，1991r.， No. 22. ; <11>. 2田両信 19'Alr..21 

M円CTa1則及r.; <CP>， 14 CeHTII向阿 1991r
181 0.. <耳〉却醐H1991r. ; <Il戸回目立町r鴎回出歯 B町市肱>， 1991r.， 29 

悶ICM. <n>却祖'"回 1切"
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ロシア共和国質事法と新建郵条約案の展開

(m 

は違法だといった当依の批判の声もある。

m 

モスクワ市では、市長命令の中で、市政府、市の内閥、市の首相、市の大亙
u 

といつた名称が用いられている。そスク η市は3お也の区(ゼレノグラ一ド市を

含む)に分れており、それぞれ区議会(区ソピエト)が存在している。これは

市左区のパラレリズムを生みだしており、効率的な行政を妨げていた。モスク

ウ市はこの区制を廃止して 120-1却の白拾凶(住民居住地域)と 9の行政区

(企業その他の公共地域)に整理し、行政区長官を市長が仔命するという計画
れ"

を立て、その他市議会も大幅に改造することを目論でいる。市ドゥーマ(市
同

議会)、市集会といった革命前の名称を復活きせる計画もある。

行政区長官の佳命左いう発銀は 先のエリツイノの「代理人」案と共還であ

る。すでに行政区長官を任命した例もあるようで具体的紛争も発生している。

中央区行政官ムズイカンスキーは、クーデターを支持したという浬由でロンア

共和国作家同盟を活動停止処分にし、そ句事務所を封印したのである。しかし

そスクワ市検事ボノマり zフは、そのような処分を行うのは裁判所の権当阪であ

り、行政長官には権限はないとして異議を唱えた。これがどのような決着を

みたかは分らない。ペレストロイカ選動が始まって以降、旧体制を批判するた

めによく用いられる「命令行政シマテム』という表現は、ポポフ氏の「発明」

であるがそスクワ市長となった同氏が現在では新たな命令行政ンステムを

つくっているという批判も強目。レニングラ ド市でもプチキック市長と市
閣

議会の聞で権限をめくる総争が激化している。

ω c..<日>， ¥8 ceJml6pJl 1991r 
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地方政治をめぐるこの種の紛争は、改掌派内部の争いともなっている。モス

クワ市検事ポノマリョフも改革派という@改掌派¢憲法監督委員会委員長アレ

クセーエフも、このような符政権の強化に懸念を表明し、その「全体主義的傾

向』を危倶してい宮。(ただし彼が十月革命の成長であるソピヱト原則の実現

などと言い、今頃に会ってソピエト権力誼を主張しているのは彼の以前の論文

と矛盾している)。ク ヂタ の失敗で保守派が勢力を失った現在、今後はい

わゆる改掌派内部での路線論争が滋化しそうである。

第 2寧新運邦条約・クーデター暫定権力

第1節ソビエト連邦制度の行方
，0> 

ソ速の新連邦条約をめぐる問題の展開については、別隔で91年8月末まで

の状況を概観した。ここでその後の展開を簡単に整理しておきたい。

新連邦条約の第 1 次草案は9(I~1l月 24日に公表された。その後初年"月の第

4回ソ連邦人民代畿貝大会は、新連邦条約のコンセプトに承認を与えるととも

に 「ソピエト社会主義共和国連邦，tいう現園名を維持すぺきこと、 91年3

月17白に連邦制維持の是非を問う人民投棄を行うことを決定した。 91年3月9

回に新連邦条約の2次案が弘ヲ8をきれ 3月17日には人民投票カ呼子われた。 λ2宅

投票の結果は 76.4%が連邦制維持に餐成した。

9同年末以降の保守派主導の政局の展開のなかで エりツイ J氏をはじめとす

るロンア共和国指導慨は この時点では新連邦条約の調印に消極的であった。

しかし91年1月のパルト二周での活曲事件にみられるような保守派の攻勢のな

かで改草派の孤塁を守り抜いたエリツイン氏は、例年3-4月のロシア共和固

""ι<n，.悶0>.53Bヲ白地 1991r
liI拙穣『ゾピヱト連邦体制の動摘と新連邦条約、の道， ('神戸法学雑品第40巻4号
1991年)、 rペレストロイヨむとソ連，画家構造.(西神田編集室、 1991iFl参照。



ロンア共咽憲法措連邦条約突の闘

'" 
人民代機貝大会で島砂利を収め、政治の潮椛を改革派主導に戻すことに成功した。

このような改革派の勢力の回復のなかで、 4月2沼目には いわゆる 9プラス 1

合意が発表された。とれは9つ句共和国首脳とゴルパチョフ大統鎗治噺連邦条

約の調印の方向で合意したものである。合意の内容自体には新味はないが、対

立関係仁あったゴルパチョフ、エリツイ Jの両氏が歩み寄ったことの意味は大

きかった。

9プラス 1合意以降、新連邦条約をめぐる交渉は モスクワ効外ノポ アガ

リョポのゴルパチョプ大統領の別唯で、岡大統領と共和国指導者の岡で行われ

連邦最高会識は無視きれたかたちになっていた。 5~22 日、連邦最高会識は新

連邦条約に関する短い決定を採択したが}その中で、新連邦条約は3月17Sの

人民投禦の箱果に一致すべきでおること、連邦の"高権力機関の秤濯する代表

も条約に綱印すべき当事者左みなされるべsことを強調し、その存在を誇示し

た。

91年 6月27日には 連邦の権限をさらに緒小した第3次の新連邦条約案が公

表された。ロシア指導郎はこの3次実(付2参照)でもなお不十分として さ

らに共和国の権阪拡大を要求したが他方でその存在を無視されてきた連邦の

最高会議では逆の立場からの不満が噴出していた。連邦最高会議は 6月末か

ら7月初めにかけて約2週間この問題の肘識を行った。民族院副院長ニシャノウ

が経品報告を行い、落本的に草案を支持すると同時にいくつかの間題点を指摘

'" した。
討誼の過程では草案に対する批判の声が強治った。「サユース』をはじめ保

守派グループは、連邦機闘が条約をめぐる交渉過程から排除されていることを

批判し 連邦も条約の当事者であることを強調した。改革派に近い論者も草案

に疑澗を述べることが多かった。立法委員長カルムイコフは、共和国に連邦法

(2) 0... <日>.23"""， 19旬[，

但) 0... <11>， 1l開問調 1991r
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の停止絡が与えられている点や、連邦に固有の所有権が認められていないこと

に不満を述べた。憲法監督委員会委員長のアレクセ エフは 連邦固有の課税

権が明確でないことを批判している。謀視なしには国家は成立せず、このまま

だ左連邦だけでなく国家連合さえ存在しえないだろう左官う。ちょうど各国の

分担金によって成り立っている国連のような組織になってしまうとい今のであ

る。また共和固に逮邦t去の停止権を与えることは、「法律戦争」どころではな

く「多重権力』になってしまうと述ぺている。さらに連邦の共和国院(共和国

代表によって構成さ札る)が連邦憲法我剃所の構成員を選出することは、憲法

裁判所の独立を損なうものだと批判している。この最後の点は考慮に入れら

れたのカ、最終の4次案では修正されたa

このように批判の芦は強カったが、結局 7月12目、連邦最高会議は「主権国

家連邦条約草案仁関する決定」を採択し、草案を基本的に支持することを決定

した。ただし草案の問題点を連邦代表も含めてさらに煮詰めていくべきことも

指摘しそのための連邦代表団(大統領の外最高会議晴長首相等々)の任

命も行っているD また連邦と共和園カ対百互に相手の法律の停止権をもっという

規定を重要な法律仁ついては適用しないこ左にし、そのためのリストを連邦条

約に記織すること さらに新最高会議両院初代議員の選出ほ直接選挙によるべ

'" きこと(草案では共和囲院は共和国から代表が派遣される)等を要求している。

しかしその後の経過は連邦最高会識の望む方刷へは向わなかった。連邦が、

たてまえどおり、完全に主権を有する共和国の自由意思で形成されるのであれ

ば、条約の当事者になるのは共和圃だけであり、現在のソ連邦は条約の参加者

になる資格はない。現連邦はせレ噌い仲介者の役割を演じうるだけである。条

約をめぐる交渉が連邦最高会議銭きで行われたのも不思畿ではない。ゴルパ

チョフ，エリツイン両大統領その他の話し合いで、新連邦条約案はきらに共和

(4) 0.. <日〉ロ町IOns1991r 
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園の権限を強化する方向で修正がなされた。そして8月15日には第4次案が最

終案として公表きれた。この案に基づいて8月20日にはまずロシア、カザフ、

ウズベクの 3共和周で条約の調印が行われ、他の共和国もその後に続〈ことが

予定きれていた。その前目の8局19司に発生したク デタ は この新連邦条

約の調印を阻むことが直接の目的であった。9c年以来始まっていた「法律戦争」

は何らかのかたちで決着をつけざるをえなかった。それはクーデターというか

たちをとって現札「法律戦争」は武器を使った戦争へと転化したのである。

クF デター当日、園家非常事態委員会の声明左ともに、新新連邦条約の調印

に反対する連邦最高会復議長ルキヤノフの声明が発表された。後者の日付は8

月168 (最終案公表の翌目)となっているが、クーデターと同時6こ発表された

ものであり ク デタ の正当性を基礎づける俊樹を果たすものとなった(直

接ク デタ に言及しているわけではない)。最高会議機長個人が声明を発表

するという例は過去になく、ク デタ 計画と示し合せてなされたことは援い

ない。

ルキヤノフによる新連邦条約案の批判点は次のようであるが、特に新しい論

点はない。ソピエト社会主義共和国連邦という園名は人民投禦や人民代議員大

会で決定されており、それを覆すべきではない。統経済登閥、耕一銀行シス

テム、連邦の所有権、連邦独自の租悦ンステム等が明確に規定されていない。

連邦共和国が相互に補手の法律の停止権を有するのは、安定した法制度の形

成にとって危険である。新制度へ移行するまでの経遇措置カ明確でい、ルヰ

ヤノフは以上のような問題点を指摘した上で連邦の最高会議ど人民代議員大
{刷

会で条約案の追加的審識を行うことを要求している。

ク デタ は失般に終ったが新連邦条約の調印J主流れた。ク デタ の失

敗は連邦の崩壊傾向を促進し もはや4次案によっても各共和国を連邦に繋ぎ

(6) c... <日>， 2118町 yロヨ 1991r
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とめることが不可能であるような状況を生みだした。クーデターを契機に ウ

クライナをはじめ一連の共和国が新たに独立を宣言した。 U:aでは独立を宣言

しない共利国(ロンア、カザフ、トルクメシ)の方が多数派なのである。連邦

機関の多くがク ヂタ に関与したため、次節で述べるように智定的な新連邦

機関が構成されたがそれはすでに連邦というよりも国家連合に近いもので

あった。

9月2日のソ連邦臨時人民代議員大会の招集を前にして 9月1目には10プ

ラス 1 (10の加盟共和国首脳とゴルパチ賓フ大統領)共同声明利乍成され、翌

目の大会で発表された。ぞれを受けて大会は、 9月5日仁連邦凋題に関わる決

定を採択することになる(付5の拙釈参照)。事実上ソ連邦の最高指講者とし

て銀舞っていたエリツインは、大会で、連邦の未来について次のような4項目

の提案を行った。江波ー経済空間を維持し、経済同盟を結ぶこと。②主権国家

の友好体(∞昭y田町旬。)として連邦を維持するこL 連邦への結集形態は多

様であり 連邦 (φel¥ep.四四)、園家連合(，凹llte.tIepal朋，)、準加盟

(相羽即倒""~附~可取沼田=) 経済伺盟のみという 4つの方式がありつる。

@i!邦軍を維持し核兵器は中央がコ J トロ ルする。⑤全固で人権を保障す

る。

10プラス 1合意に基づ〈新連邦の展望に関する大会決定は賛成1，l2e 反

対2岬保留147で可決された。圧倒的多数の質成のようであるが、可決に必要

な総代議員数の半分1，113票に辛うじて達したのである。それによると新連邦

条約の展望は次のとお"である。第 に主権国家連邦条拘の調印を急ぐが、各

主権画家は連邦への参加形態を自主的に決定するロ準加盟等の緩やかな参加も

可能なわけである。第二に、新連邦0り苛題とは別に、経済、軍事明題等につい

て協定を結ぴ、特に経涜同盟の策定紛結を目指す。第三に、新連邦への参加

を拒否する共和固とは諸問題鴫決のための交捗を桁う。そσJ他ソ連邦の結んだ

171 c... <Y1>， 4館町四百阿 1991r



ロγア共和圃憲法と新連邦条約集の展開 m 

国際的協定等は艦承されること、共和国を国際法上の主体と認め、その国連加

盟を支持することなどが筒われている。

この決定によ旬、独立を求め、新連邦への参加を拒否する共和国に対しては

それを阻止する法的根拠は何もないことになる。ソ連邦脱退手続法はもはや無

意味であるし、パルト諸国や外コーカサヲ誇聞のように ソ連への編入自体を

違法とした旬、ソピエト権力の樹立を赤軍句侵略によるものとする浬齢制尾崎も

もはや必要ではない。ウクライナの独立宣言(8月24日)では独京の根拠と

しては民族自決権に依拠しているだけ(その他ク デターで被った危険やウク

"， ライナにおける固家形成め千年の伝統に言及しているが)である。その後ウ
{目}

クライナでは敏立は既成事実とした上での新立法を行っている。

さらに現在では、論理的には独立を宣言する必要さえない。ただ新連邦に参

加しないというだけで十分なのである。左はいっても連邦側はできるだけ独立

を妨げようとするであろう。しかしその連邦自体存続できるカ否か疑問になっ

てきているような状況である。 9Jl6Bに ソ連邦国家評議会はバルト三国の

独すをE式に認めた。 9 月 218 にはアルメニア共和国で，，~の是非を問う人民

投票か1実施されたが、有権者句 95%が投票に参加し 投票者の叩%が怨立に賛
，，，. 

成した。ロンアに続く二番目の大国左しで連邦の行方を左右するウクライナ

共和国でも 91年12月 1日に、観立の是非を問う人民投票が予定されている。

その結果が人いに注目されるところである。

新連邦とは測に、経済同盟結成のための条約案も、シャターリシ案その他が

発表された。すでに国家詐談会は、 9月16目、ヤプリ〆スキーの経涜同盟条約
[11) 

案を基本承認した。これまでの経演関係を 挙に断ち切ることは各共和国と

18) a... <npaBlla Yl勾齢個hl>，31個巧切""月r
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も不可能であるから、経済同盟ほ結成きれる可能性がある@最近概行の数字合

わせで、これは C)5プラス 0"と説明されている。つまりおの共和国ηみ参加
{四

し、プラス 1 (連邦)は不要というのである。 EC'"のヨーロッパ アジア経
叩

済同盟左 NA武J型の軍事政治同盟に再編するという構想もある。

し治し新連邦(政治同盟)の方は予断を併さない。新連邦怯結成されないま

ま連邦は崩壊していくかもしれない、あるいは固家連合的な緩やかな速邦とし

て維持されるかもしれない。すでに4次実はかなりの程度園家連合に近治った。

速邦には固有の所有権がなく、諌秘権もなく 共河固は連邦法の停止権をもっ

ているのである。クーデタ 安敗後の暫定権力は後述の左おり すでにこの

4次案に近いものになっている。そのよ各共和国は固有の軍隊をもっ権利 圃

有の通貨を発行する権利を主張している。たとえ新連邦の結成に成功したとし

ても、それは国家連合的なものでしかない。しかし国家連合も長くは線かない
"剣

から、結局ソピエト逮押訓告Gは崩壊していくことになろう。

第2節クデタの法律学

"ゆ1年8月19' ソ連邦でク デタ事件が発生した。このク デターが進

法なものであることは言うまでもないが ク デタ 椋営はその合法性を主張

し そのように見せかけることに腐心していた。しかし次の2点でこの企ての

違法性は明らかである。まずゴルパチョフ大統領が健在であるにもかかわらず、

彼を軟禁してその権限を副大統領に代行させたことである。第二に、全国に非

情事態を宣言しうるのは連邦最高会識だけである(憲法第B3条)3項)。そのた

めクーデター側は、金園ではなく『個々の地域J に非常事態を導入すると宣言

M c... <">， 5 ceH~ØÖp~ 1991r 
n1j c... <班>，27a町恒温 1991r
"'拙積 Tソピヱト連邦体臨乃劇懐J (Tエりツイン時代と目本」実業之日本社 1991e!f-) 

多照.
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し 実際具体的なカたちで非常事鰻体制が導入されたのはモスクワ市だけで

あった。この場合は連邦最高会議の事後承認を得ればよいのである{憲法修

1"条のsの15項)。しかし それなら画家手常事態委員会という全国レベルの

特別機関を設置する根拠がないし また後に見るよろに 問委員会の決定第1

号によってとられた措置は、全国的なものである。これは全国レベルの非常事

態宣言と言わざるをえず‘したがって違法である。以下クーデタ とその事後
{】}

処理の法的側面を概観しておきたい。

まず8月18日付けで、クーデター備の 5つの文書が発表された。 Lつはヤナー

エフ副大統領の命令であり、ゴルバチョフ大統領が健康上の理幽で職務を遂行

することカ叩可能になったので、憲法第1"条の 7 (大統領代行規定)により、

ヤナーエフが大統領代行になるという内容である。その後の最高会自慢では、大

統領が本当に病気であれば(あるいは執務不可能な状態に追い詰めれば7合法

的に権力の奪取が可能となるため病気の詔5主方法をはじめ代行手続を厳重に

すぺきだという議論があった。また新副大統領候補左してヤコブレフその他の

名前がとり沙汰きれた。しかしその後人民代議員大会の決定で、結周副大統領

職は廃止されることになる。

第2の文書は、「ソピエト指導部の声明」主題きれており、なぜかヤナーエフ、

パプロフ首相、パクラーノフの3人の著名である。これは法酌には大統鎖代行

命令とみなすべきであろう。この声明は、深刻な危機を克服し、ソ連邦を維持

する正いう人民投察の縛果に依拠し、人民の利益に導かれ ①ソ連邦 η個々の

地域仁非常事態を買言すること ②(共和国ではなく)ソ速邦の憲法と法律が

全国で最高性を有寸ること ③8人のメ Jバからなる闇家非常事態委員会を

設置することなとを宣言している。非常事態の貰言に際しては 憲法第1"条

の3と非常事態法第2条に依羽隠している。憲法第1"条の 3によれば、非常事

11) CM. <日>.20a町守信温 1991r.; <CP>初."個巧沼環 1991r
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懇の宣言のためには当該共和圏の同意等の条件が必要であり、それがない場合

は連邦最高会設の特別多数による承認が必要である。この点についてヤナーェ

フは、記者会見で、連邦最高金識の承認を求める予定であると回答していた。

翌8局19日には、非常事態宣言の承認間短を議題として最高会議の臨時会期を

招集するというルキヤノフ議長の決定が公布されている。クーデター側はあく

までも合法性に圃執していたのである。

第3の文書は『ソピエト人民への訴え」である。これは危機の深刻さとそれ

に対する対応策を訴えたものである。権力の危機については自凶や民主主義の

濫用による憲法体制の働機といった認識であり 経済危機については無秩序な

甫場経済移行策がヱプイズムを蔓延させたといった観解を示Lている。民主酌

に選出されたソピエトに代って個人娘裁(公選市長創などつが現れており、こ

れは事実上反憲法酎なク デタ だなどとも言っている。犯罪の増加性情報

の氾濫といった社会的危機や、連邦からの独立、ソ速に対する園境線の見直し

要求(日本の北方領土要求)といった対外的な危機についても触れている。か

つてのソ連人は外国で盲らに誇りをもつことができたが、今は二注の外国人と

感じているといった大国主義的な心強も吐露している。

対応策としては まず新連邦条約の全人民討議を行うこと、合法性と秩序を

回復すること、ぞの他民主化、生活の向上個人の権利の擁護等を抽象的に列

挙している。混合経済を発展させ私企業を支持するとも言っている。第一次的

課題として食糧問題と住宅問題を列挙しているのが興味深い。食糧問題はとも

かく 住宅問題とクーデタ というのはイメ ジカ旬結びつかない。しかしそれ

ほどソ連の住宅澗題は深刻なのである。東欧やパルト三国からの草隊の撤去の

最大の障害物は住宅難(帰還した兵士の住む場所がない)であるp こめ文書は

最後に市民に対して国家非常事管委員会への支持を呼びかけている。

この文書の大きな格稼は、社会主義的イデオロギーと無縁なことである。保

守派といえどももはや社会主義派ではないのである。民社会主義の方向は改革
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派と共通であ旬、ただ改掌の進め方とスピ ドの点で相違があるにすぎないD

もEも左ソピエト社会主義と帝政ロンアにはその政治社会構造に共通点があ

るが、保守派は社会主義色を拭い去った後に残った権力主義的で犬国主義的な

反動ロンア派といった印象である。

第4の文書は園家非常事態委員会の決定第 1号である。この決定は、国家修

闘は非常事態令iこ従うべきこと、国家非常事穿委員会は周家機関の活動を停止

し代りの機関員を任命しうること、政党社会固体大衆運動の活動停止、集

会デモ ストライキ等の禁止、不注に所持している武器の没収、マスメディ

アを統制下におくこ左、必要な場合外出禁止令を公布すること等を布告し、そ

釘他関係官庁に指示を与えている。この決定は界常事態法 119刷年 4月制定

付 4参照)に依処したことになっている。しかしこのように全国レベルの非常

事態体劃を導入するのであれば それは連邦最高会議の決定が必婆であり、違

法である。もともと違法なク デタ だから、ぞの部を批判しても仕方ない

が。第5の文書は、ヤナーエフによる外国元首等へのアピールであるが、その

内容は省略する。

翌 8月19目にはクーデター働から 8つの文書が発せられた。一つは、箇家非

常事懇委員会決定第z号で、非常事態法第4条14項に基づき 中央紙の発行を

次の 8紙に制限する左いう内容である。発行を許されたのは プラウグ トヮ

ルード、イズペスチャ 「労働者の論極」、「赤い星J ソピエツカヤ ロンア

モスコーフスカヤ プヲウダ会どで"る。第 2の文書は大統領代行¢命令であ

り、モスクワ市に非常事態(後議の、あるいはこれが本来の非常事態である)

体制を導入するというものである。箇家非常事織委員会の決定第 H手が遵守き

れておらず集会 ヂそ等カ守子われていることを理由左している。そしてそス

クワ市の司令官にそクスワ軍管区司令官カり}ニノ大将を任命し モスクヮ市

を彼の支配下においた。

第3の文書は国家手常事態委員会の声明である。この声明は 国家非常事態
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委員会の決起がソ連市民および国外で理解され 支持を受けているとし ロシ

ア共和国指導部の態度を批判している。そして これまで布民の期待は何度も

裏切られてきたが、今回は約束したことを断固実現すると決意を表明している。

翌8月20日にはこつの文書がだきれたが、それず最後となった。 つは大統

領代行の命令である。 19日にロシア共和国ではエリツイン大統領がク デタ

と闘うために一連の命令を発していt::1!1、この大統領代行命令はそれを(ロシ

ア共和国政府決定とともに)破棄したものである。その法的根拠は、大統領の

憲法保障維(ゴルパチzフ大統領がよく活用していた)を定めた憲法第127条

の3の1項である。もう一つは固家非常事態委員会の決定第3号で、テレピ

ラジオの規則等を含む内容であった。

8月21目、ク デタ の失敗は明ら治になり、 8月22日には ゴルパチョフ

大統領の大統領令によって、国家非常事態委員会のすべての決定が被棄きれ
十"
た。ところでクーデター中の8月初日には、早くも憲法監管委員会の五人(ア

レクセーエフ委員長、ボスホロフ、ミルゾーエフ、ピスコーチン、フィリモノ

フ)による声明が発表されている。同声明は、国家非常事態委貝会によって展

閲されている措置は「ソ連邦の憲法と法律の要求を厳格に遵守している鳩合に

のみ正当化される』とし、憲法第127条の 3の15項(非常事盤宣言の承琵)に

従い この問題を審織する意思があるのか言語泊を連邦最高会議tこ対して聞いか

けている。また金国に非常事態を宣言するのであれば、そc権限を有するのは、

憲法第113条13項およぴ非常事態法第z粂13項により 速邦最高会畿のみであ

ることに法患を喚起している。そして正確な情報が入。次第 憲法監督委員会

"， 
は正式にこの問砲をとりあげると述べている。クーデターの違法性はあまり

にも明らかであったから、この声明の微温的な態度にはやや拍子抜けの感があ

るが、しかしともかく憲法監督委員会はこれによって免罪符を獲得した惑じで

(2) CM. <npaBjla y，叩甜.. "，>， 23 aBI"f何a1991r 

(3) CM. <o>， 20aBryCTa 1991r 
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ある。 8周辺日には、連邦最高会!被立法委員会のクーデタ 問題に関する『結

酋」という文書が発表されている。この文書はクーデターの違法牲を指摘し、

ク デターをS干した立法上の不信も指摘しているが、クーヂターが敗北した後

'" に発表しても迫力がない。

ク デタ 中およぴその後、エリツイン大統領は盛んに大統領令を発し、連

邦の槍隈を築奪しているかのような印象を与えた。ク デター側が合法性を接

うことに腐心していたのに対して、エリツイン大統領は堂々と超憲法酌行動を

とっていたかに見えた。しかし必ずしもそうではない。確かにプヲウダなど6

紙の停刊指置等行き過ぎもあったが、多くは緊急事態下の不可欠の措置であり

後にゴルバチ司フ大統領が追認することによって合法性を猿得したa また、も

ともとロンア共和国は主権宣言以降、ロンア共和国が自主的に連邦の管瞥に委

譲した事項以外は共和園の管轄であると宣言しており、ロンア側からみればそ

の合法性を主張寸ることは可能であった。例えば、クーデタ】事件の捜斉をロ

ンア共和国検察庁が主導しているのも、連邦検察庁がクーデタ}容認的苦皮を

とりその後機能マヒ状態に陥っていたという事脅に侭みよるわけではなく、ロ

シア側からみれば当然の錆置だったのである。

しかし このようなロシアの契出は他の共和国の警務ひを呼ぴ起した。園民

経済緊急管理委員会でルシコフ副委員長がロンアの連邦権力製奪を厳しく批判

してンラーエフ委員長と対立し、後者が辞意をもらす(本気ではないが)とい

う一幕もあった。保守派が大きく後退した今、改革派は正念場を迎えている。

クーデター以前の連邦とロンア共和園の力関係は前者に有利であった。経済骸

綻の責任追及が専らゴルバチョフ大統領に向けられたのは 彼がそれだけの権

限を還っていたことの証拠である。ヱリツ p は あるいはロシア共和国は、

大言託諾しても、口先だけで実力を伴っていなかったから 彼には責任能力が

(4) CM. <H>. 22 aory<= 1991r 
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なかった。しかし今後はエリツイノ大統領に批判の矛先が向けられる番である。

いずれエリツイン路線の三重性(民主性と権力性、他民族の自立性尊重とロシ

ア中心主義、市場経済志向と伝統的な利益擁護)の矛盾が露呈せざるをえない

であろう。

第3節醤定権力の成立

連邦権力め中枢がク デタ に関与したことによって、連邦権力の再相成が

必要となったロ権力構造は変えないでその織成員を交替させるだけで十分と恩

われるが、すぐ機構いじりをするのがソ遣の悪い癖である。ペレストロイカ以

降何度国家機構を改編してきたことだろう。何か失敬すると制度にその原因を

求める制度信仰がある。どろせ動きもしない機構を創ったり、守られもしない

法律を整備するこ左に異常に熱中するのである。制度に欠陥があっても、ぞれ

は運用の妙で改善していくこと伊できる。制度を創っては壊し、壊しては創る

精神はいったし咽に起因するのであろうか。ここではク ヂタ 失赴後の憲法

制度の展開について概観する。

8月22日、連邦最高会議幹部会は憲法第123条によ旬、ク デタ に関与

した人民代議員(パクラーノフ、ボルジン、ンェーニン等 5人)の刑事責任追

及と逮捕に許可を与えた。またクーデターに関与した疑いのあるルキヤノフ

議長は職務を停止させることにした。連邦最高会裁は8月2E日に開かれた(8

'" 月31日まで)。最高会議もルキヤノフ議長の職務停止を確認した。 8月29自に

はトルーピ〆連邦検事告全長がルキヤノフ議長の逮捕のため 不逮舗特権の剥奪

'" を請求最高会識はそれを認めた@

'""目、最高会識は 倉法第四持制と基づいて内聞不信任案を可決し 内

111 C比〈阻>， 23aBl)'官官 1991r

121 CMι -(H>， 27a町'Y"""1991r 

1:31 cuι 〈悶>， 29a町、明."1991r 
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l‘) 
閣を総辞職させた。石油化学工業相ハジエフ文化相グベ〆コ、自然利用

環墳保護欄ボロンツォフの3人だけは、ク デタ に反対の姿勢を示したため

'"一大臣ポストを維持した。ところで、内閲制度は199C年12月の憲法改正で設け

られ、 91年1月にパプロフ内閣が発足していた。しかし大臣人事は最高会識の

事前の同意が必要なこともあって遅々として捗らず、 91年7月に最高会議の会

期が終了してもなお多〈の欠員を抱えていた。

91年 3月31日6こはソ連邦内閣訟が制定され、翌4月1日には中央官庁のリス

トが発表された。ソ速では大臣概念が必ずしも明確でなく、その人数も決って

いないが(副首相の人数は不定だし、また兼任の状兄によっても人数は変るし

kiこのリストで計算するとお人になる。ソ遣の官報が現在確実には入手でき

ないためJl確とはいえないが新聞の報道で確認できた限りでは、このうち 9

のポストは未定のままであった左恩われる(新大匿が決定されるまでは前大臣

が執務しているはずであるがh内閣はその構成を完成しないまま総辞職する

ことになったわけである。

クーデター失敗後の8月21日、プルパチョフ大統領はパフロフ首相やクリ a

'" チコフ KGB議長 ヤゾフ園防相等を解任した。翌お日にはペススメルトヌフ

外相を解任した。幻自には、国防相にンヤボンニコフ、 KGB議長にバカーチン、

内相にパラ Jエコフが任命されたD 大巨人事は予め最高会畿の同意が必要なの

であるが、緊急事態のためその手続は後回し 18月29B)となった。 8月M日
げ}

にゴルバチョフ大統領は閏民経諸緊急管理委員会を設置し、その委貝長にロ

シア共和国首相シラ エフ 副委員長に経済学者ヤプリンスキ 、斜学産業同

腹自慢長ポリスキー、モスクワ副市長ルシコフを任命した。ンラ エフ委員長は

ゆ) 0.， <1>， 31 ""1)'目a1991， 
(5) CM. Q1>， 31鯛 rycr湿'"吻"
(同 C胤 "".ω.nay，院paJI~"'>' 23佃町ロa1991r 
(7) C低<">却"0ロa1991r 
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新内問発足まで逮邦政府機関はロンア共和国岡府に従うよう命じた。8月26日、

ンラ エフ委員長はゴルパチョフ大統領とι合意の上で一連の遼邦大臣を任命

した。財政相ラザレフ経涜予測相サプロフ対外経済関係相マンガゼエ

'" フ等であるが、すべてロシア共和国大臣の兼任である。この大臣の任命手続

の憲法上の整合性には疑問があるが法的な説明はなされていない。

8月28日、困民経済緊急管理委員会はそのメ/パ を決定した。それはむ人

から成り、各加盟共和国からメンパーがでているが、パルト三園はオプザーパー

左しての参加にとどまっている。ンヲーエフ委員長は 国防 安全、外交、内

務、マスメディアなどの分野も担当することになっているから、経済に限らず

18内閣の全分野の行政機構がこの委員会¢管犠下におかれたこ左になる。そし

て各省庁の大臣はすでに縁辞喚しているため、新大匡が任命された省庁以外は、
"】

その第次官およぴ次官がその部局を指導することになった。こうして 略

的ではあるが内閣に代る行政機関として園民経済緊急管理委員会が正式仁発

足したのである。

ゴルパチ司フ大意書領は、ク デタ 後の機動刷な指導機関として当初安全評

言集会の拡充を考えていた。そして最高会議では9つの共河回句代表とパカーテ

ン、プリマコフをそのメンパーとして承認した。しかし大統領が当初構想にい

れていたヤコプレフ、ンL ワルナゼ、ポポフ、ザプチ b ックといった改革派の

大物がメンパーになるこtを断わったため、結局この構想以事実上積れ後述

の国家評議会の設置iことって代られた。

最高会織は90年 9月の決定で大統領に非常権限(事実上の立法権)を与えて

いたが、 91年8月初日、同会識はこの権限を制奪した。また大統領の大臣人事

権に対する最高会議の関与権を強化する方向性をうちだした。この方向性自体

誤っていると思うがそもそも連邦内閣の存続自体が問題になっている状児で

間 C凪〈凶>， 27H 31樋l'yCta1991r 

(9) C肱 <H>，29a町で:ra199k 



ロγア共和圃憲法主新連邦条約案の展開

'" 
あるカら、このような決定は無意味であろう。さらに最高会議はソ連邦共産党

の活動停止を決定したが これは結祉法の規定によるべきであり 違法な決定

である(後述んさらに最高会議は連邦の検察庁協議会に不信任を表明し、トルー

ピシ連邦検事総長の辞表を受理したかたちになった。しかし正式に辞職を認め

'"ゆたわけではない。

以上のような最高会議の経過を経て 9月28から 9局5日まで第5図ソ逮

邦人民代議貝大会が開催された。大会の主な議題は、流産した新連邦条約の再

構築の問題、暫定権力の形成、人権宣言の採択、人事等であった。新連邦条約

内苛題はすでに第 1節で扱った。人権宣言の問題はこζでは省略する。

暫定機力の形成に関しては 9月5日に「過渡期におけるソ連邦の圃家権力

管理諸機関についての法律」が採択された(付 6参~JO。これは新連邦条約が

締結され新しい国家機構持噛儀されるまでの過渡期切画家機構を定めたもの

である。この決定の採択は費量航した。特に共和国院の規定はs回も否定された。

ゴルパチ国ヲは、もし採択できないなら大会は自らの無能ぷりを証明したこと

になり、解散する以外にないと強い姿勢を示L 辛うじて可決にもちこんだの
臼"

である。

まず立注視聞に相当するのは新しい構成の最高会議であるが、ぞれは立法機

関とは位置づけられておらず、単に「最高代表機関」と規定されている。次に

述ぺる固家評餓会が立法権を行使する可能性を与えるためであろう。最高会議

は連邦院 共和国院の二院蜘である。連邦院議員は現在の議席配分を維持し、

ゾ連邦の人民代議員のなかから加盟共和国最高会議によって選ばれることにな

る。共和恩院の方は各共和国が議員を派遣するという形式になり、しかも議貝

は連邦のみならず共和国の代議員のなかからも選出できる。従来の連邦の最高

M 0... <W>， 31畑町町宮 1991r

凶c..<目。以 6 回HTJlÓP~ 199円r
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会謡に比ぺて、今回は共湘圃の最高会議が連邦の最高会議議員を決定 派遣

するという色彩元噛くなった。このような構想は新連邦条約案に含まれていた

ものである。ンラ エフも言っているように、新最高会欝知之 連邦の最高会議

というよりも各共和国の「連合最高会議」とb泊った感じになヮているのである。

従来の連邦大統領の職務は囲家評議会が行う.各加盟共和国の指導者と連邦

大統領によって構成される国家評議会は各共和国の連合大統領といったところ

である。連邦大統領の職務は図家静議会の欝長といった役割であり 単独で重

要な決定はできないであろっ。

国家評議会は単なる執行機関ではなく、重要な決定も行うことカ吋きると考

えられる。国家評議会は第 1周の会議(9月6日)でバルト三国の独立を承認

する決定を行ったが、これは本来人民~tt議員大会効最高会議で決定すべきこと

であろう(パルト主闘の連邦加盟を承寵したのは最高会議であるから)。

行政機構については統的な内閣の存在位予定されていなし、。経済関係につ

いては加盟共和国が対等の資格で参加する共和国閉経済委員会が設置される。

経済以外の布敵機澗(国防等を含む)はソ連邦大統領と菌家評議会が直接指導

する。共和国間経涜委員会は、予定きれている経済周盟の結成と運動すること

になろう。クーデター後設置された固民経済緊急管理委員会が共和国関経済委

貝会の母体になることが予定されていたが、後者は各共和国の連合機関である

カら、より統合的性絡をもっ前者もなカなか廃止できず、三元的に存続するか

もしれない。

いずれにしろ連邦の最高会議大統領内閣は現在ではすべて共和国の連

合体として組織きれており、事実上ソ連邦は固家連合に近い存在になっている。

加盟共和箇に連邦法句停止権を与えたこと、連邦憲法の改正には会加盟共和国

の批准カ明要と規定しているこ左なども国家連合的な特徹を示している。ク

"'剣術「ソピエト議会のドラマ的展開-'(r;神芦法学年報』第5号、"'"年)22-頁以 F
容J!li:，



ロンア共和国憲法と新連邦条約案の展開 ". 

ヂタ の絵来歴史の詑れは挙に加速され事実上ソ連邦は崩壊し独立した

画家の連合体へと再場成されつつあるのである。しかもそれさえ成功するか否

か疑問であり、 時守的に各共和国を国家連合に繁ぎとめることに成功しても

いずれそれも解体していくのではないだbうか。

次に人事に関しては、 9月"にルキヤノフ綾商会議議長とヤナ エヲ副大

統領がE式に解任された。これらの人事は大会の専管事項である。ルキヤノフ

の解任は賛成1.7句、反対20 保留78であった。ヤナーエフの解任は賛成1，780、
制

反対5 保留16であった。保守派神宮Z質管のためにゴルバチョフ解任を強行す

るのではないかといった観測もあったがそのためには大統領の憲法法律違

反を立証し そのことについて釘憲法監督委員会の緒論を考慮にいれなければ

ならないから、法的には不可能であった。副大統領の解任については憲法には

。Jの規定もなく、大統領の解任規定を準用するのが適当であったろう(憲法

法律違反の立証)し、それによって解任することが可能でおったろうが、その

ような手続はとられていない。辞表を提出していたソ連邦検事総長については

解任問題を大会の議題としてとりあげるという提案も、また次期旬新最高会議

で審議するという提案もともに否決されt~o そのため検事総長の辞任問組は宙

に浮いた治たち仁なっている。

大会ではそ句他共産党の活動停止問題か鳴論になった。最高会裁はすでに共

産党の活動停止を決定していた(その前にエリツイ J大統領的。ソ連邦結社

法 (1990年 10月)は、団体η解散の規定をおいているがそれを決定するのは

裁判所である。ク デタ の撹査が進み、共産党の関与が明らかになれば検

事総長その他の提案により最高裁がその解散問題を審理するこ左になる。それ

まで活動が停止されるわけであるが、しかし事実よすでに共産党は崩壊してい

る。後継政党の閑錫ともからんで財産処理の問題等が尾.，1くことになろう。

同 c...<日>， 5""HT酒匂Jl199lr
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大会ではレ ニン劇轍去問題も提起された。この問題については81J年の第 1

厨ソ連邦人民代議長大会でも激しい誼争があったが、その時は反対意見が圧倒

的に強かったことは別務でも紹介し定。今回は新しい条件のもとでレニング

ラード市長サプチャックという大物放噛去を提案して注目を集めた。まだ結論

はでていないが、いずれ雄投去することになることは間違いない。"鈎1年"月

3日楕)

付 1 ロシア共和国憲法(1991年5月現在)

〔この邦訳には、 1991年5月の大統瀬制導入までの改正が含まれている。同年

5月の地方自治関係の改正およぴそれ以後の改正は含まれていない。]

〔前文伺年"月改正〕

ロンア共和国人民代議員大会は

ロンアの運命に対する歴史的責任を自覚し

ソビエト社会主義共和国連邦に加入しているす〈ての人民の権利に敬意を表

わし

ロンア共和国務人民の意思を表現し

そ句会領土におけるロンア ソピエト連邦社会主義共和国の固家主権を確認

し、刷新きれたソ速邦の一員左して民主的法治菌家を創設する決意を表明する。

.，鋼 ロシア共和国の社会体制および政治の基本原則

第1章政治システム

第1条[主権国家釦年"月改正]

ロンア ソピエト連邦社会主義共和国は、その地に歴史的に結集した諸人

" 駐日時同拙稿54-55買奮帽



ロンア共和国憲法と新連邦条載案の展開

'" 
民によって創設された主権国家である。

第2条[人民の権力 90年12月改正〕

ロンア共和国6こさける金権力低 pンア共和国の多民濃からなる人民に属

する。人民は、ロシア共和国の政治的基礎をなす人民代議員会自慢をとお Lて

また直接に図家権力を行使する。

第3条[民主主義的中央集権主義]

ソピエト固家の組織と活動は、民主主義的中央集権主義すなわち下から

上まですぺての国家権力侠澗の選挙制、その人民への報告義務制、およぴ下

級線開にとってのよ級機関の決定の義務性の原則に従って構築される。民主

主義的中央集権主義は単の指導性と 地域における自発的で創造的な活

動 ならぴに各国家機関およU公務員の委任きれた仕事に対する費任を結合

するa

第4条〔憲法法律違守義務〕

ソピェト国家およびそのすべての機関は 社会主義的合法性に基づいて活

動し、法秩序、社会の利益ならびに市民の権利および自由釘保護を保障する。

国家社会組織および公務員は、ロシア共和菌憲法、ソ違憲法、ロンア共

和国およびソ連邦の法律、ならぴにロシア共和固の構成部分である共和国が

その権限の範囲内で公布した憲法および法律をi墨守する義識を負う。c2項

9C年12月改正)

第 5条[全人民討禽およぴ全人民投票〕

周家生活上の最重要問題は全人民討議にかけられ、また全人畏投票(レフニL

レシダム)に付される。

第6条[緒祉の機能 9年6月改正]

政党、労協組合、青年団体、その他の社会団体および大衆運動は 人民代

器廃員会議に選出された自らの℃表をとおして、またその他の諸形態で、国家

の政策の策定ならびに園家的および社会的諸業務の管理に多加する。
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第7条〔結社広活動原則 90年6月改正}

すべての政党社会凶体およぴ大衆運動は、その綱領およぴ濁約で定めら

れた機能を遂行し、ソ違憲法、ロンア共和国憲法およびロンア共和酉の構成

部分である共和国の憲法、ならぴにゾ逮邦、ロγ ア共利国および自治共和国

の法律の枠内で活動する。

ソピェト憲法体制およt均土会主義国家の一体性を暴力的に変更し、その安

全を崩壊させ、または社会的、民族的および宗教的反巨を煽ることを目的と

する覚、団体および逮動の創設およぴ活動は時きれない。

第8条[労働集団]

労働集団は 固家的およひ祉会的諸業務の討議および決定、生産および佳

会発展の計画、要員の養成および配置、企業および施設の管理、労働および

H常生悩の鋳条件の改善、ならびに生産発展用に指定された資金ならびに社

会文化的施策および吻質的奨励用の資金の活用の諸問題の討議および解決

に参加する。

労働集団は社会主義的競争を発展させ、労働の先進的方法の普及および労

働規律¢強化を促進し、その構成員を共産主義的道徳の精神で教育し、その

政治的自覚、文化および専門的技能の向上について配慮する。

第9条〔社会主義的民主主義]

ヌピエト社会の政治ンステムの発展切基本方向は 社会主義的民主主義の

いっそうの発展、すなわち国家および社会の諸業務の管理への市民のいっそ

う広範な参加国家積極¢完備、社会団体の積極性句向上、人民統制の強化、

園家的および社会的生活の法的基礎の強化、公開性の鉱大ならびに世論~恒

常的な考慮である。

第 2章程清システム

第10条[所有権 90年"月改iEJ
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"" 
ロンア共和国において所有権は承認され 国家において保護される。園家

は所有権の多様な形態の発展のために必要な諸条件を創造し すべて¢所有

形態に平等の保護を保障する。

社会的利援に依拠して 法律により経境活動の自由の範図を定める。

第11条〔土地に対する権利 90年12月改正〕

土地地下資源水資源およU噛植物界は、その地織に居住する人民の財

産である。天扶資源の占有、利用および処分は、これら人民の剰躍に損害与を

与えるかたちで行われてはならない。

土地、地下資源、水資源および濁植物界の所有の諸形態は、ロシア共和周

人民代議員大会の特別多数によって または全人民投票(レフヱレンダム)

によって定められる。上記の天然資源の占有利用およぴ処分は ロンア共

和国およぴロンア共和国の構成部分である共和国の法律 なら乙こその権訪視

の範囲内で公布された地方人民代議員会議の法令によって規制される。

第11条の 1 (国家的所有 9C年12月新設〕

ロンア共和聞の周家的所有は、ロンア共和国釘多民族からなる人民の財産

である。

ロンア共和国の周家的所有には、ロンア共和固の酉管の企業、施設および

囲拡大陸棚および命洋経済水域の資機全国家的意義を有する文化的およ

び歴史的価値、ロシア共和国の圃家財政資金、ロγア共和国国立銀行、全連

邦の傘準備、ダイヤモンドおよび外貨資産のロンア共和周の持分、ならびに

共和固の年金、保険、予備およびその他の資産が帰属する。

ロンア共和国および連邦[ロンア〕の構成主体の園家的所有には工業に

おける生産手段、運輸通信情報、およぴ究科エネルギー複合休の諾企

業 去らぴにロンア共和国の任務を実現するために必長なそ¢他の企業およ

びその他の財産が傍属する。

国家的所有の占有、刺悶およ乙処分は、ロンア共和国および連邦[ロシア]
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6万有降成主体の法律に従って実現される。

ロンア共和周および連邦[ロシア〕の携成主体は、金連邦的課題の実現の

ためにソ連邦に譲渡された財産釘管理に参加する。

第12条{土地利用機等初年"月改正)

ソフホズコルホズ、協同組合組織農家経営体およびそれらの結合

体の所有となるのは、それらによって生産された産物生産手段、ならびに

それらの生産活動および法律で禁止されていないその他の活動を行うために

必療なその他の財産である。

農産物の生産のための土地区画は、国家によって、利用 相続可能終身占

有または所有のために提供される。ロシア共和国の法律によって定められた

場合を除き、土地区画の没収は許制吐い。

土地区画の売却またはその他の形態による譲穫は、相続による移転の場合

を除き その土地区画が存在する地械の人民代議員会議6こ代表される国家に

対してのみ可能である。土地区画に対する所有権取得の時からw年聞は、そ

の売買は許きれない。その後は 土地区画の売買の問題は ロシア共和問人

民代議員大会の特別多数によって、または人民投票(レフェレ J グム)で定

められた手続によって決定される。

国家は、農業生産のすべての形態の発展を助成する。園家は社会宙利益

に依拠して、土地区画の最大限度を定めることができる。

土地利用者は、土地を効果的に利用し、それを大切にし、その肥沃度を高

める義務を負う。

第13条[市民の所有 9年"月改正]

市民の所有は、社会的生産への参加および自分自身の経営活動から得た勤

労所得、ならびに法律に矛盾しなU 手続およぴ諸条件のもとで得られたその

他の所有によって形成きれ増殖きれる。

市民の所有およびその相続の権利は国家によって保護される。
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'" 
所有は社会の利率をおよ明直の市民の権利に矛盾する目的で利用すること

はできない。

第14条[労働何年"月改iE)

市民には 自らの能力を生産酌および創造的労働に用いる恕占的権利治帰

属する。市民はこの権利を自営活動で、または労働契約に基づいて行使する。

いかなる所有形態に基づくものであれ、生産に従事する者には、雇用、解

雇、報酬および労働係穫の公正な諸条件が法律によって保障される。

第四条[社会主義的生産〕

祉会主義のもとにおける社会的生産の最高の目的は、人々の培犬する物質

的および精神的要求を最大限案全に満たすことである。

国家は、勤労者の創造的積極性、社会主義的続争 およU時斗学技術進歩の

成果に依拠し、経済指導の形態と方法を主成させ労働生産性の向上生産

効率および労働句質の改善、ならびに国民経済のグイナミフクで計画に添っ

た均衡のとれた発展を保障する。

第16条[計画経済〕

ロンア共和周の経済は、ソ連邦の領土上の社会的生産、分配およU吐換の

すべての環を包揺する統一した園長経済複合体の構成鶴分である。

径百詩の指導は、集権的管理と企業、施設およぴそめ他¢団体の経済的自主

性および也事先性を結合し、鶴門別および地域別原則を考慮にいれ、経済社

会発展国家計画に基づいて実現される。その場合経済計算利潤原価、

およびその他の挺子およο咽激が積極的に活用される。

第17条[経済原則 9c年"月改正〕

ロγ7共和国は 生援のダイナミヲクな発展 労働書生産性の向上ならぴに

社会および各勤労者の福利の増大のための諸条件を襲え そのための経済的

イニンアテイプを謝励する。

国家は経済活動を規制し、市場メカニズムの発展を保障し、独占を許さず、
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勤労者の利益を擁護する。環境を保全する。続 した租畿財政政策を実施

する。経布寄生活の参加者の聞の紛争を解決し、経済活動における逸脱を摂絡

する。

第18条[環境保全〕

ロシア共和国の現在および未来の世代のために、土地、地下資源、水資樟

およぴ動植物界の保護および科学的に根拠ηある合理的利用、ならぴに大気

および水の清浄きの維持天然の富の再生産の保障および人聞をと旬まく環

境の改善のために必要な措置がとられる。

第3章社会的発展および文化

第四条〔社会的l司質性〕

ロンア共和国F社会的基礎をなすのは、労働者、農民および知議人の破損

することのできない同盟である。

国家は、社会の社会的同質性の強化、すなわち階階的建具、ならびに都市

と農村 および知的労働と肉体労働の周の本質的差異の払拭、ならぴにソ遠

邦のすべての大小民族の全面的発展および接近を催準する。

第2ll条[人聞の自由な発展〕

国家は 「各人の自由な発展がすべての人の自由な発展の条件である』と

いう共産主義の理念に従い市民による自らの創造的力 能力およびサ能の

発揮 ならびに人格の金面的発展のための現実的可能性の拡大を、自らの目

的として設定する。

第21条〔労働の解放]

国家は、労働条件の改善および労働の保穫、ならびにその科学的組織化に

ついて配慮し、また園長経済の金領峻における生産過程の総合的メカニズム

およぴオートメーγ ョン化により、肉体的重労働を削減し、さらにそ'"こ緩

いて完全にー帰するよう配慮するa
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第22条〔農村の改善]

ロンア共和国においては、農業労働を一種の工業労働へ転換するプログラ

ム、すなわち農村における国民教育、文化、保健、商業、公共食堂、日常サ

ピスおよび公営事業の施設網の鉱犬、ならびに材および農村の整備された町

へ句改造が一貫して実現される。

穿23条〔消費生活の保障〕

国家は、労働生産性の向上に基づき、労働報酬およU噛労者の実質所得の

水準を上昇させる路線を不屈に実行する。

ゾピエド人の要求をよ句完全に満たすために、社会的消費資産が創設され

る。国家は仕会固体およぴ労働集団の広範な参加のもとに、これら資産の

増大およびEしい分配を保障する。

第24条〔生活文化の発展〕

ロンア共和国においては保健、社会保障、公共食堂、日常サーピス、およ

ぴ公営事業の固家ンステムが活動し、発展する。

国家は、住民サービスのすべての領域において、協同組合~よびその他の

計会開体の活動を奨励する。圏家は大衆的な体育およびスポ ツ広発展を助

成する。

第お条[教育，発展]

ロンア共和国においては、国民教育の単 ンステムが存在し、完備されつ

つあ旬 それは市民の普通教育およU噌業教育を保障し、育多年の共族主義

的教育ならびに精神的および身体的発展に奉仕L 育少年を労働およぴ社会

的活動に役立つよう養成する。

第"条〔科学，発展]

国家は、社会の要求6こ応じて、桝学の官画的な発展およひ明学要員の養成

を保障 L 誠学研究の成果を困民経済およぴその他勿生活領域に活用するよ

う組織する。
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第幻条[芸術の発展]

国家は、ソピエト人の道徳的および鎗理的教育、ならびにその文化水準の

向上のために その精神的財産の保獲 増大および広範な利用について配慮

する。

ロシア共和国においては専門的芸術および人民の芸術的創造性¢発展が

全面的に奨励される。

第4章外交活動および社会主著粗固の防衛

第a条[基本原則〕

ロンア尖湘圏は、外交活動において、ゾ違憲法によって定められた外交の

目的、課題および取則に尊かれる。

ロyア共和国においては、戦争の宣伝は禁止される。

第2抱燦【祖国の防衛〕

ソ違憲法に従い 社会主義祖国の防衛は 国家の最重要の機能であ旬、全

人民の事業である。

社会主義の成果 ソピエト人民の平和的労働 ならびに囲家の主権および

領土の全性を防衛するため仁、ソ連軍が創設され一般兵役義務が定めら

れる。

人民に対するソ連事の責務は、社会主義組問を確実に防衛し あらゆる侵

略者に対する即座の反撃を保障する戦闘準備を常に整えているこ左である。

第30条〔防衛への参加および義務 90年"月 部追加〕

ロy ア共和国は、国の安全およぴ防衛力の保障、ならぴにソ連軍に必要な

ものすぺてを装備する業務に参加する。

周の安全保障およぴその防衛力の強化に聞する菌家機関、社会周本、公務

員およぴ市民の義務は、ソ連邦およびロンア共和固め法律によって定め均れ

る。
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第2麺闘家および個 人

第 5章ロシア共和園市民権市民の平等権

第。1条[基本原則 90年12月改正〕

''" 

ロシア共和国領土上における市民権の取得およぴ消滅の根拠およぴ手続

l求、ロンア共和国市民権おさによって定められる。

いかなる者も自らの市民権を傘われ、または自らの市民権を変更する権利

を奪われることはありえない。

ゾ連邦の定める単一連邦市民権制度ド従い ロンア共和国の各市民はツ連

邦の市民である。

他の加盟共和国の市民は、ロンア共和国の領土上で ロγア共和国市民と

同ーの権利を亨有する。

ロγア共和国の国境外にいるロンア共和回市民は、ロシア共和国およびソ

連邦の保護およひ疲議のもとにある。

第32条〔平等権〕

ロンア共和国市島丸出生、社会的および財産的地位、人種的および.l'j践

的帰属、性別、教育水準、言語、宗教、の管度、聴可震の種類および性格、居

住地ならぴにその他句事情に閣わりなく 法偉のもとに平等である。

ロンア共和国市民の平等権は、経済的政治的社会的および文化的生活

のすぺての分野において保障される。

第33条〔女性¢呆議〕

ロンア共和国において男女体平等の権利を有する。

この権利の実現は、普通および職業教育、労働、労働報酬、職場での昇進、

社会 政治的および文化的活動における男子と平等の可能性の女子への提

供、女性の労働および健康の保穫の特別措置、女性が仕事と母親の地位を阿

立させることを可能にする諸条件の創晴、ならびに母性およぴlI!童の法的保
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護ならぴに物質的およぴ道徳的援助によって保障されるがそれには、妊婦

および母親に有給休暇およびその他抗特典を与えること、年少児をもっ女性

の労働時聞の漸次的自j滅が含まれる。

第34条〔人種民族の平等)

様々な人種および民族のロシア共和闇市民は平等の権利を有する。

この悔利切実現は、ソ連邦のすぺての大d民捗の全面的な発展およぴ接近

の政策、ソピエト愛国主義および社会主義的国際主義の精神によ名市民の教

育、ならびに母語およぴソ連邦の他の諸人民の言需を用いる可能性を与える

ことによって"'障される。

いかなるものであれ、人種的および畏族的指標4こ基づく直接的または間接

的な権利の制限、直接的または間接的な特権の付与は 人種尚もしくは民族

的な差別、敵対または蔑復の宣伝と阿じように、法律によって処罰される。

第35条[外国人無国籍者の権利義務〕

ロンア共和圃における外匝市民および無関籍者".彼に帰属する人格的、

財産的 家族的およびその他の衛権利を守るために、裁判所およびそ¢他の

国家機鯛に訴える権利を含め、法律で定められた権利および自由を保障され

る。

ロンア共和国の領土上に存在する外闘市民および無国籍者は、ソ違憲法お

よぴロンア共和国憲法を義重し ツピエト法を遵守する義務を負う。

第務条〔亡命権〕

ロシア共和国は、勤労者の利益およぴ平和の事業の擁自座、革命および民族

解放運動への参加、または進歩的な社会政治的 科学的もしくはその他の

a造的活動のために迫害を受けている外国人に、亡命権を与える。

第6章日ンヲ共和国市民の基本循 自由および義務

第37条[基本原則鉛年 1"改正)
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ロシア共和国市民は ロンア共和国憲法 ソ違憲法ならびにロンア共和周

およびソ連邦の法律によって宣言された社会経済的政治的およぴ人格的

な諸権利および白幽をすべて完全に所有する。

市民による権利およぴ自由の活用は 社会および国家の利益ならびに他の

市民の権利に損害を与えてはならない。

第'"条[労働権J
ロンア共和国市民は、労働の権利、すなわち、労働の量およぴ質に応じ、

園家によって定められた最低額以上の報測を保証された仕事を受けとる権利

を有し そのなかには素質、能力 専門前技能および教育水準に従い、社

会的必要を考慮にいれ職業、業務の種類および仕事を選択する権利が含ま

れる。

この権利は、社会主義的経涜ンステム、生産力の不断の増大無料職業教

育、労働資格の向上および新しい専門の教育、ならびに就職指導および蔵滞

斡旋ンステムの発展によって保障される。

第39条[休息槍〕

ロγア共和国市民は休息権を有する。

この権利は 労働者およぴ臓貝のための週41時闘を超えない労働時間の制

定、 速の職務およひ生産のための労働日の削減夜間労働ι時間短縮、年

次有給体曙および週休の提供文化教育的施按およぴリクレーンヨン施設

網の拡大、大衆スボ ツ、体育および旅行の発展 ならびに居住地における

休息のための好都合な設備およぴ自由時間の合理的利用のその他の諸条件の

創設によって保障される。

コルホーズ員の労働時間および休息時間はコルホーズによって規制され

るp

第40条{健康権]

ロンア共和国市民は健康保震の権利を有する句
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この権利は、国家保健施設によって与えられる高度の質の無料医療機動

市民の治療およ11'鎗験強化のための施設綱の拡大、安全技術および産業衛生

学の発展および実備、広範な予防措置の実施、環境改善の施策、教育および

労働訓練と関係のない児童労働の繁止を含む青年の健康について句特別の配

慮 ならびに樫痛の予防およぴ減少ならびご市民の活気ある長寿¢保障に向

けられた科学研究の発展によって保障される，

第41条〔社会保障権〕

ロシア共和国市民は老齢羅病完全なまたは部の労働能力安失お

よび猿養者喪失の場合に社会保障を受ける権利を有する。

この権利は、労働者、職員およぴコルホーズ買の社会保険、 時的労働能

力喪失手当、国家およぴコルホーズの負担による老齢.障害および扶養者喪

失年金の支払い、部分的に労働能力を畏失した市民の就職事存旋、高崎除市民お

よび噂害者への配慮、ならびにその他の形態の社会保障によって保障される@

第42条[住宅勾幻

ロγア共和国市民は住宅権を有する。

この権利は 国家的およぴ社会的住宅資産の発展およぴ併襲、協同組合お

よび個人による住宅建設の助成 整備された住宅捜星放のプログラムの実現程

度tコ5じた社会的統制 ηもとにおける住屠の公正な配分 ならぴ Z住宅およ

び公営サーピスの低料金制度によって保障される。ロンア共和国市民は、提

供された住宅を大切に扱わなければならない。

第43条〔教育権]

ロンア共和居市民は教育権を有する。

この権利は すぺての種類の教育次無斜制、年少者の普通中等義務教育の実

現、件前および生産と教育の関連性に基礎をおく専門出街、中等特別および

高等教育の広範な発展 通信教育およU噌問教育旬発展、生徒および学生へ

の困家奨学金およぴ特典の提供、学校教科書の無科配布、学校で母語を学ぷ
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可能性、ならぴに自習のための筒条件の創造によって保障される。

第44条〔文化の成呆亭受権〕

ロシア共和箇市民は文化の成果を亨受する権利を有する。

この権制は 園家的および社会的資産のなかにある祖国およぴ世界の文化

財の般:.z:11司、共和園領土上の文化教育施設の発展およぴ均等な配世 テ

レピ、ラジオ、嘗籍出版事業、定期刊行物、無料園書館網佼発展、ならぴに

外国との文化交流の拡

鏡4街5条[平桝十学 芸術の自由 9よ年李1Z月一郁改正]

ロンア共柑国市民は 科学的、技術酌およぴ芸術的創造の自由を保障され

る。この自由は科学研究ならびに発明および合理化提案活動の広範な展開、

なちぴこ文学およぴ芸術の発展によって保障される。国家は、そのために必

要な物質的諸条件を創造し 自発的団体および創作家同盟に援助を与え、園

民経済およびその他の生活領域において発明および合理化提案を?慣用するよ

う組織する。

作家、発明家およぴ合理化提案者の権利は国家によって保護きれる。

第46条[参政権〕

ロンア共湘周市民は、圃家的および祉会的業務の管理、全国的および地方

レベルd倍律および決定の討議および採択に参加する権利を有する。

この権利は 人民代議員会議およびその他の選挙制圏家機関に選挙し、選

挙きれる可能性、全人民的念財繕および授業人民統制、ならびに国家機関、

仕会団体およ昨士会的自主機関、ならぴに労働集回および居住地の集会に参

加する可能性によって保障される。

第47条〔提案批字権〕

ロシア共和国の各市民は、画家機関およv'1士会団体に、その活動の改善に

ついて提案し、仕事上の欠焔を批判する権利を有寸る。

公務員は、甫民c提案および申請を、所定の期間内に審理し、それに回答
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を与え必要な措置をとる義務を負う。

批判に対する迫害は禁止される。批判を理由に迫害した者は責任を問われ

る。

第48条[言論等の自由 90年"月一部改正〕

法律に従い、ロンア共和国市民に、言論、出版集会、会合街頭行進お

よびデモμストレーションの自由が保障される。

これらの政治的自由の実現は、動労者およぴその国体への、公共の建物

街頭および広場の提供、情報釘広範な椛布、ならぴに出版、テレピおよびラ

ジオの刺悶の可能性によって保障される。

第伺条[結社の自由 00年"月一部改正〕

ロンア共和国市民は 法律に従い、社会団体および大衆運動を形成し、そ

の活動に参加する権剥を有する。

社会固体には その規約上釘任務を成功裡に実現するた院の諸条件が保障

される。

第別条[良心の自由銅*"月改正〕

ロンア共和国市民は、良心の自由およぴ信教の自由を保障きれるが、その

なか』こは、宗教そ広也の信念を自由に選択し、信じ、普及させ、任意の宗教

を信仰しまたはいカなる宗教も信伊Jせず、国家の法律に従う左いう条件のも

kで自らの信念に従って行動する各人の権利が含まれる。

ロンア共和国において、宗務団体は画家から分隊される。固家教育ンステ

ムは非宗教的性絡を有する。

すべての宗教および宗教団榊は法律のもとで平等である。

宗教に対する態度を基準にした市民の権利の制限敵対およぴ憎悪の扇動

は禁止される。

第51条〔家族の保媛〕

家族は国家の録音盤を受ける。
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婚姻は男女の自発的合意に基づき 夫婦は家族関係仁おいて完全に平等で

ある。

国家は 広範な児童飽設網の創設および発展、回常的サ ピスおよび公共

食堂の組織化および完備 出産手当の支給、ならぴに子の多い家族への手当

およぴ特典、ならぴにその他の種療の手当および俊助の家族への供与の方法

によって、家族に対する配慮を示す。

第5之条〔人格の不可侵〕

ロンア共和国市民には人格の不可侵が保障される。いかなる者も、被判所

の決定に塞づき、または検察官め承認を得ることなしには逮捕されることは

ありえない。

第53条〔住帰の不可侵]

ロシア共和国の市民には作居の不可侵が保障される。い泊句なる者も、合法

的な複視なしに、そこに居住する者の意思に反して住居に立ち入る権利を有

しない。

第54条[;0僧の秘密等]

市民の個人生活 ならびに文通電話による会話および篭信による通信の

繕密は法律によって保護される。

第弱条〔裁判を受ける権利]

人格の噂室、ならぴに市民の権利および自由の保護はすべての国家機関、

社会間体およぴ公務員の義務である。

ロンア共和国市民は、名誉および尊厳、生命およじ健康ならびに個人の自

由および財産に対する侵害に対して裁判による保護を受ける権利を有する。

第56条[行政行為に対する訴え]

ロンア共和国市民は、公務員ならびに国家および社会機関の行為について

訴願する権利を有する。訴闘は、法律の定める期間内に法律の定める手続に

従って審理されなければならない。
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法律に違反し、または権限を超えてなされた市民の権利を侵害する公務員

の行為は 法律に定める手続に従い、誤判所に訴えることができる。

ロγア共和国市民は、国家および社会機関ならぴに公務員によって その

職務の執行に際してひき起された損害kの賠償を求める権利を有するo

第57条〔合法性滋守義務〕

権利およu自由の行使は市民における自らの義務の履行と不可分である。

ロンア共和国市民は ロシア共和国憲法 ソ違憲法、ロンア尖和国およぴ

ソ連邦の法律 ならびにロンア共和国の構成部分である共和国がその権時限の

範図内で公布した憲法および法律を遵守する義務を負う。(9C年12月改正〕

第開条[労働義務]

労働能力を有する為市民の義務であり名誉ある事業であるのは、自ら選ん

だ社会的有用労働の分野における良心的労働および労働規律の遵守である。

社会的有周労働η拒否は社会主義社会の諸原則と相容れない。

第59条[所有尊重義務前年12局改在〕

所有を侵害する者は法律に従い処罰される。

第田条【祖国防衛義務〕

ロンア共和国市民はソピエト固家の朝益を擁護し、その力と樽威の強化を

促進する畿務を負う。

社会主義祖国の防衛はロシア共和国各市民町神聖里会責務である。

祖国に対する裏切りは人民に対する最も重大な犯罪である。

第61条〔兵役義務〕

ソ速写の隊列で兵役に就くことはロンア共和闇市民の名誉ある義務であ

る。

第s2条[民族友好義務〕

ロシア共和国各市民の責務は、他の市民の民族的誇りを尊重し ソピエ}

多民族国家の大小民族の友好を強化することである。



ロンア共和暗法措連邦鮒寮の醐

'" 
第関条〔社会秩序擁護義務)

ロγア共和国市民は他人の権利および合法的利益を藤重し反社会的行

動と非和解的4こ闘い、社会秩序の擁穫に金商酌に協力する義務を負う。

第64条{子の養育義務〕

ロンア共和国市民は、子¢養育について配慮し、子を社会的有用労働に向

けて育成し、社会主義社会汚名誉ある構成貝として育てる義務を負う。

第箇条〔自然保護義務〕

ロシア共和国市民は、自然を大切にし、自然の富を保護する義務を負う。

割高66条〔文化遺産保存義務)

歴史的配念物およぴその他の文化的遺産の保存について配慮することは、

ロシア共和国市民の責務であり 義務である。

第四条[平和擁護義務]

ロンア共和国市民の国際的責務は他の諸圃の人民どの友好および協力の

発展、ならぴに全般酌平和の維持および強化を助成することである。

第3.ロシア共和国の畏接園家的および行政・地域的構造

第7宣伝 ロンア共和国拡ソ連郊の構成に入る加盟共和圏である

第68条〔基本規定〕

ロンア ソピエト連邦社会主義共和国は主権を荷するソピェト社会主義国

家である。共産主義社会を成功裡に建設し、経済的および政治的統 を強化

し、園の安全および防衡を保障するために、ロンア ソビエト連非社会主義

共和国は、民族の自由な自決の結果、自発性および平等な権利に基づいて、

他のソピエト社会主義共和圏、すなわちウクライナ ソピエト社会主義共和

国 自ロンア ソピエト社会主義共和国、ウズペク ソピエト社会主義共和

届カザフ ソピエト社会主義共和国、グルジア ソゼエト社会主義共和圏、



，a 神戸桧学年報第7号 (1991)

アゼルパイジャノ ソピエト社会主義共和国、')トアニア ソピェト社会主

義共和国、モルダピア ソピエト社会主義共和圏、ラトピア ソピヱト社会

主義共和国キルギス ソビエト社会主義共和国、タジク ソピエト祉会主

義共和圏、アルメニア ソピエト社会主義共和圏、トルクメン ソピエト社

会主義共和国およぴエストニア ソピエト社会字身共和国と左もに、統ー

した多民族連邦画家としてのソピエト社会主義共和国連邦に統合される。

以上のごとに依拠し、ロンア共和国は、ソ違憲法第73条に定められた緒権

利を、そ句最高国家権力 管理機関に代表されるソ連邦に対して保耳障する。

ソ違憲法第73条に定められた範圏外では ロンア共和圃は自らの領土上で

自主的に国家権力を行使する。

第国条〔連邦脱退権]

ロシア共和国はソ連邦から自由に脱退する権利金自ら維持する。

第70条【共和国の領土〕

ロンア共和周の領土はその同意なしに変更することはできない。ロシア共

和固と他の加盟共和困の聞の境界線は当該共和国の相互広合意によめ変更す

るこ色カ宝できるが、ソ連邦の承認を要する。

第71条 C共和国の民族行政単位〕

ロシア ソピエト連邦社会主義共和国にはパンキル、プリャ ト、ダ

ゲスタン、カパルジノーパルカル、カルムイク カレリア、コミ、マり、モ

ルドワ、北オセチアタタ ルトゥワ、ウドムルド、チェチヱノ イングー

ン、チaバシ、およぴヤク トのソピエト社会主義共和国が含ま"る。

ロンア共和国にはアルタイ、クラスノグール、クラスノヤルスク、沿海、

スタプロ ポリ およぴハパロフスクの道

アム ルアルハンゲルスク、アストラハノ、ベルゴロド プリャ J スク

ウラン ミル、ボルゴグラード、ポログダ、ボロ不シ、ゴ')キ イワノ

ボイルクーツク、カ')ーニングラード、カリ』ニムJ カル ガ、カムチヤフ
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カ ケメロポ、キロフ、コストロ マクイプイシェフ、クルガン、クー

ルスク レニ J グラ ド、リベツク マガダンモスクワ、ムルマンスク、

ノプゴロド ノポンピルス夕、オムスク、オしンプルグ オリ司 ル、ペン

ザペルミ プスコア、ロストプ、リャザンサラトフサハリシ、スベル

ドロフスク、スモレシレスク、タムボフ、トムスク、トゥ ラ、チaメニ、

ウリヤノフスク、チェリャピンスク、チ夕、およびヤロスヲプ')の州

モスクワおよぴレニングラードの共和国直鞠市

アデイゲイ、ゴルノ アルタイ、ユダヤ、カラチ守エポチェJレケス、お

よびハカスの自治州

アギンプリャ ト、コミペルミ守ツクコリャク ネネツ、タイム

イル(ド"ガノ ネネツ)ウスチオルデインスク ブリャ ト、 r、J トゥ

イ マ/ン、チムコト エペンキおよびヤマロ ネ不ツの自治区が含ま

れる。

第72条[共利回の管轄〕

その最高国家権力 管理機閣に代表きれるロンア ソピェト連邦社会主義

共和圃の管特には次のものが属する。

① ロンア共租国憲法の採択およびその改;，

② ロンア共和国憲法の遵守の統制 およぴロンア共和国の織成部分である

共和国の憲法のロシア共和国憲法への適合性句保障

③ ロンア共和国の構成単位としての新しいロンア共和国の構成部分である

共和園およぴ自拾州の務成の承認を求めてソ連邦最高会議に提案すること

④ ロンア共和国の立法

⑤ 国家秩序ならびに市民の権利および白出の擁霞

⑤共利回および地方の国家権力 管理機関の組織化およぴ活動の手続の制

定

⑦統一社会経済政策の実施、ロンア共和国経演の指導、斜学技術進歩
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の保障、ならぴに実然資源の合理的利用および保護のための施策を実施す

ること

③ ロンア共和国の経済社会発展国家酎画およびロシア共和国国家予算の

策定および承認、ならびにそれらの執行に関する報告の承認、なちびにロ

ンア共和国の構成務分である共和国η国家予算、道、州、および共和国直

轄市め予算の実施の指導

⑨ ソ連邦の法律に従い ロyア共和国の固家予算の編成に組み込まれる収

入の決定

⑩国民経済の連邦共和国管轄および共和国管轄の諸部門、ならびに共和

国管絡の合同および企業の指導

@ 土地、地下資源、森林および水資源の利用手続の制定ならぴに環境の保

議

⑫住宅および公営事業、商業およぴ4公共食堂、住民の目常生活ザ ピス

住宅建設、都市およぴその也の居住地域の整備、道路建設ならぴに輸送の

指事

⑬ ロンア共和国の国民数育ならびに文化的およひ科学的な緩織および錨設

の指導保健体育スポツおよび社会保障の指導ならびに歴史的配

念物およぴ文化の保護

⑬ ロンア共和国の裁判所で有罪判決を受けた者の恩赦およぴ特赦

⑮国際関係においてロンア共和国を代表すること

⑬ 共和国レベルのぞ広他の諸問題の解決

第乃条(行政区画〕

ロシア共和国は、自らの道、州、区およぴ地区の区画を定め、行政的 地

域伊パ脅威のそ仮他の諸問題について決定する。

第74条[連邦管鰐への参加]

ロンア共和国はソ連邦の管轄に属する諮問題の決定に宮参加し、ソ連邦人民
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代議員大会 ソ連邦最高会議、ソ遅邦最高会議幹部会、ソ連邦政府およぴソ

連多郎ηその他の諸機関に参加する。【89年同月改正]

ロシア共和圏は自らの領土上における総合到な経お面的およぴ社会的発展を

保障し、その領土上でソ連邦の権限の行使を促進し、ソ連邦の最高画家浦力

管理機関の決定を実施する。

ロシア共和国は、その管絡に属する諸問題について連邦管絡に企業、施設

およぴ団体の活動を調整し、統制する。

第75条[外交権〕

ロンア共和国は 諸外国と外交関係ももち、それらと条約を締結し、外交

および領事代表を交換し 圃際組織の活動に参加する権利を有する。

第苅条〔連邦法の効力 9c竿"月改正〕

ソ速邦仁譲渡された権限の範図内で採択されたソ連邦の法律およびそ釘他

の法令 ならびにソ連邦大統領の大統領令およぴその他の法令は、ロンア共

和閣の領土上で直接効力を有する。

ロンア共和圃の主権的諸権利を侵害するソ連邦の法令のロシア共和国領土

上でア効力は、ロシア共和国によって停止きれる。

第n条[主篠崎諸権利η保護}

ソ違憲法に適合するロンア共均回の主権的諸権利は ソ連邦によって保護

される。

第8章 ロシア共和国の構成部分である共和ヨ

第78条[基本規定〕

ロγア共和国の機成部分である共和国は、ロンア ソビエト連邦社会主集

共和国の構成部分となる祉会主義圏実主である。

ロンア共和国の織成部分である共和固は ソ連邦およぴロンア共和国の縫

利の範聞の外で、その管絡に属する務関題を自主的に決定する。
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ロンア共和国の構成部分である共和国は、ソ違憲法およびロγア共和国憲

法じ適合し、当該共和国F特殊性を考慮にいれた自らの憲法を有する。

第79条[共利国η纏隈]

ロシア共和国の構成部分である共和国は、それぞれロシア共和国およびソ

連邦の最高国家権力 管理機関をとおして、ロンア共和国およびソ連邦の管

轄に属する諸問題の決定に参加する。

ロンア共和国の構成部分である共和国は、自らの領土上で総合的な経済的

および社会的な発展を保ヨ障し その領土上でソ連邦およぴロンア共和国の権

限の行使を促進し ソ連邦およぴロシア共和国の最高国家権力 管理栂閣の

決定を実施する。

ロシア共和圃の機成部分である共利回は、その管稽に属する諮問題につい

て、連邦およぴ共和国(ロンア共和国)管絡に企業、施設および団体の活動

を調整L、統制する。

第同条〔共和国の領:+:)

ロシア共和国の構成部分である共和園の領土は、その同意なしに変更する

ことはできない。

第81条[ロシア共和国法の効力}

ロンア共和国の法律は、ロγア共和固め構成部分であるすべての共和周の

領土上で拘束!Jを有し 同 の効力を有する。ロンア共和国の構成部分であ

る共和国の法律がロンア共和国の法律から逸脱しているときは ロンア共和

圃の法律泊吻力を宥する。

第g章 自治州および自治区

第"条[自治州 90年"月 部改正〕

自治刊はロンア共和国の梅成部分である。

自治州に閲する法律は、自治州人民代議員会識の提案に基づき ロンア共
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和国侵高会議によって採択される巴

第四条〔自治区以年12月改正〕

自治区はロンア共和国の構成部分であり 道または州に属する。

'63 

自治区に闘する怯律は 自治区人民代議員会議の提案に基づき ロyア共

和国最高会議によって採択される。

第84条〔ロンア共和国との折衝権 00年12月改正〕

自治州および自治区の園家権力 管理機関には、ロノア共和固の画家権

力 管理機関と折衡する権剰が保障きれる。

貌4.ロシア共和国人民代誠実会強およびその霊由手続

第10章人民代緒買会憾のシステムおよび活動の諸原則(8g年10月全面田正]

第隠漁[人民代餓貝会議ンステム〕

人民代議員会議、すなわちロシア共和国人民代議員大会、ロンア共4和国最

高会議、ロ:メア共和国の構成部分である共和国の人民代禽員大会およぴ最高

会議、ならびに地方A民代議員会議すなわち道州自治州、地区市

市内区、町および村の人民代議員会識は ロンア共和国の国家権力の代表機

関の統 ンステムを構成する。

第Bf条[人民代議員会議の選挙〕

人民代議員会議の佳期は 5年である。

ロシア共和国の人民代犠貝およぴロンア共和圏内の地方人民代商農民会議の

人民代議員の選挙は}それぞれの圏家権力機関の任期満了の4カ年以上前に

指定される。

ロンア共和国の構成部分である共和国およびロンア共和国の構成部分であ

る共和国内の地方人民代議員会織の人民代蟻買の選挙の指定の時期および手

続は、ロンア共和酉の構成部分である共和国の憲法およぴ法律によって定め
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られる。

錦町条[人民代議員会議の立法組織活動]

共和国およぴ地方レベルの最重要問題は、ロンア共和国人民代議員大会の

会議、ロンア共和国最高会議の会期、自治共和国の人民代自慢員大会の会議お

よび最高会議の会期ならびに地方人民代議員会議の会期によって決定され

またはレフェレ〆ダムに{すされる。

ロンア共和国人時代織員大袋は、ロシア共和菌最高会議およぴロンア共和

国最高会議議長を選出する。ロンア共和国最高会銀は幹部会を形成する。ロ

ンア共和国の地方人民代議員会裁は会議議長を選出し 市(地区管轄の市)、

町および村会識を除いて幹部会を形成する。

自治共和国最高会議は人民代議員大会によって選出され 自治共和国憲法

によって大会の創設が定めら札ていない共和国においては直接有権者によっ

て選出される。自治共和国憲法に従ぃ、自治共和国の最高会議およ乙地方人

F代議員会識の幹部会が形成され、会議議長が選出される。

人民間議員会議は常任委員会を形成」執行処分機関およびそ¢他会議

に報告義務を負号機関を設置し その長を選出、任命または承認する。

入国代駿貝会議によって選出または任命された公務員は、裁判官を除き、

連続して二期を超えてその職務に就くことはできない。あらゆる公務員は、

その聴務を適正に履行しなかった場合に 任期途中でその職務を解任するこ

と治省できる。

第舗条[人民統制機開 90年12局自除)

第8賂条{人民代議員会識の執行統制活動]

人民代議員会識は、直接に、またその設置した機閣をとおして、自らの領

土上で、国家、経済および祉会文化建設の全領域を指導し、決定を採択し

その執行を保障し、決定の実施を続劃する。

第.，条[人民代議員会議の活動原則〕
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''" 
人民代識員会犠の活動は 問題の集団的で、自由で、実務的な審議および

決定、グラ スノスチ、執行処分機開その他会議によって設置された諸機

関の会議勤労集団および仕民に対する規賢的報告側、その活動への市民の

広範な参加に基づいて建設される。

人民代議員会議およびそれによって設置きれる機関は、世論を考慮にい札

共和閏および地万レベルの最重要問題を市民の討議に委ね、自らの活動およ

び探択された決定について体系的に市民に報告する。

第11章選挙γステム (90年12月金面改正)

第91条{選挙原岡町〕

人民代議員選挙は、普遍平等直接選挙権および秘密投票制iこ基づき、

単猿定数区または多定数区で行われる。

第"条〔普通選挙〕

人民代議員選挙は普遣選挙であり、"歳に迭したロンア共和国市民は選挙

権および被選挙権を有する。

ロンア共和国市民は 岡崎に つを超える人民代議員会議の代議員になる

ことはできない。

ロンア共和圃閣僚会議 自治共和国間僚会磯および地方人民代穣貝会議の

執行委員会の構成員である者は、これら機関の議長、官庁および地方会議執

針萎員会の部局の長、ならぴに裁判官および国家仲裁官を除き、それらを符

命しまたは選出する会識の代議員6こなるこ左はできない@

裁判所によって行為無能力と認定された精神病患者裁判附の判決または

検察宵の承認により自由剥奪地で拘禁されている者 および裁判所の判決に

より強制治療地に収容されている者は 選挙に参加しない。

第93条[平等選挙]

人民代議員選挙は平等遷挙である。各選挙区の有権者は 察をもち、平等
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原則に基づいて選挙に参加する。

第94条[直接選掌〕

人民代議員選挙は直接選挙である。人民代議員は市民によって直接に選出

さオ1る。

第"'条〔秘密投票〕

人民代議員選挙は秘密投票で行われるa 投票者の意思表示をコントロール

するこどは許きれない。

第96条[候補者の還綾遊撃費用〕

人民代謬員候補者の選紘維は労働集団社会団体中等専門高等教育

施設の集回、居住地有権者集会およひ軍部型車勤嚇員集会に属する。

人民代議員の候補者数は制限されない。選挙前集会の各参加者は、審議の

ために自らを含詑任意の候補者を提案するこ左ができる。

人民代議貝の候補者は、そ句選抜のときから平等原則に基づいて選挙運動

に参加するg

投票用紙には任意の数の候補者を記載することカZできる。

人民代議員選挙の準備およぴ実施に例違する費用の支幽は、選挙実施周に

確保された菌家資金の負担のみで行われる。

第四条[選挙運動〕

人民代織貝選挙の準備は公開で公然と行われる。

労働集団社会団体、中等専門高等教育施融の集団居住地有権者集会

および軍部隊動務員集会の代表者から構成される選挙委員会は選挙の実施を

保隊する。

ロシア共和国市民労働集且社会団体およぴ中等専門高等教育施設の

集団は、人民代議員候補者の政治曲目人実務的および個人的資質について自由

かっ全面的に討議する可能性 ならびこ集会、出版物、テレピおよぴラジオ

で、候補者に賛成または反対の宣伝を行う権利を保障される。
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人民代議員選挙"実施手続は ソ連邦 ロンア共和国およびロシア共和国

の構成商事分である共和聞の法律によって定められる。

第却条[有権者の指矛〕

有権者は自らの代機貝に指示を与える。

対応する人民代議員会識は指示を審議し、経済社会発展計画の策定、予

算の編成およびそ6宅地の諸問題に闘する決定の噂備に際してそれらを考慮に

いれ、指示の実行を組織し、その実現に関して市民に情報を与える@

第12章人民代霞員

第鈎条[代議員の地位〕

代議員は、人民代議貝会議における人民の金権代表である。

代議員は会議の活鋤に参加し、国家、経済およひ唯会文化建設の諸問題

を決定し、会畿の決定の実行を組織し、国家機関、企業、施設および団体の

情動に対する統制を実施する。

代議員は、自らの活動において全国家酌利益に導かれ選挙区住民の要望

を考慮にいれ、有権者の指示の実現に努める。

第1阪車[代診員の非職業性 89年10月改正]

代議貝は 厚cuとして生産上または勤務上の活動と切り穫されることな

くその権限を行使する。

人民代議員犬会筑会議中、最高会議または地方人民代議員会議の会期中、

およひ法律の定めるその他の場合で代自民員の権限を行使するための期間中、

代議員は生産上または勤務上の職務の遂行を免除きn，代議員の活動と関連

した費用は、それそ?れ共和固または地方予算勾財政負担で補償される。

第101条〔代議員杭質澗権等'"年10月一部改正]

代議員は、関係仮面家機関およびム務員に質問する権利を有し、後者は人

民代議員大会最高会議または地方人民代議員会識の会期で質問に対して回
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答を与える義務を負う。

代議員は、代機員活動の諸問題について、すべての国家 社会機関、企業、

施設およU咽体こ阿砲を提起し その提起した問題の審議に参加する権利を

有する。対応する国家社会機関、企業施設および団体の長l求、遅滞なく

代議員に応接し そ使提案を所定の期間中に響調障する義務を負う。

第102条[代議員活動の僻蹄〕

代議員には、その権利およぴ義務の障害なき効果的実現のための諸条件が

保障される。

代議貝の不可侵特権および代議員活動のその他の保障は ゾ連邦の代議員

地位法およびその他の法律的決定、ロ y ア共和困およぴロンア共和国の構成

部分である共和国の法律的決定によって定められる。

第103条〔代議員の義務 リコール鈎年IO月改正、 91年5月再改正〕

代議員は 有権者ならびに代議員候補者を選抜した集団およぴ社会団体に

対して 自らの活動ならぴにロンア共和国人民代議員大会およぴ最高会議ま

たは地方人民代議員会議の活動について報告する義務を負つ。

代議員は法律の定める手続に従い、有権者の過半数の決定によってリコー

ルするこ左ができる。

第 5編 ロシア共和国の.高国家権力・管理機関

第13章 ロシア共和園人民代鵠員大会およびロシア共和国噴高会様 (89年10

月全面改正]

第1例条(，民代議員大会〕

ロシア共和国の国家権力の最高機関はロシア共和国人民代議員大会であ

る。

ロンア共布国人民代議員大会は ロンア共和固の管絡に属するすべての間
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題の審議を引き受け、決定を行う権限を有する。ロンア共和周人民代議貝大

会は、ソ連邦人民代議員太会およびソ連邦最高会議において法案発議権を行

使する。[91年 5月再改iE)

ロシア共和国人民代議員大会の独占的管絡に属するのは次の事項である。

① ロンア共和国憲法の採択ならぴにその改正および迫力E

② ソ連邦η内同案外交政策の基本方針に適合するロシア共和国同内政外

交政策の決定

③ ロンア共和園切管轄に属する民族 国家構造の諸問題に闘する決定の採

択

④ ロンア共和国の行政地検機造の諸問題の央定手続四制定

⑤ ロンア共和国と他の加盟共和国との境界線の変更に隠する諸問題を決定

し、ソ連邦人民代議員大会にその承認を求めて提案する。ロンア共和国の

領土の変更をひき起す場合 ソ連邦の国境の変更の問題を審議する。

⑥ ロンア共和国の国家将来計画および最重要な共和国経わ商 社会発E要綱領

の承認

⑦ ロンア共和国最高会議の還出

③ ロンア共和国最高会議餓長の選出

⑨ ロシア共和国最高会議第一副議長および三人の同副議長の選出 (90竿5

月再改正]

⑩ ロンア共和岨閣僚会議議長の承認

⑬ ロンア共和周検事総畏 ロンア共和国貧民高裁判所長官およぴロシア共和

国最高仲裁裁判所長官の承認 (gc年12月再改正、 91年 5月再々改正〕

⑫ ロシア共和国憲法裁判所の選出 (9竿12月梓改正}

⑬ ロンア共和園大統領の恥務解任決定の採択 (91年5.再改正〕

⑭ ロンア共和国最高会議の採択した法令、ならぴにロンア共和国大統領の

大統領令およぴ処分の破棄 (91年6月再改正]
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ロンア共和国人民代議員六会は ロンア共利国憲法が別の定めをしていな

い隈り、ロシア共和固人民代議員の総数の過半銭によって、ロンア共和国の

法律および決定を採択する。 (91年5"再改正〕

ロンア共和白人民代議員大会は、共和国人民投票(レフェレンダム)の実

施に関する決定を採択する。 (91年5月再改正〕

第10尽条〔選挙区の構成]

ロンア共和国人民代識員大会は、1.068人の代診員によって構成される。

そのうち900人は地域選挙区カら選出されるロ

168人は 次の基準で、民族的地域選挙区から選出される。ロγア共和圃

の構成部分である各共和固から 4人各自治州から 2人、各自治区から 1人

ならびに道州(自治州を除く) モスクワ市およびレニングラ ド布から

84人。

地被選挙区および民族的地主義嘩挙区は それぞれ地域選挙区仁ついてはロ

ンア共和国の金領土で 民族的地域選挙区についてはロシア共和国η構成部

分である共和国道、州モスクヲ市、レニ J グラ ド市 自治州および自

治区の範幽内で、 ÆUI~ として平等の有権者数で構成されるようにする。

第106条(人民代議員大会の招集〕

ロンア共布圃人民代議貝大会は、選挙後2カ月位内に最初の会議が結集さ

"る。

ロンア共和国人民代議員大会はその選出した資格委員会の提案に基づき

代議員の権限を承認する決定を採択し選挙拡違反があった場合鉱個々の代

議員の選挙を無効と留める決定を採択する，

ロンア共和国人民代議員大会は、ロシア共和国最高会議によって編集され

る。

ロンア共和国人民代議員大会の定例会識は、 1"に1回開催きれる。磁時

会議は ロンア共和国最寓会議の発議、ロシア共和岨最高会議の両院のいず
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れか ロンア共和国最高会現幹部会、ロシア共和国最高会繊議長、ロシア共

和国人民代議員の 5分の l以上もしくはロンア共和国大統領の提案、または

その般商国家権力機関によって代表されるロンア共和国の構成部分である共

和国の発援 もしくはその人民代議員会議によって代表される遭・州 自治

州もしくは自治区の発議によって招集される。 (91年5月再改正)

選挙後の最初のロシア共和国人民代議員大会の会識は、ロシア共和国人民

代議員選挙中央還挙委員会の議長が開会し、主宰する。ロンア共和国最高会

議議長およびq副議長の選出後は、ロンア共和国最高会議詩集長または副議長が

ロンア共和国人民代議員大会の会識を主宰する。

第101条[最高会議の露出〕

ロシア共和国最高会識は、ロシア共和国人民代議員大会の機関であり、常

時活動するロンア共和国国家権力の立法処分および紗測機関である。

ロγア共和国最高会織は、ロンア共和国人民代議員の中からロγア共和国

人民代議員大会によって秘密投票で選出され、それに対して報皆義務を負う。

ロンア共和国最高会議は、その構成員数において平等な共和問院および民

族院の二院から成る。ロシア共和国最高会議の両院は平等の権利を有する。

共和国院は地域還挙区選出のロンア共和商人民代議員のEゃから 地域の有

権者数を考慮にいれて選出される。民族院は民捗泊地域選挙区選出のロシ

ア共和国人民代議員の中から 次の基準て溜幽される。ロシア共和国の構成

部分である各共和国治ら 3人の代議員、各自治州および各自治区から 1人の

代議員 ならぴに道州ーモスクワ市およびレニングラ ド市治ら63人の代

議員。

ロシア共和国人民代機貝大会は、その定める基準に使い毎年共和酉院お

よび民族院"構成員の 都を入れ替る。

ロンア共和国最高会議の各院は、その院の議長およぴ副議慢を選出する。

共和国民および民族院の議長は それぞれの院の会識を指導し その内規を
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続活する。

両院の合同会議は、ロシア共和国最高会議議長、岡町議長 または交嘗で

共和画院議長もし〈は民族院議長が主宰する。

第100条[最高会識の招集}

ロγア共和国最高会議匂定例会期はロンア共和国最高会議幹部会によって

招集きれ 1年に2回開催される。

臨時会期は ロシア共和国最高会議幹部会によヮて、自らの発議により、

またはロシア共和国般商会議議長、ロンア共和国大統領、その巌高画家権力

機関によって代表されるロシア共和国の構成部分である共和臣、人民代議員

会議によって代表される道、州、自治州もしくは自治区、もしくはロシア共

和国の両院仰いずれかの構成員の3分の1以上の提案により、招集される。

(9)年5月再改正]

ロシア共和国最高会議の会期は、両院の個別会畿および合同会議 ならぴ

にそれらの周の期聞に行われるロシア共和国最高会議の委員会および院の常

任委員会の会議によって構成される。会期は商院の個別会議または合阿会議

において閥会およぴ閉会カ勺主言される。

ロシア共和国人民代議員太会η任期治今宵了したとき、ロシア共和国最高会

識は、新し〈選出されたロンア共和園人民代賎貝大会によるロンア共和国最

高会議の新しい構成員の選出まで自らの権岐を維持する。

第10!嘩〔最高会議の権E則

ロンア共和固最高会議は、

① ロy ア共和国人民代議員およびロ γア共和園地方人民代議員会識の代議

員の選挙を指定する。

② ロンγ共和国人民代鍛貝選挙中央選挙委貝会の構成員を承~il!.する。

③ ロシア共和国閣僚会綾織長の任命に同意を与える。 (91年 5月再改正〕

④ ロシア共和国最高裁判所 ロンア共和国最高仲挨裁判所、ならびに道
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州 そスクワ市およぴレニングラ ド市の義制所およ乙仲裁裁判所の裁判

官を選出し、ロンア共和国検事総長を任命する。 (91年 5月再改定〕

⑤ 自ら形成しまたは選出した8察側および佳命または還畠した公務員の報告

を定期的に聴取し、ロシア共和国政府の需俣の問題について決定するo(91 

年5月再改正〕

⑥ ロンア共和国の金領土における立法規制の統ーを保障し、ロシア共和国

切権限の範囲内で、所有関係、国民経済および祉会文化建設の管理の組

織化、財政金融ンステム労働報酬およ乙価晴形成、諒秘、環境保護お

よび天然資源d事j用、ならぴにその他の諸関係の立法規制を実現し 法典

を採択する。

② ロンア共和国市民の憲法上の権利 自由およぴ義務、ならぴ仁ロンア共

和国の領土におけるすべての民族籍のソ連市民の平等俸の保障と絡がつい

た諸問題を決定する。

@ ロシア共和聞の法律に解釈を与える。

⑧共和国および地方の園家権力 管理機関の組織化およぴ活動の手続を定

めるD

⑩共和毘の社会固体の法的組位を定める。

⑬地方人民代議貝会織の活動の方向づけを行う。

⑫ ロンア共有国の構成部分である共和国、道、州、失和国直袴市、自治州

およぴ自治区の新設に関する提案をロシア共和国人民代犠員犬舎の審理に

付す。 (91年5月再改iEJ

@ ロンア共和国の画家将来計画および調貴重要な共布団経済 社会発展綱領

の草案の承"を求めて、ロシア共祖国人民代議員大会6こ提案し、ロシア共

和国の経済社会発展計画およぴロシア共和国の国家予算を承詑し 計画

およひ予算の執行過程の統制を実施し、その執行に闘する報告を承留し

必要な場合には計画および予算に変更を加える。
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⑬ ロンア共和国釘臣家予算の底入を決定する。 (9年12月再改正]

⑮ ロyア共和国何回際条約を批准し、高渡来する。

⑮ 園の防衛および国家安全'"障の基本的施策の策定に参加する。

⑫ ロンア共潤匝の国家褒賞制度を創設し、ロンア共和国の名誉写生号を定め

。。
⑬ ロンア共和国の裁が所で有罪判決を受けた市民の恩赦に閲する共和酉の

法令を公布する。

⑬ ロシア共和圃最高会議幹部会の幹部会令および決定 ならびにロシア共

布団最高会議議長の処分を破棄し ロγア共和国大統領の大統領令をロン

ア共和国憲法裁判所の結論に基づいて破棄する。 (91年5月再改正〕

@ ソ違憲法、ロンア共和固憲法ならびにソ連邦およぴロシア共和国の法律

に適合しない場合 ロシア共和閣の構成部分である共和国勿悶僚会議の決

定およぴ処分、遵州およぴ市(共和国一ロンア共和昌一直幡市)の人民

代銭員会議 ならびに自治 4およぴ自治区の人民代議員会議の決定を破棄

する。 (91年'"再改正〕

@ ソ連邦閣僚会議の決定およ乙漣分がロンア共利回の憲法上の緒権利を侵

害している場合、異議を酬し立て、自らの領土上における効カを停止する。

またソ連邦の省、酉家委員会およぴ官庁の法令が ソ連邦およびロ γア共

和圃の法律に矛盾する場合その効力を停止するa

⑫ ソ連邦憲法監督委員会に ソ連邦最高会議およびその院の法令祉ならぴ

にこれらの機関の法令祭の、ソ違憲訟およびソ連邦人民代議員大会によっ

て探択されたソ連邦η法律への適合性について結論を与えるよう提案す

る。

@ ロンア共祖国人民代護員大会の閉会中 ソ連邦人民代議貝大会およぴソ

連邦最高会議において法察発議権を行使する。 (91年5月新設〕

@ ロンア共和固人民代議員地位法に従い、代機慢の権限¢任期途中での終
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了の問題について決定する。〔ω年l'月新設〕
⑧ ロンア共和国人民代議員大会の決定 またはロシア共和国の100万人以

上の市民もしくはロシア共和囲人民代議員総数の3分の1以上の要求によ

り、全ロシア レフェレンダムを宣言する。 (9年12月新設]

@ ロシア共和固人民代競買大会広独占的管絡事項を除いて、ロシア共和国

の管絡に属するその他の諸岡題について決定する。

ロンア共和国最高会識は、ロンア共祖国の法律および決定を採択する。

ロシア共和国最高会議によって採択された法律および決定は、ロンア共

和国人民代議貝大会によって探択された法律そ¢他の法令に矛盾してはな

らない。

第110条〔法案発揚縄 91年5月再改正〕

ロンア共和国人民代議員大会およぴロンア共和国最高会議における法案発

議権は、ロシア共和国人民代機員、ロシア共和国最高会織の共和国院、民族

院および幹部会、ロノア共和国最高会議U放長、ロンア共和国大統領、ロンア

共和国憲法議判所、その最高国家織力機聞によって代表されるロンア共和国

広構成部分である共和恩その人民代議員会部こよって代表される進州

自治州および自治区、ロシア共和園最高会畿の委員会およぴ院の常任委員会、

ロンア共和国最高教判所、ロンア共和固検事総長 ならびにロンア共和国最

高仲裁裁判所に属する。

その共和圃レベルの機関、またはそれが存在しない場合はその金連邦機関

の名において役会団体も法案発議権を有する。

第111条[法俸の制定)

ロシア共和困最高会議¢審織に付された法律案は、院の個別会開院または合

同会織によヲて審識される。

法律は、ロシア尖和国最高会議の各院において、院の構成長の過半数の得

票6こよって探択されたとみなされる。
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法律家およびその他の国家主宇治の最貧要問題は、ロシア共和国最高会議の

発言録、またはその最高固家権力機関によ 9て代表される自治共和圏、もしく

は人民代議員会議によって代表される道州 e 自給州もくしは自治区の提案

に基づいて採択されるロンア共和国最高会識の決定によって人支討議に付す

ことカ舎できる。

第112条{院における審動

ロンア共和国最高会議の各院は、ロンア共和国最高会識の管確に属する任

意の闘題を審議する権利を有するe

共和臣金体にとってー般的意義を有する国家建設および守士会経済発展の

諸問題 ならびにロンア共和国市民の権利 自由および義務に関する諸問題

は、共和国院において先議される。

ソゼエト多民族国家の 般論争利益およぴ要求左の結合のうえに、大小諸民

族および長挟グループの諸利益の民族的平等権を保障する諸問題、ロシア共

和国の織成節分である共和国、自治州およぴ自治区にとって重要な意義を有

する国家建設および社会経済的発展の諸問題、ならぴに民族問関係を甥訓

するロシア共和困の立法の整備の諸問題は、民族院において先議される。

各院は 自らの権限に関わる諸問題について決定を採択する。

院の一方によって探択された決定怯必与要な場合は他院に送付きれ その

賛成を得た左きロンア共和国最高会議決定としての効力を纏得する。

共和国院と民族院の聞に不ー致か存在する場合、問題は、両院により平等

原則によって構成される協議委員会の解決に委ねられその後問題は胃ひ共

和国院と民族院の合同会議で審議される。それでも合意カ斗尋られない場舎は

問題はロシア共和園人民代議員大会の審議に委ねられる。

篇113条〔巌商会議幹部会の地位楊成)

ロシア共和国最高会議幹部会は、ロン7共有閏最高会識に報告義務を負う

機関であり、ロンア共和国人民代議員大会およびロシア共和国最高会議の活
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動の組織化を保障し ロンア共和国憲法およびロシア共和国の法律によって

定められたそ¢他の権限を行使する。

ロンア共和国最寓会議幹部会の構成には 職務上ロンア共和国最寄金銭議

長 ロンア共和国最高会議第副議長、ロシア共和国最高会議副曜長、共和

固院および民族院の議長、ならびにロシア共和園最高会議の委貝会およU院

釘常任委員長が入る。

ロシア共和国最高会議議長t求、ロンア共和国最高会議幹部会の長である。

第114条〔最高会議幹部会の権限 例年 5"再敏正でー郁項目削除]

ロンア共和国最高会議幹部会は

① ロンア共和国最高会織の会期を招集するロ

② ロyア共和国人民代機員大会の会自慢およぴロンア共和国最高会議初会期

の準備を組織する。

③ ロシア共和国最高会議の委員会および院の常任委員会の活動を調整す

る。

④ ロンア共和国の人民代議員が自らの権限を行使するに際して協力し、必

要な情報を保障する。

⑤ ロンア共和国憲法を遵守するよっ統制を行い、ロンア共和国の構成部分

である共和国の憲法および法律がロシア共和国憲法およびロンア共和周の

法律に適合するよう保隠する。(9l年5月再改正〕

③人民投票(レフヱレンダム) ならびにロシア共和国の法律案およびそ

の他の国家生活の最重要問題の人民封裁を準備L 実施する。

① ロシア共和国の記念日および祝日の制定

⑧ ロンア共和国人民代議員大会、ロンア共和国最禽会議 ロンア共和国最

商会議幹部会、およぴロシア共和国最高会議織侵によって採択されたロン

ア共和国の法律およぴその他の法令を公布する。

⑨ ロシア共和国η法律によって定められたそ¢他の権限を行使する。
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ロンア共和国最高会議鉾部会は、事宇都会令を発し、決定を採択する。

第11&条[最高会議議長の権限 91年 5月再改正]

ロンア共和周最高会議議長は、ロシア共和国人民代議員大会によって ロ

ンア共和国人民 t議員の中から、秘密投票により 5年の任期で選出されるが

連続して 2期を趨えて就仔することはできない。ロシア共和困最高会議議長

は任意の時に秘密投壊によ旬、ロシア共和圃人民汎識貝大会によってリ

コ ルすること.'できる。

ロンア共和国最高会議裁長は、ロシア共和園人民代議員大会およぴロシア

共和国最高会議に対して報告義務を負う。

ロンア共和国般高会議議長は

① ロンア共和国人民代議員大会およぴロγア共和酉最高会織の審理に服す

ぺき諮問題の準備の一般的指導を行い ロンア共和国人民代議員大会 ロ

ンア共和国最高会自慢およぴロシア共和固最高会議幹郎会によって採択きれ

た法令に署名する。 (91年5月ー部再改正]

② ロンア共和国入国代議員大会およぴロンア共和国鍛高会議に 共和国の

状態およびその内外の政コ治活動の重要問題について、ならびにロシア共和

国の防衛力およぴ安全保障への参加に闘して通知を提出オる。 (91年5月

部再改正〕

③ ロンア共和国人民代議長大会に、ロシア共和固最高会議の第一副議長お

よぴ副議長のポストに選出するための候補者、ならぴにロγア共和国憲法

裁判所の人的構成買について提案する。 (91年5局 部再改正)

@ ロシア共和国最高会禽に、ロシア共和国最高裁判所長官およぴロンア共

和国最高仲裁裁判所長官のポストに還出寸るための候補者を提案し、しか

る後にこれらの公務員の承認を求めてロシア共和国人民代議員犬会に提案

する。 (91竿'"再改iEJ

ロンア共和国最高会議議長は処分を発する。
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ロンア共和国最高会議第副議長およぴロγア共和国掻高会議副議長は

ロシア共和国最高会議議長の委任により 繊長の個々の機能を遂行」織長

が不在の場合、または議長が自らの職務を行うことが不可能な場合に議長を

代行する。

第116条[委員会}

共有l菌院および民族院は、ロンア共和国最高会費慢の構成員およびそ俣他の

人民代議員の中から、法律家作成作業の実施ならびにロンア共和国最高会議

の管轄に属する諮問題の予備的審理および準備のために、またロシア共和園

人民《議員大会およぴロシア共和国最高会議によって探択き札たロンア共和

国の法律およぴぞ¢他の決定の実施仁対する協力 ならびに国家殺澗およぴ

固体の活動に対する統制のためド院の常任委員会を選出する。

これらの目的のために、ロンア共和国最高会議の両院は、共関原理に基づ

いて、ロンア共和箇最高会畿の院の構成員およびその他のロシア共和国人民

代議員を鱗成員として、ロンア共和国最高会議の委貝会を設置することかで

きる。[創平6"再三改正]

ロシア共和国最高会議"よびその各院は、必凄と認めるときは、任意の岡

組に闘して調査、監査怠よびその他の委員会を設置する。

ロンア共和国最高会識の委員会および院の常任委員会は ロンア共和国最

高会議の定める基準に従い、毎年交轡が行われる。

第117条[法律等の採択、委員会の機能〕

ロンア共和国人民代議員大会およびロンア共和国最高会議η法律およぴそ

の他の決定、ならびにその院の決定は 原則として、関係するロンア共和国

最高会識の委員会または旋の常任委員会による草案の予備的審駿の後に探

択される。

ロンア共和国の法律は148以内にロソア共和国大統領によって署名され

公布される。ロンア共和圃大統領は上記期間内に、ロシア共和国最高会議
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によって採択きれたロシア共和酉の怯3律を 再審理のために差し戻す権利を

有する。この場合、ロシア共和国最高会議の各院のロシア共和国人民代議員

総筆致の過半数によって再度町決されたときは ロンア共和国大統領は3日以

内に署名しなければならない。 [91年5月新設〕

ロンア共和国憲法裁朝所 ロシア共和国最高裁判晴およびロンア共和国最

高仲裁象判所の裁判官の選出、ならびにロシア共和固検事総長次任命は 関

係するロンア共和国最高会畿の委員会および院の常任委員会の結論を得て行

われる。 [91$5月再改正]

すべての臣家社会機関、団体およE公務員は、ロンア共和固最高会議の

委員会および調査委員会等、ならびに院の委員会の要求を実行し、それに対

して必要な資料およぴ文書を提出する鼻筋を負う。

これら委員会の勧告を 園家 社会機関、施設および間体は必す審理しな

ければならない。審理の結果およぴとられた措置について、これら委員会の

定める期間内に これら委員会に通知しなければならない。

第'18条[人民代議員の権限〕

ロシア共和国人民代議員は、ロンア共和閏人民代議員犬舎の会議およぴロ

シア共和固最高会哉の会期において、ロシア共和圃最高会議議長、ロンア共

和国大統領、ロシア共和国悶僚会穣議長、ロシア共和国人民代舞貝大会およ

びロンア共和酉最高会議によって形成または選出されたその他の機関の長、

ならびにソ連邦広省、国家委員会およぴ官庁、ロンア共和国の領土上に存在

する連邦管絡の企業、施設および団体の長に対して、ロンア共和国力管轄に

属する諸問題について質問する権利を有する@質問を提起された機関または

公務員は、ロシア共和国の大会の当散会議または最高会議の当該会期で 3 

目以内に 口頭または文書で回答を与えなければならない。 [91年 5月一部

追加]

ロンア共和国の人民代議員は ロンア共和国人民代議員大会 ロンア共和
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函最高会議 その院 常任委員会および委員会、ならびに住民の闘で代議員

活動を実施するために必要な 定の期閥、勤務上または生産上の義務の履行

を免除される。ロシア共和国最高会議の構成員に進出されたロンア共和菌人

民代議員については、ロンア共和国最高会議におけるそ句怪期の会期間勤務

よまたほ生産上の義務の履行を免活除することができる。

ロシア共和国の人民代議員について、ロンア共和周最高会議の同意なしに

は、またその会期の閉会中はロシア共和国最高会議幹部会の同意なしには

その刑事費径を追及し、逮捕し また裁判手続で行政罰を科すことはでき会

し、。

事事119条{憲法裁判所 90年12月再両改正〕

ロシア共和国憲法裁判所はロンア共和同人民代議員犬舎によって選出され

る。

ロンア共和国憲法裁判明の選出およぴ活動手続は ロンア共和酉人民代議

員大会によって承認されるロンア共和国憲法裁判所法によって定められる。

第120条{国家機関の統制初年12月再改正]

ロγア共和国人民代議員夫会およびロンア共和国最高会議は、それらに報

告義務を負うすべての固家機関の活動に対する統制を実現する。

第121条[活動手続法〕

ロンア共和国人民代議員大会、ロシア共和国最高会議およびそれらの機澗

の活動子線は、ロンア共和国人民代議員大会 ロンア共和届最高会議規則、

およぴロシア共和国憲法に基づいて公布されるロンア共和圏のその他の法律

によって定められる。

第13章の1 ロッア共和国犬統領[例年5月新設}

第121条の 1(大統領の地位}

ロシア ソピエト連邦社会主義共和国犬統領は、ロンア共和国の最高公職
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者であ旬、ロンア共和国η執行権力の長である。

ロンア共和聞大統領は人民代議員になることはできないa ロンア共和国大

統領は}国家的、商業的および祉会的な機関および組織のいかなる他の職務

にも続くことはできず、営業活動を行う権利を有しない。

第121条の 2 (大統領の資格任期J

ロンア共和国大統領に選出することができるの位、選挙権を有する35歳以

上"歳以下のロンア共和国市民のみである。

ロンア共和国大統領は、 5年の任期で選出される。しかし岡ーの者が連続

して2期を超えてロ γア共和国大統領に選出されることはできない。

第121条の 3 (大統領の選挙]

ロンア共和国大統領の選挙は、ロシア共和国市民によって、普通。平等

直接選挙権により、秘脅投票によヮて行われる。

ロンア共和国大統領のポスト広他の方法による選挙や任命、またその権限

の纂奪はすべて進法であり無効である。

ロンア共和国大統領の還挙およぴ就任の手続は、ロンア共和国の法律に

よって定められる。

第121条刊の4(大統領の宣誓}

ロンア共和国大統領は 就任iこ臨して 次のような宣誓を行う。

「ロンア ソピヱト連邦社会主義共和屈の大統領の権限の行使に際して、

ロンア共和国の憲法およぴ法律を遵守し その主権を擁護L、人およぴ市民

の権利および自由ならびにロシア共和国諸人民の権利を尊重保護し、人民

によって私に謀せられた義務を賦実に履行することを誓約するり

第121条の 5 (大統領の権R則

ロシア共和国大統領は

。法案発議権を有する。

② ロンア共和圃の法律治句案択されてカら"日以内仁それに署名し、公布寸
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る。

ロシア共和巨大統領は ロシア共和国最高会議によって銀択された法律

を、この期間内に、再審理のために差し戻すこM 吋きる。再審理の後に

ロンア共和国の法律がロンア共和固最高会畿の各院の議員総数の過半数に

よって採択されたときは、ロンア共和国大統領は 3目以内にそれに署名す

る義務を負う。

③ ロシア共和国人間て議員式会およびロンア尖租園最高会議によって採択

きれた社会経済的 およびその他に綱領の執行、ならぴにロンア共和国

のが;況について 1年に 1回以上 ロyア共和国人民代議員大会に報告を

提出し、ロン7尖淘国人民 ロシア共和国人民代書農民大会およぴロシア

共和園長高会議に教容を送る。ロンア共和固人民代議員大会は ロンア共

和国人民代議員の総数の過半数の決定によって、ロンア共和周大統領に緊

急の報告を要求寸る権剥を有する。

'" ロシア共和国最高会議¢岡意を得て、ロンア共和国閣僚会議議長を任命

する。

⑤ ロンア共和困問僚会議議長の提案に基づき、ロンア共和国の大臣ならぴ

に国家委員会および官庁の長を任命し 解任する。

⑥ ロγ ア共和国閣僚会議の活動を指導する。

⑦ ロyア共和国最高会畿の同意を得て ロシア共和国政府の総辞職を受理

する。

⑧ ロンア共和国の外交代表を任命召還し ロンア共和国に派遣きれた外

交代表の信任状および召還状を受理する。

⑧ ロンア共和国保安野議会の侵となる。侠安軒舞金の構成、権限およぴそ

の組織手続はロγ ア共和国の法律によって定められる。

⑩ ロンア共和国の名において外交交渉を行し言、国際的およぴ共和国聞の条

約に調印する。それはロンア共和国最高会議による批准の後に発効する。
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@ ロンア共和国¢回家的およU吐会的安全保障のための措置をとり、ロシ

ア共和国の名において、ソ逮邦の国家的およ間企会的安全保障に参加する。

ロンア共和国大統領の提衆に基づき、ロシア共和国人民代議員大袋の臨蒋

会離はおよびロンア共租園長商会識の臨時会期が招集される。

ロシア共和国大統領は、ロンア共和国人民代議員大会およぴロシア共和

国最高会酌の解散権および活動停止絡を有しない。

⑫ ロシア共和固の法律に従い、非常事態を宣言する。ロシア共和国司格成

部分である共和国の領土ょにおいては、その共和国の最高固家権力機閣の

同意のもとに非常事態が宣言される。

⑬ 法律に従い、ロシア共和酉の市民権およぴ政治亡命の許可の諸問題につ

いて決定するa

⑪ ロンア共和国の園家的褒賞を授与し ロンア共和国の食事別品号 階級位

および名誉称号を与える。

⑬ ロンア共和国の裁判所によって有罪判決を受けた市民に特教を与える。

⑬ ロン7共有聞の憲法および法律によって課されたその他の権限を行使す

る。

第121条の 6 (大統領め権限の制限〕

ロンア共和国大統領の権限は、ロンア共和国の民銭的国家構造の安更、お

よぴ合法的に選出された任意の画家権力機関の解散またはその活動停止のた

めに利用するこkはできない。

第1~条の 7 (副大統領〕

ロンア共和国大統領E同時にロンア共和国副大統領が選出される。ロンア

共和国副大統領の候補者は、ロンア共和国大統領に候補者が提案する。

ロシア共和固副大統領に選出されること拾できるのは、選挙権を有する35

歳以上'.5歳以下のロシア共和酉市民であるp

ロンア共和国副大統領は人民代議員6こなることがてきない。
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ロンア共和国聞大統領は ロシア共和国大統領の委任により、その個々の

権限を行使する。

ロγア共和国副大統領は、ロシア共和園大統領が欠けた場合にそれを代行

する。

第121条の8[大統領令〕

ロンア共租国大統領lま、ロンア共和国の憲法および法律、ならぴにロシア

共和箇人民代議員大会およびロシア共和臣最高会議の決定に基づき、それを

執仔するために、大統領令およむ処分を発し その執行を点検する。ロンア

共和国の大統領令はロγア共和国の憲法および法律に矛盾しではならない。

ロンア共和国大統領令は ロンア共和国句会領土においてその執行グ義務づ

けられる。

大統領は、ロンア共和国の領土上の執行権力機関の決定がロンア共和周の

憲法およひ法律に矛盾する場合、それを停止する権利を有する。

第121条の 9[大統領副大統領の木可侵性]

ロンア共和国大統領およびロシア共和圃副え統領は不可侵であり、法律に

よって保護される。

第121条の10[大統領 副大統領の解任}

ロンア共和国大統領は、ロシア共和国憲法、ロンア共和周の法律およびそ

の行った宣讐に違反した場合に職務から解任することカできる。

そのような決定はロンア共和国人民代議員大会ロンア共和固最高会畿、

またはその両院のいずれかの安識により、ロγア共和国憲法裁判所の結論に

基づき、ロンア共和国人長代餓員大会によって、ロンア共和国人馬代議員の

S語教の3分のzの多数により採択される。

ロンア共和国副大統領は、ロンア共和国憲法およびロンア共和国の法律に

違反した場合に本条の定める手続によって職務から角降任することができる。

第121条の11[大統領~代行〕
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ロシア共精国大統領の職暗からの解任、ロンア共和国大統領の辞職 大統

領による自らの檎限の行使の不可能な状態の到来 またはロシア共和国大統

領の死亡の場合、ロンア共和国大統領の権限l立、ロγア共和国副大統領が行

使する。

ロγア共和国大統領選挙の指定の問題は、 rロシア共和国大統領選挙法」

に従って決定される。

擁14章ロシア共和E閣僚会議

第122.条〔基本規定 91年5月改正]

ロンア共和国閣僚会頭すなわちロシア共和国政府は、ロンア共和国大続領

に報告義務を負う執行機力機関である。

第123条[閣僚会議の形成総辞職 89年10月改正、 91年5月再改正〕

ロシア共和面開僚会議は、ロンア共和国大統領によって形成される。ロシ

ア共和国閣僚会議議長は ロシア共和圃最高会哉の阿意を得て、ロンア共和

国大統領によって任命きれる。ロンア共和国閣僚会惨劇閉院長 ロシア共和国

大臣およびロンア共和国国家委貝会設長は、ロンア共和国閣僚会欝議長の提

案に基づき、ロシア共和国大統領によって任命され また職務から解任され

る。

ロンア共和国悶僚会畿の構成には、ロ γ ア共和国の構成部分である共和国

の閥僚会議議長が、職務上これに加わる。

ロシア共和園大統領は、ロンア共和国関僚会議議長の提実に基づき、ロン

ア共和国のその他の機関およU噛織の長をロγア共和国政府の構成に含める

ことカTできる。

ロンア共相国政脅の総瀞職の決定は ロンア共和国政府に対する不信任の

表明Eいう方法でロンア共和国人民代議員大会もし〈はロンア共相園優高会

自慢によって採択され またはロンア共和園大統領の発識により、ロシア共和
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回最高会識の同意を得て、もしくはロンア共和国政府自身の発犠に基づいて

ロシア共和聞大統領によって採択される。ロシア共和国政府が総辞職した場

合、ロシア共和国大統領は新しいロシア共和国政府を形成する義務を負号。

ロンア共和困問僚会議侭信任の問題は、ロンア共和国人民代議員大会にお

いてはロンア共和国人民代議員の総数の過半数によって、またロンア共和園

最高会議においてはロシア共和国最高会識の各院のロンア共和国人民代議員

の総数の過半数によって決定される。

ロンア共和国閣僚会餓は ロシア共和国大統領が新しく選出きれた場合、

その権限を解除される。

第124条[閣僚会畿の大会 履高会議に対する責任 89$lOF.l改正、"年5月

削除)

割高125条〔閑僚会議の樺R則

ロシア共和国樹僚会議は、ロンア共和閏憲法およびロンア共和国の法律に

従ってロンア共和国人民代議員大会、ロγア共和国最高会議およびロンア共

和国大統領の権限に属すものを除いて、ロシア共和国の管絡に服する臣家管

理の諸問題について決定する権限を有する。(8$年10月改正、例年5月再改正]

ロンア共和国間僚会直接は 自らの権限の範潤内で、

。国民経涜および祉会。文化建設の指導を保障し 人民の福利およぴ文化

統向上の保障ならぴ仁科片手および技術の発展ならびに天安全資源の合理的利

用および傍識のための措置を策定・実現し、貨幣および信用システムの強

イじならぴに国家保険および貌 会計・統計ンステムの緩絡げヒに関する措

置の実現を促進し、価格、労働報酬および社会保障の統政策の実施に参

加し、工業 態設および農業に関する企業および合同、選繍および通信企

業、ならぴに知和国および弛方管帽のその他の団体および施設の管理を組

織する。

②現在および将来のロシア共和国経済社会発展園家計固ならびにロシア
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共和国の圃家予算を策定し、国家訓画および予算の実現 ならびにロンア

共和国、経済特区、ロシア共和国の構成部分である共和国選州および

共和国直幡市の総合的経済社会発展の保障に関する措置を左り、ロンア

共和国の管絡に属する諸問題について連邦管織の企業、施設およひ唖体の

活動を調整統制する。 [91年5月改正]

③ 国家の利益の擁護、社会主義的所有および祉会秩序の保護、ならびに市

民の械利およぴ自由の保障およU唱穫のた貨の措置をとる。

@ ソ違憲法の定める範圏内で、箇の園家的安全および防衛力の保障のため

の措置をとる。

⑤ ソ逮邦の定める手続に従い、ロンア共和国ど舛固および国際組織との閲

係6ち分野の指導を行う。

⑥経務および唯会文化建設の事業において、必要な場合、ロンア共和国

閣僚会議。こ付属する委員会、中央管理部およびそ¢他の部局を設置する。

⑦ ロシア共和国の構成部分である共和国閣僚会議問活動を方向づけ、点検

し また地方人民代議員曾譲執符委員会の常勤の指灘を行う。

第126条〔閣僚会織幹部会 91年5月白除]

第127条〔悶僚会議の決定処分的年10月改正、 91年'"再改正〕

ロンア共和国閣僚会議は、ロシア共和国の法律 ロシア共和国人民代議員

大会およぴロ y ア共和国最高会議のその他の決定、ロンア共和国大統領令

ならぴにロンア共和国がソ連邦に委譲した問題について採択されたソ連邦の

法律、ならびにソ連邦閣僚会識の決定および処分に基づき、またそれらの執

行のために、決定および処分を発し、それらの執行を点検する。ロシア共和

国関僚会議の決定および処分は、ロンア共和国F金領土においてその執行が

義務づけられる。

第128条[下位決定等の破棄。停止権〕

ロンア共和国閣僚会議は 自らの権限の範圏内で、ロシア共和圏の構成部
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分である共和国悶僚会畿の決定および処分の執行を停止し、また道州およ

び市(共和国直穂市)人酎℃移具会議の教行委貝会、ならぴに自治州人民代

議員会議の執行委員会の決定およぴ処分を破棄する権利を有する。

ロシア共和国間僚会識は ロンア共和国の省、国家委貝会およぴそ句管絡

下のその他の諸機関¢法令を破棄する権利を有する。

第129条【省国家委員会等鈎年 1，"国第2項削除〕

ロシア共和国閣僚会犠は、ロJ ア共和固の省および国家委員会、ならぴに

その管轄下のその他の筒機関の活動を統合し、方向づける。

ロンア共和国の共和国省およぴ共和国国家委員会は、ロシア共和国間僚会

議に従いつつ これら機関に委任された管理部門を指導し、またほ部門関の

管理を実現する。

ロンア共和国の省および国家委員会は これら機関に委任された管理の領

域およぴ郁門の現状およぴ発展に対して責任を負う。 (89年10月改正、 90年

12月再改IEJ

第""条[法律への委任 91年'"改正]

ロγア共和国間僚会議の構造、権限、活動手続およぴ他の固家諸機関との

関係は、ロγ ア共和国憲法6こ基づき、ロンア共和国閣僚会議法によって定め

られる。

第6橿 ロシア共和国の構成部舎である共和国同量高固家権力 管理機関

第15寧 日ンヲ共和国の構成部分である共和国の人民代蛾員大会および最高

会醤 (89年10月全面改正〕

携131条【共和国最高国家権力機関〕

ロンア共和国の構成部分である共和国の最高閏家権力機関は人民代議員大

会であり、人民代議貝大会の設貸されないロンア共和国力構成部分である共
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和国においては、ロンア共和周の携成郁分である共和箇の最高会訟である。

第13操[憲法法律への委伝]

ロシア共和国の構成部分である共和国の人民代減同大会および最高会議の

権担構造およむ活動手続は ロνア共和国の構成部分である共和国の憲法

およぴ法律によって定められる。

第"章 ロンア共和国の僑成極分である共和国の閣僚会議

第1お条〔基本規定的年10月第2項削除〕

ロンア共湖周の構成部分である共和国の習僚会議、すなわちロシア共和国

の構成郁分である共和国の政府は、ロンア共和箇の構成部分である共和国の

国家権力の最高執行処分機関であ旬、ロy ア共和国の構成部分である共和

国の最高会銭によって九成される。

第1別条〔自治共和国間僚会議の決定処分 891f-l0月改正〕

ロンア共和国の構成部分である共和国の閑僚会識は ソ連邦、ロンア共和

周およびロンア共和国の構成部分である共和国の法律 ソ退邦人民代議員犬

会およびソ連邦最高会副降、ロンア共和固人民代餓民大会およびロンア共和国

最高会銭、ならびにロンア共和国の構成部分である共和聞の人民代議員大会

および最高会議のその他の決定、ならびにソ連邦関僚会議およぴロ yア共和

国簡僚会議の決定およ u'施分に基づき またその執行のために決定およひP

処分を発し、それらの執行を点検する。ロシア共和国の構成部分である共和

国の隔僚会議の決定およ乙処分は、ロンア共和国T構成省部分である共和閏力

会領土において執むを饗織づけられる。

第135話集{地方の決定の破棄権]

ロシア共和周の構成部分である共和国の閣僚会麟は、自らの権限の範関内

で、地区および市(共和国すなわちロンア共和園仮構成悌分である共和国の

直稽市)人民代穣貝会議執行委員会6可決定および処分を破棄する権利を有す
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る。

ロシア共和国の構成部分である共和聞の閑僚会議は、ロンア共和困の構成

部分である共和国の省、園家委員会およぴその管特下のその他の諸機関の法

令を破棄する権利を有する。

第136条〔省および閏家委員会]

ロンア共和国次権成溺分である共和国の閣僚会議は ロンア共和周の構成

部分である共和国の省、菌家委員会およぴその管儒下のその他の諸機関の活

動を統合し、方向づける。

ロシア共和国の格成部分である共和国句併およぴ国家委員会は、ロシア共

和閏次構成郎分である共和国の問自営会議およびロンア共和国の対応する省ま

たは国家委員会に従いつつ、自らに委注された管理部門を指導障し、部門聞の

管理を実現する。

11¥7掴ロシア共和国における地方の国家権力管理機関

第17草地方人民代綿員会鰻

第137条【地方人民代議員会酸 89年 10月改正〕

道、州、自治州、自治区、旭区、布、市内区、町および農村居住区、なら

びにロンア共和国およびロンア共和国の構成部分である共和国の法律に従っ

て構成されるその他の行政地域単位における園家権力機関は、それぞれの

人民代機員会機である。

第138条[地方人民代畿員会議の決定機能等]

地方人民代議員は 全国家前利益およびその会議釘領域に居住する市民の

利益に依偽しつつ地方レベルのすべての剤患について決定し 上級国家路機

関の決定を実行し、共和国"よぴ金連邦レベルの問題の審織に参加し それ

に闘して自らの提案を行う。
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地方人民代議貝会識は、その領械で臣家的、経済的およぴ社会 文化的建

設を指導し、経済社会発展計画、地方予算およぴそれらについての報告を

承認し、それに従属する国家機関、企業、施設および団体の指導を実現し、

法律の遵守、ならびご固家 社会犠序およぴ市民の権利の保護を保障し、国

の防衛力の強化』こ協力する。

第1お条[地方人民代議貝会議の調整機能等〕

地方人民代鍵員会識は 自らの権限の範囲内でその領域における総合的

な経済的社会的発展を保障し、その領域に配置きれている上級管轄の企業、

施設および団体による法律の遵守に対する統制を実絡し 土地利用、自然保

護、建設 労働資源の活用、国民消費商品の段差 ならびに住民に対する社

会文化的、日常生活酌 およびその他のサービスの分野におけるそれらの

活動を測盛し、統測する。

第1伺条[条令】

地方人民代議員会議は、ソ連邦、ロンア共和国およぴロンア共ヰ陥園切構成

郎分でdちる共和国の法律によって与えられた権限の範囲内で、決定を採択す

る。

地方会自慢ドの決定は、その会識の領域に配置されているすべての企業 施設

および団体ならびに公務員およぴ市民にとってその執行が義務づけられる。

第141条{地方人民代議員会識の会湖周年10月改正}

遭および州人民代議員会議、ならぴに自治州および自治区、地医、市(地

区直結市を除く)およ乙市内区人民代議員会議の会期は、それらの幹部会に

よって 1年に 3回比よ招集される。

市(地区直轄市)、町および村人民代議貝会議抗会期は、それらの議長によっ

てL年に4回以上主噂される。

会期でのみ解決することのできる問題の範囲は ロシア共和園地方人民代

議員会護法によって定められる。
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第14'条[常任委員会〕

地方人民代器廃員会識は、地方会議の管轄に属する諸問題¢予備的審議およ

び準備のために、また会畿の諸決定の実行への協力ならびに闇家機関企業

施設および団体の活動に対する統制のために、代議員のなかから常任委員会

を選出する。

地方会議T常任委員会の勧告は、関係する国家社会機瓜企業、施設お

よび団体によって必ず審議されなけれまならない。所定の期間内に、審議の

結果またはとられた措置について委貝会に通知しなければならない。

第143条(下級会議の指導〕

地方人民代議貝会識は 下級会識の活動に対する指導を行い 下級会議の

法令が法律に 致しない場合にそれらを破棄する権利を有する。

易自144条(住民左配給合〕

地方人民抗議員会識は、社会図体および労働集聞との禽擦な結び付きのも

とに自らの活動金行い、最も重要な諸問題を市民アノ討議に委ね、それらを常

任委員会、執行委員会および会議に報告義務を負うその他の諸機関の実践iこ

移し地域の自発的固体の活動を助成し、住民の社会的自主性を発展させる。

第145条[幹部会およひ鴇畏 89年10月改正〕

道州、自治州、自拾区地区市および市内区の人民代議員会識の活動

は 会議議長を長とするそれらの幹部会が組織し、市(地区直轄市) 町お

よび村の会議仁おいてはこれら会議の議長が組織する。

第四章地方人民代願員会緯執行委員会

第146条[執行委貝会 89年10月改正]

地方人民代議員会議の執行処分機関は それらによって輩出される執行

委員会である。

執行委員会は、 1年に 1回以上 それを選出した会議に対して、また労働
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集団の集会およぴ市民の居住地で報告を行う。

地方会織の執行委員会は、それを選出した会餓に対してまた上級の挙行

処分機関に対して直接報告義務を負う。

第147条〔執行委員会の樹限 "年同月改正〕

地方人民代簸調会自慢の執行委員会は、それらを選出した会議および上級の

周家権力 管理機関の誇，，，"に基づき、それぞれわ会議の領成で、国家、経

済および祉会文化建設を指導する。

地方人町t議員会識の執仔委員会の権限およぴその活動手続は、ソ連邦、

ロシア共和国およびロシア共和国の構成部分である共和国の法律によって定

められる。

第148条〔執行委員会の決定等〕

地方人民代議員会議の執行委員会は自ら次権市浪の範囲内で決定を採択し

処分を発する。

第w嘩{決定等の破棄権)

地方人民代議員会識の執行委員会は、下級の人民代議員会畿の執行委員会

の沙定およぴ処分を破棄する権利を有する。

第150条〔執行委員会の改選]

地方人民代議貝会議の任期が欄了したとき、これらの執停委員会は、新し

〈招集される人百て疑員会議による執有委員会の遺品まで自らの権限を維持

する。

第151条〔執行委員会の郁採 89年10月改正1

執行委員会の琢謀は、遭および州人民代議員会畿、ならびに自治州およぴ

自治区、地区、市およぴ市内区の人民代援員会議によって形成さオL 自らの

情動において、会議および執行妥貝会、対応する上級国家管理機関に従属す

る。
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第8.ロシア共和国の経済祉会発農園家計画 ロンア共和国の園家予算

第19隼 ロシア共和国の経済ー社会発展国家計画

第152条[国家j計画の.'"

ロンア共和国の経精社会発展国家計画は、ソ連邦の経済社会発展固家

針闘の構成部分であるe

ロシア共和圏の現在および将来の経済吋社会発展国家計画は、ソ連邦の経

済 社会発展の基本的稼題および方釘に従ぃ、共和国の領土で総合的な経

済社会発展を保障する巨的を有する。

第153条[周家計画の課題〕

ロシア共和国の経済 社会発展圃家計画は経済および唯会文化漣設の

分野における課題を定め、ロンア共和国領土上における特凱l総合プログラム

ならぴこ国民経済の諸郷門および経済特区の発展計画を含み、そのなかにロ

ンア共和国の構成節分である共和国、道、州、自治州およぴ共和国直傍市の

経演社会発展計画を包括する。

第154条[圃家計画の策定 90年12月一郁改正]

ロンア共和国の経済社会発展園家計曹は ロシア共和聞の省、園家委員

会およびそ¢他の国家管理機関 ロンア共和国の構成部分である共和国閣僚

会議ならびに地方人民代議員会畿の計画案に基づき ロンア共和国閣僚会議

によって策定される，

ロシア共和国の経済社会発展臣家計幽には ロシア共和国の領土ょに存

在する速邦管事事の企業、施設さヨよぴ閏惜の計画の基本的指標が含まれる。

経済・社会発展国家針園の策定は、企業、施民団体およU唯会図惜の詩

集団の提案を考慮にいれて行われる。

第155条[国家計画の承認 91年 5月改正〕

ロンア共和国大統領は、ロγ ア共和国¢経済社会発展国家計画を、ロン
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ア共和国最高会織の審理に付す。

ロンア共和国最高会識は ロンア共和国大統領の報告およぴロシア共和国

最高会議の委員会および院の常任委員会の結論に基づき、ロンア共和国¢経

済社会発展圃家計画を討議し、承認する。

第156条[国家計画の執行〕

ロンア共和国閣僚会議は、ロンア共和国統経済社会発展園家計画の執行

を組織し、計画規律の強化のための措置をとる。

第157条〔臣家計画執行の報告〕

ロンア共和国η経済社会発展国家11"1画の執行に関する報告は ロンア共

和国最高会議によって審避され承認される。計画執行の 鮫""旨標は周知

させるために公表される。

第20章 ロンア共和国の国家予算

第15氾条{予算システム 9c年12月改正]

ロンア ソピエト連邦社会主義共和国の国家予算ンステムには、それぞれ

自立した続分として、ロシア共和国の共和国予算、ロンア共和国の構成部分

である共和周の予算、自治州および自治区の予算 ならびに地方予算が含ま

れる。

第159条【共和国予算の統合 90年12月削除}

第160条{予算に閲する法律〕

ロV ア共和問の共和国予算 ロンア共和圃の構成部分である共和国の国家

予算および地方予算の閃の ロンア共和凶国家予算の歳入およぴ食出の配分

は ロンア共和国 ロンア共相国の構砂部分である共和国およぴ地方人民代

議員会織の予算権に関するロシア共和国法によって定められる。

第161条【予算の編成承認 90年12月改正、例年5月再改，iE)

ロンア共和箇箇家予算はロンア共和国関僚会議によって娼成され ロンア
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共和国大統領の提案に基づき ロシア共和国最高会識こよって永認される。

第162条[予算執行の報告}

ロンア共和国国家予算の執行に関する報告は ロシア共和国最高会議に

よって承認される。予算執行の般的指療は、周知さぜるために公表される。

第9.裁判および検察監笥

第;21章 口ンア共和国の裁判ンステム

第163条[裁手所のシステム 91年5月改iE)

ロンア共和国におけゐ裁判は、裁判所によってのみ行われる。

ロシア共和国の毅申Ijyステムを構成するのは、ロンア共和国憲法家判所、

ロシア共和厨最高裁判所、ロンア共和国最高仲裁裁判所、ロンア共和国仮構

成部分である共和国の最高裁判所および最高仲参蕊判所道州およぴ市の

裁判所およぴ件数裁割j所、ならびに自治州 自治区および旭区(市)の人民

裁判所である。

ロシア共和困の我事j所およぴロンア共和国の仲裁裁1問所の咽織およぴ活動

手続は ロンア共和圏の法律およびロンア共有l閏の領土上で作用しているソ

逮邦の法律によって定められる。

第164条[裁判官の選出 89'手10月改正、以年12月 部追加、例年 5月再改正]

ロンア共和国のすべての裁判所は、裁判官および人民参審員の還挙制の原

則によって形成される。

地区ぐ巾)人民裁判所の人民裁判官は、対応するロンア共和国広携成部分

である共和周の最高会議、選、州、ならびにモスクワ市およびレニングラー

ド市の人民代議員会議、ならぴに自治州およぴ自治区の人民代議員会織に

よって選出される。

道州 モスクワ市およびレニングラ ド市の裁事所および仲裁裁剰所の
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裁判官は ロンア共和国最高会議によって選也される。

ロンア共和国最高裁判所、ロンア共細国同最高仲裁毅判所 ロンア共和箇の

構成部分である共和国の最高裁判所およひ9最高仲裁裁判所 ならぴに自治州

および自治区の裁判所怠よぴ仲裁裁判所の裁判官は、それぞれロンア共和国

段高会議 ロシア共和国の構成部分である共和国の最高会誌ならぴに自治

州およぴ自治区の人民代続貝会議によって選出される。

地区(市)人民裁判所の人民参審員は、居住地または職場の市民主義会で選

出され、上級裁判所の人民参審員は、対応する人民代議員会議によって選出

される。

すべての裁判所の裁判官の任期は10年であるo すぺての裁判所の人民参審

員の任期は5年である。

裁判官および人民参審員体 自らを選出した機関または有権者に対して責

任を負い それらに対して報告する。裁判官および人民参審員は法律の定

める手続に従い、リコールすることができる。

第165条〔憲法気判所最高裁判所最高仲裁裁判所 ω年10月改正、 91年5

月再暗正]

ロンア共和国の憲法裁判所は、ロンア共和国における憲法統制の最高裁判

機関であり、憲法訴訟釘形態で裁判惰力を行使する。ロンア共和国憲法裁判

所は15人の裁判官で構成される。

ロンア共和国最高毅判所はロγア共布図の最高裁判機周であり、ロシア共

和国憲法裁判所およびロンア共和国仲裁裁判所を除き、ロシア共和国の裁判

所の裁判活動に対する監督を行うa ロシア共和国最高裁判所は ロンア共和

圏最寓裁判所の長官、長官代理および犠判官ならびに人民参審員からなる。

ロシア共和国の最高仲裁裁判所はロ y ア共和国の最高経済裁判機関であ

り、ロンア共和酉伸哉書先制所わ裁現活動iこ対する監督を行う。ロシア共和国

絞殺高仲裁裁判所は、ロンア共和国最高仲裁裁判所の長官、長官代理およぴ
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裁判官からなる。

第166条[合議制人民参審貝]

す〈ての裁判所における民事および刑事事件の審理は合自民制で行われ 第

審の裁判には人民参審員が参加する。人民参審員ほ裁手権¢行使に際し

て、裁判官左伺ーの権利を有する。

第167条(裁判官の強立性 89年10月改正〕

家判官および人民参審員は独立であり、法律にのみ従う。

裁判官および人民参審員には その権利およぴ義務の障害なき効呆的実現

のための諸条件が保障されるp 裁判権の行使に関する裁判官およぴA民参審

員の活動に対するいかなる子捗も許きれず、法律により責任を関われる。

裁判官およぴ人民参審員の不可侵性、およびその独立性のその也の保晴は、

ソ連邦裁判官地位法ならびにソ連邦およびロンア共和国のその他の法律的決

定によって定められる。

第168条[当事者の平等例年 5月改正〕

ロンア共和国における裁判は 法律および象判所の摘における当事者の平

等の原則に基づいて行われる。

第169条[裁判の公開性J

すべての裁判所における事件の審理は公開で行われる。裁判所の秘密会識

による窃件の審闘は、法律によって定められた場合にのみ、訴伝子続問すべ

ての規則を遵守したうえで許されるa

第170条〔被告人の防御橋]

被告人には防御権が保障される。

第1刀条〔法廷言語}

ロシア共和国における訴訟手続は ロンア語、またはロンア共和国同機成

部分である共和国、自治州 もしくは自治区の言語、もしくは当敵地域の住

民の多数が用いている昔話で行われる。訴訟手続で使用されている言語を習
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得していない事件の参加者には、事件の資科について完全な知識を得、通訳

をとおして裁判過程に参加し、裁判所で母語で発言する権利が保障される。

第172粂[無罪推定原則〕

いカなる者も、裁判所の判決に基づき、法律に従うことなしに、犯罪の実

行について有賓と認められ刑事罰を受けることはありえない。

第'"条〔弁護士会)

市民および団体に法律的援助を提供するためiこ弁護士会が活動する。法律

の定める場合市民~，法律的援助は無償で行われる。

弁護士切組織および括動手続は ソ連邦およびロシア共和国の法律によっ

て定められる。

第174条〔訴訟参加〕

民事および刑事の訴訟手続には、社会固体およぴ労働集図の代表の参加が

許される。

第1布条 (j中裁委員会 9J年 5月削除)

第包重量輸察庁

第176条〔検察監督 9年l'月改正]

地方人民代議貝会議、その執行処分機関、省およU庁、その他の国家的

および経済的会管理統湖j機関 その管稽を問わず企業、施設団体およぴ

合同、社会固体および社会運動公務員ならぴに市民Jこよるロンア共和圃領

土上て作用している法律の正格かっ一様の執行に対する最高の監督は、ロシ

ア共和国検事捻長およびそれに従属する検察官によって実施される。

第177条〔検察官の任命 9旧年12月改正〕

ロンア共和国検事総長はロシア共和国最高会識によって任命され、ロンア

共和国人民代蔵貝大会の承認を受け、それらに対して報告義務を負号。

ロンア共和圃の織成に入っている共和国の検事は、当該共和圃の最高権力
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機関句同意を得てロシア共和国検事総長によって任命きれる。

ロンア共和国の領土上のその他の検察官はロンア共和国惨事総長によって

伝命される。

第178条[任期〕

ロノア共和国検事およぴすぺての下級の検察官の任期は 5年である。

第179条[検察機関のンステム 9c年12月改正〕

ロンア共和周の検察機関は統ーしたンステムを構成し ロンア共和箇検事

総長にのみ従属し い効なるものであれ地方機関から独立して自らの権限を

行使する。

共和国によってソ連邦の管絡に引き獲された諸問題、ロシア共和国の主権

の擁護 ならびにソ連邦および他の共和国との相互関係におけるロシア共和

国の利益の保護に関して採択された金連邦的な法律の執行に対する監督の話

勧に際しては、ロシア共和固有命事総長はソ連邦の検察庁と栂互協力する。

第10編 ロシア共和園の国軍・回統・国歌および首都

第180条{回章]

ロンア ソピエト連邦社会主義共和国の圃煮は 太昂の光を訟ぴ変遺に閉

まれた赤色を背景に鎌とハ〆マ を摘き 'PCφ四」および「方菌の労働者

回結せよ」と配したものである。固章の上部には五望星が備かれる。

第181条〔国旗]

ロンア ソビエト連邦社会主義共和面白国旗は、亦ぃ長方形の布で作られ、

その隼杭測の旗の横帽の 8分の lに相当する部分にライトブルーの上下旬帯

をもっ。赤い布の左上の隅に金色の鎗とハンマーカ匂古かれ、その上に金色で

縁どられた亦い五芝昼が繍かれる。旗の縦横の比は 1対2である。

第182条[周歌〕

ロンア ソピエト連邦社会主義共和酉の圃歌は ロンア共和固最高会議幹
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部会によって承認される。

第'"条{首都 91年5月改正]

ロンア ソピエト連邦社会主義共和国の首都はそスクワ市であるa 首都の

地位、ならびにモスクワ市の権力 管理機関η構造および権限は、ロンア共

和国の法律によって定められる。

第11個 ロシア共和国憲法の効力およびその改正手続

第184条[憲法の最高性〕

ロンア共和国国家諸機関のすべての法律およぴそ侭他の法令は、ロシア共

和周憲法に基づき それに適合するかたちで制定されるe

第185条〔憲法改正 89年同月改正]

ロシア共和国憲法の改正依 ロンア共和国人民代議員大会において、ロシ

ア共和直人民代議員総数の3分の2以上の多数によヮて採択される決定に

よってなされるe
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付Z 主権回家温邦条約案(1991年8月15目公表)

[註 これは4次案である。それは3次突をー部修正したものであるが下線

部は 3次案に追加齢除。変更を加えた部分である。なお 1次案は拙稿『ソピ

エト連邦体制の動指と新連邦粂約への道， (哨戸法学雑誌，40巻 4号、 1991剤、

2次乗は、拙著『ペレストロイカとソ遣の国家構造a西神岡編集室、 1991年)

の拙訳参照〕

この条約に調印した諸国家は それらによって宣言された国家主権宣言に依

拠し、民族自決権を承認し

諸人民の歴史的l'運命づけられた緊密な関係を考慮にいれ、 19凹年3月17日

の人民投票で表明された連邦の維持と絹新に向けられた人民の意思を遂行し

友好と調和のうち6こ生きるこkを志向し平等な権利のもとで協力すること

を保障し

各個人の全面的発展と その権利およぴ自由の確固たる保証のための条件を

つくることを望み

詩人民釘物質的福祉およぴ精神的発展、民族文化の相互豊富化ならびに全般

的安全保障拡配慮し

過去の教訓に学ぴ、制唱の生活と金世界の変化に注意を弘い

新しい原理に基いて、連邦のなかで自らの関係を形成することを決定し、次

のような条約を結んだ。

1 基本原則

1 条約の参加固である各共和国は 主権国家である。ソピエト主権共和国連

邦にCCP)は主権を有する民主的連邦臣家であ旬、平等の権利を有する共和

国η繍合の箱果形成さn、条約参加国が自発的に分与した権限の範囲内で国家

権力を行使する。

2 連邦を構成する諸国家は、自らの発展に闘する金問題を自主的に決定する
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権利を維持し、その領土上に居住する全人民の平等な政治的諸権利ならぴに社

会。維務的および文化的発展の可能計性を保障する。条約参加国は 会人類的価

値と民族的価値の結合の原則に依拠し、人種主義、ショーピニズム、民族主義

および人民の権利を刷版するあらゆる試みに対して決定的に反対するであろ

う。

3 逮邦を構成する諸国家は、菌速の世界人権宣言およぴそ刷血の一般的に認

められた国際法規範に従い、人権の優越性を最重要原則とみなす。すべての市

民には、母語の学習使用の可能性、情報への支障なき緩近、信教の自由 な

らびにその他の政治的、社会経済的および個人的諸権利および諸白酎鴨障

される。

4 逮邦を構成する諸国家は、市民社会の形成のなかに、人民および各人の自

由と福祉の最重要の条件をみる。これらの諸国家は所有形轡と経営方法の自

由な選択、盆速邦市場の発展、および社会的正義正保護の諸原買の実現に基い

て 人々の要求を前邑させるよう努める。

5 連邦を病院成する諸国家は完全無欠の国家権力を有し 自らの民族的国家構

造、行政地域区分および権力管理機関のンステムを臼主的に決定寸るp こ

れら諸国家は、自らの権限の書誌を その構成部分となっている条約参加国に

委佳することができる。

条約参>0恒は、人民代表制およぴ人民の直接の意思表示に基く民主主義を

般的 e 基本的原則正認め、'"体主義およひ専横へのあらゆる傾向を阻止する保

障となる法的国家の創設をめざす。

6 連邦を携成する賭囲家は 民族的伝統の維持およ乙発展、ならびに教育、

科時および文化の国家的援助を最量要な課題の一部とみなす。諸周家は、建邦

および金世界の諸人民の人道主義的精神的価値の集中的な交流を行い、相互

に豊かにするよう助成する。

7 ソゼエト主権共和国連邦は 国際関係において、主梅田家すなわち国際法
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上の主体であり ソピエト社会主義共和国連邦切継承者として行動する。国際

舞台におけるその主要な目的は、強固な平和 非武義化、核その他 η大量依壊

兵器の廃棄、ならびご人類のグローバルな諸問題の解決のための諸国家の協力

と諸人民の連帯である。

連邦を構成する諸国家は 国際的共同社会の完全な権利を有する構成買であ

る。それらは、諸外国と直接¢外交領事商業その他の関係金総退久ぞれら

と金権代表を交換し、園際条約を締結し、国際組織の活動に直接参加する権利

を有する。ただし、加盟国家のいずれかの利益およぴそれらの共通切利益を侵

害したり ソ連邦の匝際的義務に違反してはならない。

2 連邦"構惜

第 1条連邦¢構晴圏

国家の連邦ヘグ初嘩は自発的に決定される。

連邦を網開成する諸国家は、直接にまたは他の共和国の構成固として連邦に加

盟する。このこ左はその権利を侵害するものではなく また条約に基づく義務

を免除されるものでもなu、
一方カ他方の構成固になっているこつの国家聞の関係は、それらの聞の条約、

その一方が構成園左なっている固家の憲法およびi呈墾主主によって規制され

る。 E主主主塑盟主主，."(は 連邦(フェジエラーッィア)条豹、その他の条

盆主主主エ呈重量主主2主埋盟主皇主三

進邦は 条約を承認する他の民主的国家がそれに加入するための門戸を闘い

ている。

連邦を構成する諸国家は 条約参加聞によって定められ連邦の憲法および

法律によって留証された手続に従い、そこから自由に脱退する権利を維持する。

第2条遺邦市畏権

連邦に加盟している園家の市民は、同時に連邦の市民でもある。
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ソ連邦の市民は、連邦の憲法、法律およひ咽際条約によって霞柾された平等

の権利、自由および義務を有する。

第3条遭邦の領士

連邦の領土は、それを構成する全国家6領土から成る。

条約η参加国は、条約の調印暗にそれらの聞に存在する園境を承認する。

連邦を構戒する圃家間の閏墳は、それらの合意に基いてのみ変更することが

できるが、他の条約参加国刀手益を侵害してはならない。

第 4条連邦を構成する国家聞の諮問係

連邦を構成する圃家間の務関係は、本条約 ソ遠賀態依ならぴ6本条約に矛盾

しないその他釘諸条約および官協定によって規制される。

条約の参加国は平等 主権およぴ領土の続性の尊重、内政;P'干渉、あら

ゆる鉛争佼平和的手段による解決、協力、相互援助ならぴに連邦条約および共

和国聞協定による義務の誠実な履行に諺いて、連邦の構成固として自らの相互

関係をうちたてる。

連邦を構唱する諸国家6ムお互いの聞で力およぴ力による脅迫を洞b吋2 お

主いに領土句統一位を侵害せず、[自らの笥十十に外阿の軍隊および軍事接触

o"，，，，主畳主主二型車]連邦の目的に矛盾し また連邦を構滅する諸国家の利

益に反する協定を緒ぱなし嘩務を負う。

例外的な絹合の墨色の園民経済的課題の解決へ筑参加 自然災害および環噛

破局釘被害の除去活動への参加 ならびに非常事態体問削に関する法律に定めら

れた場合を除き、国内でソ連邦国防省の軍事象[3次繁一「ソ逮寧， {内務省軍、

H~B.などを含まないことを明確にするための修正一註刊を使用することは

許されなし。

第5条ソ連邦の瞥柚領鋪

条約の参加園は、次のような権限をソ連邦に分与する。

① 連邦およびその構成主体の主権およU領土の統一位η擁襲、宣戦布告お
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よぴ言語話条約の締結、ならぴこ防衛の保障 ならびにソ連邦乃軍隊、国境警

備隊特致(政府指信搾術工掛およびぞの仙の)の部隊、内務軍および

鉄道部臨誌の唱導ならびに事噛および軍事封技術の考案およぴ生産の組制じ4主

主主量豊ゴ1監
②連邦勿臣家安全保障、連郊の画境経済示娘、領海およぴ領空管理体制

の確立ならびこ防衛、共和国の保安機関の活動η重重主主主調整

③ 連邦の外交の実施および共和園の外交信動T調整、外国および圏際組織

との関係における連邦の代表権、ならびに連邦の国際条約の締結

④ 連邦，対外経済活動グ実猫および共和国釘対外経済活動の調整、国際的

会経済および金議組織における連邦の代表権 ならびご連郊の対外経聞協定

の締結

⑤連邦予算の承認およU哨行、通貨発行の実施逮邦の金準備 ダイヤモ

，ドおよび外貨資産の保管、宇宙研究航量管制 ならぴこ通信情報測

地地図製乍度量衡標準規格主主立主主の金連邦システムの指準なら

ぴに孫子力エネルギの管理

⑥連邦憲法の努択ならびにその改正およぴ追加、連邦の権限の範囲内での

法律の制定、共和国と合意した諸開題に関する基本法の制定、ならびに最高

憲法統制l

②連邦の法保護機関抗指導、ならびご犯罪Eの闘争仁左ける連邦および共

和国の法保護機関の活動の調整

第 6条連邦および共和国の共F暗結領域

連邦および共和国の国家権力 管理機関は共同で次の権限を行使する。

①本条約およぴソ違憲法に基づく連邦の憲法体制の擁護 ソ連甫民の権利

およぴ自自の保障

②連邦の軍事政策の決定防衛の組織化およぴ保悔のための処策の実施

徴兵および異聞現務の統手続の動定、国境地帯における管理体制の確立、
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共和国領土上における部隊の活動および軍備の展開と結ぴついた諮問唱の決

定、国民経済の動員準備の組織化、防衛複合体の企業の管理

③ 連邦の国象的安全戦略の決定および共和国の国家的安全保障、対庖する

条約参加国の同意に基づく連邦の国境の変更、固家機管の保護、連邦の範囲

外に持ち出すことのできない戦略的資源および裂晶の')ストの決定、環境の

安全の分野における一般的諸原則および藷基準の制定、ならぴこ核分裂およ

び放射性の物質の受容、保管およぴ利用の手続η制定

@ ソ連邦の外交輝線の決定およびその実施の統制、国際関係におけるソ連

邦市民の権利および利益、ならぴに共和酉の権利および利益の係議、対外経

済活動の基本原則の制定、国際的な借款および信用に関する協定の締結およ

び連邦の対外債務の規制、統 凶税業務、ならぴに連邦の経済水域および大

陸棚の天然の富の保護および合理世利用

⑤連邦の社会経済的発展の戦略の決定および盆連邦市場の形成のための

籍条件の創造共通の通貨に基く統金融信周貨幣租説、保険および

価格政策の実施、連郊の金準備、ダイヤモンドおよび外貨資産¢創設および

運用、会連邦プロジェクトの作成および;実施、連邦予算および宣室主畳与通

貨発行広執行に対する統制、地域開発および自然災害大事故の場合の救援

のための金連邦基金の創設戦略的備蓄の創設、ならびに統一的な金連邦統

計の管理

⑥燃料エネルギー資震の分野における統ーした政策およびパランスγ

トの作成国のエ不ルギ ンステムならぴに幹線パイプヲイ Jおよび金連

邦の鉄道 航全水逮輸送の管理、自然J利用環境保護瞥医ー主L呈査藍垂

病および植物検疫に関する基本原則の市定、ならぴ ζ水産業および共和国間

レベルの資欄の管理分野の行動の調整

⑦ 雇用、移住、労働条件、堂賃塑塑ヱー労働安全、社会保険、国民教育、保

健、生lfi:lJ:ぴー主主ニ之の諸問題に関する社会政策の韮圭豆型i旦主重三L韮
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二圭車止の嗣定、 つの共和国から他η共和酉への移住の盟主主主金主-'-'

皇室二工呈呈旦盟主旦斗年金保障およびそ句他 F社会保障F維持の基本原

周の則定、ならぴに所得スライド制および最低生活保障の統一手続の劇定

③ 基礎科学晴究の組織ヒおよび務学技術直歩η奨励、科学およ U教育要貝

の養成およぴ資格認定の一般的諸原則および諸基拳"伽定医療物資およぴ

長術の利用の一般手続の決定、民族文化の発展およぴ相互豊富化沼助成 な

らびに少数民族の古来F 居住環境の保存およぴそ句経済的 文化的発展に必

裂な諸条件の創造[3次案は「創造J 0);音が欠落していて文章.""fて完令だっ

主j

⑨ 連邦の賀控除および主主偉 大統領令およぴ連邦の権限F範凶内で採択され

た諸決定の遵守刀統制、金三重邦力刑事統計 情報システムの制問、複数の共

和固の領土上でなされた犯罪との劉い¢組織化、矯正施設の統}組織体制の

確立

第7条連邦国家機関松権限および連邦・共指圏¢国家機関の共同情曜の行使手続

共阿権限に関わる諸問題は、連邦およびそれを構成している諸臣家の権力

管評機関によって、合意、特別の協定、ならびに連邦共和国基本法およぴそ

れに対応した共和国の法律F採双の方法で決定される。逮邦機関句権限に関わ

る諸問題は桓邦織測によって直接に決定きれる。

第s条およぴ第 6条が、連邦広権カ管理機関杭独占的管踏または嘩邦共

和国務機関の共同管絡に直後帰属させていない諸権限は共和国の管帽に残さ

れ 共和国によって自宇'_mHこ または共和国側の二困問および多国間協定に基

づ".て行使される。条約調印後、連邦および共訓固の管理諸機関同権限のしか

るべき修正がなされる。

条約参加国は、全速邦市揚句生成にli:.;じて、経済に対する直接の国家管理の

領域が縮 jするという前提に立つ。管理諸機関の権限の範囲の必要な再配分ま

たは変更は、連邦を構成する諸国家の同意によって行われる。
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連邦機関院権限の行使 または連邦 共和国の諸機関の共同権限の領域にお

ける権利の行使および義務 F履行に関わる路同閣につし吋の鉛争は 働議手続

によって解決される。協議が整わないときは紛争は連邦憲司長裁判所の審理に

付される。

連邦を構成する諸国家は、連邦諸機関の共l司の釆成 ならびに諸決定および

その執行の特測¢合意手続をとおして、連邦噛畑¢権限の仔使に参加する。

各共和国は、連邦との協定の締結の方法により、自らの権隈¢一部F行使を

連邦に追加的に委ねることができる。他方で連邦は、全共和国との合意により、

一つまたは若干の共和国に、自らの権限の一部のその共和国における行使を、

委ねることカできる。

第 8条 街有

逮郭およびそれを構成している諸国家は あらゆる所有斎態の自由な発展お

よび保護を保障し統金連邦市場の枠内で 企業およぴ経務組織が機能する

ような諸条件を創造する。

土地、地下資源水域、その他の天然資仮および動植物界は共和圏の所有

に属し、その諸人民の奪うことのできない財産である。その利用 占有およぴ

処分(所有権)の手続は共和国T法律によって定められる。盟主旦主主旦E重

土にまたがる資頑に闘しては 所有権は連邦の法律によって定めら性'0
連邦を構成する諸酉家は、連邦の権力・管理機関に与えられた権限の行使の

ためにる嬰な国家的所有F対象を連邦のためド確果する。

連邦の宜主i立主主二宝里斗の下にある財摩c3次婁ー「国家的所有，1

は f連邦を構成する蹟国家の共有であり 削除] 後進地続η発展の加速じを

含め、それらの共同の帯1益6たために利用きれる。

連邦を構成する諸国家は、本条約の締結時こ存在する連邦の金準備、ダイヤ

モンドおよび外貨資産)ついて自らの持分権を有する。貴金属¢今後の蓄積お

よび利用へのこれら諸国の参加は、特別の協定によって定められる。
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第 9条連邦の租圃および公保

連邦6こ委観された権限の行使と腐遮した護施予貨の支出の財原確保のため、

重型豆量且士る支出項目に業づき、諸共和閣との合意に基づC'-てまめられる固

定比率による銃一連邦務および会規が宇められる。

金連邦プロジ.クトは 関係共相聞の分担金およぴ連邦予算からの財濠によ

るm 全連邦プロジヱクトの樽樽および使途は社会 経済発展の諸指標を考慮

にし寸1て連邦t諸共和周聞の協定によって規制される。

「3次案」連邦の国家財政およぴ連邦の権限，仔使と関連したその他の支出

のEオ原確保のため 諸共和冒との合意ごよって定められた金額の範園内で連邦

釘租税および公濃が定められるn また全連邦プロジ.クトのた必の4円相合"安

められるがその拠模および使途は、社会鰐肩書発展の諸椅探を考慮にu、れて

速邦および諸共和圏の協定によって銅制されるj

第10条 連邦軍.

連邦憲法は本あ約に集づ員、ぞれに矛盾してはならない。[3次実ト一本条約

且星豊重量E墨聖主皇呈i
第11条法律

連邦の法律ならびに連邦を構成している諸国家の憲法およぴ法律は、本条約

の諸規定に矛盾してはならなb、
連邦管騎の諸問題に関する連邦の法律は最高性を有L 共和屈の領土上でそ

の執行が義的づけられる。

共租国の法律は、連邦管絡に関わるものを除いたすぺての問題について そ

の領土上で最高性を有する。

共和国は、連邦の法律が本条粥に違反し その権限広範囲内で採択された共

和国の憲法または法律に矛盾する場合 そη領土上で逮郊の法律の効力を停止

し、それと異議を申し立てることカできる。

連邦は、共和固¢法律が本条約に違反し、そ¢権限の範囲内で係択された連
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邦の憲法または法律に矛盾している場合 それに異議を申し立て その効力を

停止することカできる。

働争は連邦癒法裁判所の審理に付され ぞれは 1カ月以内に最終的決定を採

択する。は次実}これらのこっ釘場合に紛争は箇議曙明によって解決され

るか、または連邦憲法開所の審理現に付されるJ

3 連邦の諸積蘭

第12条連邦路樹聞の形成

連邦の権力 管理諸機関は、連邦を構成する諸国家の人民およぴ代表の自由

な意思表示に基いて形成きれる。それらは本条約およぴ連邦憲法の諸規定に厳

格に従って行動する。

第13条 ソ連邦最高会議

共和国院およぴ連邦院の三院から成るソ連邦最高会議は、連邦の立法権を行

使する。

共和国院は 共和囲の最高権力機聞が派還する共和図代表によって構成され

る。共和国および民放地域構成体には共和国院において それらが本条約

調印時にソ連邦最高会議民族院において有している議席第L以上の議席が維持さ

れる。

連邦に直接加盟している共和園から派遣されているとの肢の全代議員は、問

題の決定に際して全員で 票を有する。代表¢選出手続およぴその選出比率は

共和国商の特別協定およぴソ連邦の選挙法によって定められる。

都目院は、全国の住民により、等しい有権者敏で分けられた選挙区毎に選出

される。その場合条約多加国であるすぺての共和国に連邦院への代表の派遣が

保証される。

連邦最高会議わ洞院は、合同でソ連憲法を改正し、新しい国家のソ連邦への

加盟を極め 連邦抗内外政策の基本原則を定め 連邦予算およびその執行に関
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する報告を承"し 宣戦を布告し 講話条約を緒ぴ、連邦の周壌の変更を承認

する。

共和国院は 連邦夜間の組織および活動手続に関する法律を採択し、共和闘

簡の諸問係に闘する諸問題を審議L、ソ連引の国際条約を批准し、("呈墾璽

量韮塑宜主量也--且監]ソ連邦内問の構成員の任命に同意を与える。

連邦院は、ソ連市民の権利および自由の保障カ問題を審理し、共布箇院の権

限に属する事項を除き、すぺての問題について法律を採択する。連邦院によっ

て採択された法律は、共和国院の賛成を得て発効する。 i重韮阜1:.):三エ塁塁

きれた法律が共和国件の替慮を得られなかった場合は違邦院で再議に付され

三(7)!li'r:0)3生""以上の賛成瀧票カ得られたときに法律として発効するロ 郁

墜]

第14条 ソビエト主権共和国連邦大統領

連邦大統領は連邦の国家元首であり、最高次処分 執行権力を有する。

連邦大統領は 連邦条約、ソ違憲法およ廿ノ違邦の法律の遵守を保障」ソ

連軍の最高剥令官であり、外国との関係において連邦を代表し、連邦の国際的

表滞の履行を統制する。

大統領は、連邦市民こより、普通 平等 理主接選挙権および秘密投票制に基

いて、 5年の任期で選出される元久連続して'"を超えることはできない。連

邦全体および連邦を携成する諸国語誌の過半薮において、投票に参加した有権者

の過半数の票を獲得した長補者が当選とみなされる。

第15条 ソ連邦副大統領

ゾ追邦副大統領は ソ連邦大統淵とともに還出される。ソ連邦副大統領は

連邦大統領匂委任に基いてその個々の機能を遂行L、大統領の欠けた場合およ

び大統領が自らの職務を行うことカ不可能な場合に、ソ連邦大統領句職務を代

行する。

第16条 ソ連邦刷咽
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連邦内閣は、 i主垂塑豆二型盟連邦の執行権力機関であ旬、連邦大統領に

従属し、最高会議に対して責任を負う。

閣僚会織は、連邦旬最高会自民'"哩墜の合意のもとに、連邦大統領によっだ

形成きれる。

連邦内閣の活動には、共和国政府首班も表決権をもって参加することができ

る。

第17喋 ゾ連邦憲法裁事"

Z塁王E墾量垂型里些ムソ鼻邦大統領およびソ連邦最高会館の各昨仁よって

平等原則に基いて形成きれるn

連邦憲法裁判所は、〉連邦およぴ諸共和国の法律的決定、連邦大統領および

諸共和国の大統領の命令、ならぴご連邦拘閣の規範的法令の 違邦条約および

連邦憲法への適合性の問題を審理し、連邦と共和国の陶およむ共和国相互聞の

紛争を解決する。

第18条 サユ ス(フェジエラーツィア) [一連邦の怠}畿判所

サユ ス(フェジニLラーッィア)裁判所とは、ソピエト主権共和国連邦最高

裁判所、連邦最高仲家裁判所および連邦軍裁朝所をいう。

連邦最高裁判所およU連邦最高仲裁裁宇所は、連邦グ権限の範囲内で裁判権

を行使する。審者共和国の最高裁判機関および最高仲裁機関の長は 職務上当然

に、それぞれ連邦最高裁判所および逮邦最高中裁家判所の構成員となる。

第19条ソ連邦検察~

連邦の法律的決定の執行に対する監督は 速邦検事総長 諸共和国検事総長

(検等)およびそれらに従属する検事によって行われる。

連邦検事総長は連邦最高会織によって任命されそれに対して報告義務を

負う。

諸共和国検事者生長{検事)は、共和国¢最高立法機関によって任命きれ、職

務上当然に連邦検察庁協調限会の構成員左なる。言者共和国検李総長(検事)は、
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連邦唱の執行を監督する活動においては、自らの国家の最高立法機関とともに

連邦検事総長にも報告義務を負う。

4 最笹規定

第20条連邦の民族間交瀧語(3次案」ノビエト主循共和園連邦の公用語}

諸共和国は自らの固鍔(単数および複数)を自主的仁決定する。条約の参加

国は、ロシア語をZ呈塑E旦隼盟交流貨(3次案ー連邦勿公用語]と認める。

第21条連邦の首認

連邦の首都はモスクヮ市である。

第22条 連邦の国軍的象徴

ゾ連邦は、圃挙国旗およ乙国歌をもっ。

第"条条約の発効

本条約は、連邦を構成する諸画家σ最高匝家権力機闘の賛戒を得て、その全

権代表によって調印された時かち効力を発する。

本条約を調印した国家ことって その日から1922年のソ連邦結成条約は失効

したものとみなされる。

本条約に調印した国家にとヮて、条約の発効のときから 最恵国待遇が実飽

きれる。

ソビエト主権共和国連邦と、ソピエト社会主義共和国連邦の構成員であるが

本条約には調印しなかった共守口固との問係は、ソ連邦の現行法ならぴに梱宣の

義務および合意に基〈規制に服す。

第M条条約に基づ〈責任

連邦およびそれを構成する諸国家は 受諾した義務次履肝に対して相互に責

任を負い、本条件の違反によってひきおこされた損害を賠償する。

第窃条条約凶変更および補充手続

本条約またはその個々¢規定"，連邦を構成するすぺての周家の同意を得て
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のみ、破棄 変更または補充するこ左カ守できる。

必要な場合条約に商印した国家聞の合意に基づき 条約への付属文書が探

択される。

第お条遭邦の最高機閣の継承

臣家権力 管理の塞里笠静昭彦性の保証のために ソピエト社会主義共和国連

邦の最高立法 執行および裁判機関は、ソビエト主権共和国連邦の最高国家権

力機閣の需成まで、本条約およびソ連郊の新憲法に従い、自らの権限を維持す

る。
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付 3 新a邦条約草 案の比較(主要な変化のある部分のみ)

(公表，) '*案(目。 2止9案) (由， - 36次2案7) 〔91 4次烹'"
11 -24) ，- 8 -15) 

条約名 連邦条約 主邦条権約共和国連 ヨ条じ約倍固家連邦 主品約権国家連邦

連邦の名称
主和権国ソ連ピ多エト cccr ソビエト主権 共ソ和ピ国エ3ト烹権
失 R 共和国連邦 連邦

脱 退権 規定なL 脱退檀あり 脱退椎あ句 脱退権あり

参加国岡圏構 規定なし 現固壇承也 現国境承宮 現国境承芭

軍障圏内世用 規定なし 蝿定なL 原則慣用禁止 席則憤用禁止

連邦昔轄
連邦防憲法安採全択保 3に次同案じt基 本

障宣国 眠布告ー帯 航的象情空直管加制 気

和

連連坊邦ηの外対交外 経

講話働

遺連憲金貨法邦準統発予備行制算等の保

策科共動治整安学乃調政整犯策罪の対調

基の本和調楼国整制対定外活
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エ量輸壇ネルギ

環保護
費働・社会保障

憲文少化数楼民教法核育律保科統護湖学

共同割管問館漕、のI連岡調整到邦f;¥!甥機Z易L構関の創の設共 1次宰と同巳 I協立法定・合意・ I3.)f，需と同じ

劫争の解決
協連議邦憲手法続象車所

l次宰と同巳 I ，次宗と同じ 11<1:.案と同じ

所有権

連使土源共連和邦妨邦地は所国げ基の有所な天本権も有い然帯的限保資仁付 土源共連連金防邦邦共和資地は和所産の置蕃有冒極等所支本法のも限有燃確的門持行保で費仁使? 財土d逮伺は京共産邦祈地共和有稿和管国用天刻園手所係財の続有資産央等

金は共資和産酉等法ので持分

組 視 共制和国自主説 共刷j和国自主税 連固と邦の税合意(共)和 連項邦説{支出

連邦税 遮国左邦の税合意(共)和 共連園邦と和B合支別園意出6に)統共よ淵和る
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法 律 共和園管膳共
和固法優位

1次案と基本 i共和園管轄共
的に伺じ l柑固法優位

3次案>基本
的に岡じ

連邦管斡連邦
法優位
共同管線共和
国の異識がな
い場合発効
相互に違法な
怯令に異議申
立績

"邦憲法裁判
所による解~

厳高金織の権改良|詳しい規定なし "犬家と同じ

省庁の協議会|失利園の畏の参|規定なし
加する協畿会

連邦評議会 あり .町

憲t去裁軍所ア 規定>L 規定なし

連邦管嶋連邦
政優位
共和国の違邦
法停止縄
連邦の共和固
法停止権
連邦霊法裁判
所による解決

合開会援は改
憲釜本政鎗等
遥邦院は基本権
その他の.占星
共和闘院否決後
連邦院は 3分の
2で可決

規定なし

なし

連邦憲法議判
所による 1カ

月以内の解決

3次案と基本
的に伺じ
憲法裁判所選
出条項削除
3分の a再可

決議項削除

規兇なし

なし

連邦共和固院 l連邦の大統領
が選出 lおよび最高会

畿地組織

検察庁 l連邦中心の検l共和匝検事総長 I，次案と周じ I ，次業と岡巴

望雪 語

察鴎能 1低共和国伍命
共和毘最高会議
と連邦検事総長
に従属

ロ J ア語は連 I，次集に岡じ
邦の公用語

共和国国語の
自主決定
ロンア婦は連
邦の公用語

共和田園需の
自主決定
ロシア筒は民
族問の交流語

非加盟国 |規定なし 現行法による第 I，次案と同じ I ，次業と同じ
飢
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付 4 非常.銀法制

① 非常事態の法体制に関する法律(ソ連苅宮報1900年、第15号、 No.250) 

第1条〔定義と目的】

非常事管は、自然災害、大事故または惨事、伝染病、家畜の疫病および大

衆的無秩序に際して、ソ連市民の安全保障のために、ソ違憲法および本法律

に基づいて宣雷されるー略的手段である。

非常事態宣言の目的は 事娘の速かな正常化ならぴに合法性および法秩序

の圃復である。

第2条{非常事態の宣言}

加離もしくは自治共和固 またはこれら共和圏の 縁地嫌に怠ける非常事

態は それぞれの加盟または自治共和菌の最高会議によって重言され、それ

はソ連邦最高会議、ソ連邦大統領およぴ対応する加盟共和周最高会識に通知

されるp

ソ連邦市民T安全保障のため、ソ連邦大統領は個々の地域における非常事

態宣言について警告を発し、必要な場合は、対応する加盟共和国の最高会議

幹部会または最高国家権力機関の要舗により、またはその同意を得てそれを

導入する。そのような同意がないまま非常事懇を宣言した場合は その決定

の承認を求めて直ちにソ連邦最高会議の審理に付さなければならない。この

問題に関するソ連邦最高会議の決定は その議員総数の3分の 2以上の多数

によって係択される。

メ連邦最高会議は、全土に非常事態を宣言する。

第3条[非常事態の期間等〕

非常事態の宣言に際しては、その決定を行った理由、期間およびその適用

池域治守旨定きれなければならない。

手常事態を宣丙したソ連邦最高会議 ソ連邦大統領、または加盟もしくは

自治共和園の最高会議は断定の期間満了前にその宣言を破棄することがで
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ソ連邦最高会語弘ソ速邦夫統領 または加盟もしくは自治共和国の最高会

議は、その宣言のための根拠となった事情が解消されず、かつ法律が測の延

長手続を定めていない場合、非常事壊を延長することができる。

非常事態の導入、延長または破棄の決定は、特に別の定めがない限りその

採択の時治ら効力を有L 車ちに公布される。

第4条[非常事態宣雪下の措置〕

非常事態の条件下で、具体的な状況に応じて、園家権力 管理機関は次の

手段をとることができる。

②住民および園長経済の活動力を保障する社会秩序およひ宮本の保護を強

4じする。

②居住に危検な地域から市民を 時的に退去させる。その場合その市民に

恒久の、または 略的な他杭住宅を必ず提供しなければならない。

③市民の出入の特例会'.J休OJを導入する。

④個々の市民が、ー定期側、 定の地域または自らの住居(建物)を退去

することを禁止する。その地域 F住民ではない社会秩序の侵害者を、その

者の負担で、その定住地または非常事態が宣言されている地域の外に退去

させる。

⑤市民から火器刃物および弾薬を、企業施晶および団体から、教練周

事事技術、爆発劫放射性の物質および材料、ならぴに強力な化学物質お

よび毒物をー時的に没収する。

⑥集会会合、街頭行進およぴデモンストレ ンヨ〆 ならぴに演刷、ス

ポーツおよびその他の大衆行動を禁止する。

⑦ 企業およぴ固体の生産および製品納入計画に変更を加え、企業、施設お

よU咽体の活動に特別体制を導入し、その経済活動のその他の諸問題につ

いて決定する。
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⑧企業、施設およぴ固体の指尊者を任命し、解任する。正当な理由がある

場合を除いて労働者および職員の自発的退職を禁止する。

@非常時的状況の結果を予防し除去するために、企業施設および固体

の資源を活属する。

⑩ スドライキを鏡止する。

⑪労働能力ある市民を 労働の安全を保障しつつ、企業、施設およぴ固体

切仕事のために また非常時的状況の結果を除去するために動員する。

⑫武器、強力な化学制毒物的物質、アルコール飲料、アルコール含有物

の売買を制限し 禁止する。

⑬隔離その他の伝染病対策を行う。

⑬ コピ 機械、ヲジオ、テレピ、オーデイオ製品、ビデオ寄与の利用を刷限

L 禁止するロ拡声器の没収、マスメディアの統制惜イヒ

⑬通信利用特別規則の導入

⑮交通手哀の運動の制限、捜査の実施

⑫外出禁止時聞の導入

⑬事態の正常化を妨げる政党社会団体、大衆運動、市民の自発的結社の

活動停止

⑬ ソ連邦の立法で規定されていない武動組織¢形成活動の禁止

@市民の密集地で文書を点検し、武器を持っているという鉦拠が存在する

場合で、必喫なときは身体技索、物品 交通手段の捜索を行う。

第 5条〔下線機関の決定の破棄等]

ソ連邦または対応する加盟 自治共和国の最高園家権力 管理機関は非

常事態が宣言されている地滅で活動している下級機明の任意の決定を破棄す

ることができる。

非常事管の予防および瀦泉の除去の活動の筒整のため、ソ連邦閤僚会議、

加盟 自治共和国の閣僚会議、または道州人民代議員会議もしくはその執
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行委員会によって、臨時格別機闘を設置することができる。

第6条〔企業内の混鮒等〕

企業、施設および団体の長は非常事態の期蘭、必要な場合に労働者お

よぴ職員をその同意なしに労働契約で定められていない職務に配置転換する

ことができる。

企業、施設およぴ団体の長の選挙制の原則は上記の期間実施されない。

第7条[外出禁止令]

外出様止令の時間中、市民は、特別に交付された通行証および身分を証明

する文書なしに街頭もし〈はその他の公共の場酬に姿を現L または身分

を証明する文書なしに自らの住居の外に出ることを禁止される。

本条鋪1項で定められた手続に違反した者は 民警または武装パトロール

隊によって、外出禁止時聞が終了するまで拘束される。その場合身分証明書

を携帯していなかった者についてはその身分が確認きれるまで拘束きれる

が、その期聞は 3g;夜を超えてはならない。身柄を拘束した者について、身

体を携索 L、身に付けていた物品を捜索寸ることができる。

第8条〔禁止違反に対する罰則〕

本法律の第4条の第3、第4、第6、第10，およぴ第12乃歪第16号に従っ

て定められた要求、ならび6こ第7条食事 1項に定められた要求に違反した場合

でこれらの違反に対して現行法が刑事罰を定めていないときは、 l∞0ルー

プル以下の罰金、または15'以下の拘束という行政罰を科すものとする。

第9条〔省々の違反に対する罰則]

挑発的な噂の流布、法秩障の違反を峻し もし〈は民族的反目を煽るよう

な行為、市民もしくは公務貝によるその合法的権利およぴ義務の実現の積極

的妨害、内務機関員、軍勤務員、人民自警団員、もしくは社会秩序維持のた

めの職務上の義務もしくは社会的責務を身長しているそ¢他の者の合法的な処

置もしくは要求に対する悪意の不服従、社会秩序もしくは市民の平安を侵害
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するその他の類似行為、または券常事惣炉宣言されている地域でなされた行

政監督規則違反は 1∞0ル プル以下の罰金または30日主的の行政拘束に

処する。

上記の法違反の事件に関する記録は その梅隈を与えられた内務機凋畏ま

たは個々の地域の司令部によって作成される@

本法律第8条およぴ第9粂の定める違反事件は、 3日以内に単観裁判官.

内務機関の授もしくはその代理または個々の地域の司令官によって審理され

る。

第10条{ストライキ等に対する嗣則]

非常事態の条件下での禁止されたストライキの指導、ならびに企業、施設

および凶体の活動岬紡害は刑事責任を問われ、 1万ル プル以下の罰金 2 

年以下の矯正労働、または3年以下の懲役に処せられる。

第11条{軍隊の投入]

特別の場合、ソ連邦最高会議またはソ連邦大統領の決定により、非常事懲

佼結果の除去、社会秩序の維持および市民の安全保障のため、ソ連邦内務省

内務軍とともに、ソ連軍およぴソ連邦国家保安委員会¢部隊が投入される。

これらの部隊は、寧規則およぴソ連邦内務省内務軍に腐する法律に従って行

動する。

第12条[合同乍戦本部等〕

非常場態の結果の除去のために投入された軍部隊の行動の調整およ乙指

導 ならぴに内務およぴ画家保安g賢明との相互協力の組織化のために、ソ連

邦最高会議またはソ連邦大統領の委任に基づき、ソ逮邦内務畑、ソ連邦国防

相およぴソ連邦国家保安委員会議長によって合同作戦本部が設置され、対応

する地域(地区)の司令官が任命される。

司令官は、本接律の枠内で、要常事態体制を支えるための諸問題を規制す

る命令を発する。
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第13条[専門家の動員〕

非常事態か主主言された場合、ソ連邦開僚会議の決足に従い、ソ連邦国防相

は、自然災害、大事故もしくは異変、伝染病または動物伝染病の結果を除去

するために必要な専門家を軍事委員として動員するこ左ができる。

第14条〔裁判管轄の変更〕

ソ連邦最高裁判所には、非常事態の条件下で、民事およひヲ判事事件の法律

によって定められた地域的設判管絡を変更する権利が与えられる。

第15条〔被災者への援助〕

非常事畿のために、または聞係国家機関 企業、施設もしくは団体による

その予防もし〈は除去の作撲との関係で被害を受けた市民には住宅訪吋是供さ

れ被った損害が補償され就職斡旋への協力その他の必要な援助が与えら

れる。

住宅提供、換害補償およぴその他の必要な援助め条件および手続は ソ速

邦閣僚会織および加盟共和国閣僚会識によって定められる。

第四条〔大統領統治]

非常事態が宣言された地織において国家権力 管持機闘が自らの機能のし

治るべき遂行を保証しない場合に、ソ連邦大統領は、加盟共和酉の主権およ

ぴ領土保全を遵守しつつ 臨時大統領統治を導入することができる。

その場合周係する国家権力 管理機閣の権限は停止され その機能の遂行

はソ連邦大統領によって創設される機関または任命される公碕買に課され

る。この機関または公務員は次の権利を有する。

本状律第4粂の定める培置をとる。

地方人民代議員会織の権限を停止し、その織能を 時的に遂行する。

周家、経済および社会文化建設の諸問題に闘して、ソ連邦およむ関係加

盟 自治共相国の最高圃家権力管還機関に提案を行ヴ D

ソ連邦閣僚会議の定める手続に従い、当該地域に存在するすべての企業、
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施設および図体を支配下にお〈。

第17条[国連事務総長への通知〕

ゾ連邦外務省は 手常事態の宣言 その延期およひ終了について、遅滞な

く国際連合事務総長に通知するものとする。

ソビエト社会主義共和国連邦大統領

モスクワ、クレムリン、 1990年4月 38

エム ゴルバチョフ

〔筆者はこれまで、ソ連邦の大統領直椅統治は、まだ憲法の予定している特別

法カ咽定されていないため、法的には導入できないと述べてきた。この点につ

いて北海道大学スラプ研究センター教授(当時)の長谷川毅氏は疑義を提起さ

れていた。確かに この非常事態法第16条¢規定によって大統領直易統治力導

入は可能のようであり、ソ連当局はそれ以外の特別法の制定は予定していな

かったようである。自説を訂正したいと思ろ。〕

② rナゴルノ カラパフ自治州およびその他の 部地域にお付る非常事態宜

言について」のソ連邦最高会議決定(要約、ソ連邦官報1990年、第3号

No. 40) 

[これまで連邦機関によって宣言された非常事態令はこの 1件のみである。当

時は最高金譲幹部会カ旬ド常事惣を貫言する権利を有していた。この非常事態宣

言は現在も有効であるが 91年7月4目、ゴルバチョフ大統領はアゼルパイジャ

J共和国の一部地協についてこの芥常事管令を解除した。イズベスチキ、印刷

年 7月 58)

ナゴルノ カラパフ自給州とその周辺で緊張Jが様化している。しかるに両国

指導部はしかるべき手段をとっていない。アルメニア共和国の違憲の法令がそ

れを健噂している。特にパクー市、ギヤンジェ市その他で事絡が緊迫している。

綾人強盗や武力によるソピエト権カの打倒の試みがある。

『以上に関連し、アゼルバイジャン共租国最高会議幹部会のアピールを考慮
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し、ソ違憲法第u9粂u項に導かれ、ソ連邦最高会議幹部会は次のように決定

する。J

1 ナゴルノ カラパフ自治州 それに接するアゼルパイジャ J共和国の諸

地区、アルメニア共和闘のゴり市、アゼルパイジャン共和国釘国境地帯。ご非常

事態を宣言するp

2 その地域の国家権力管理機関、そ¢他権限を与えられた酉家機関 公

務員に、次の手議をとる権利を与える。

①集会会合街顕行進デモンストレーン司ン演劇 ンョースポー

ツその他の大衆行動を禁止し マスメディアを統制する。

② 固体似市民の自発的結社の違法な活動を中止させ、それを解散すること。

③市民を企業。施設 団体の仕事のために、また異常な状足の結果を根絶

するために動員すること。

⑥ ストライキの凝止。

⑤ 外出警告止時間の導入。

⑤市民の出入の制限、居住に町安な地区からの市民の持的退去命令(他

の住居の提供)、地成住民でない市民の退去命令。

①総送手段の交遇制問規制捜索。

③ 文書の検査、市民が武器をもっていることについて十分な根拠があり自

発的に提出しない場合で、必要企ときは市民の身体を複索し物を捜索す

る。

@市民から、そして必要な場合は企業、施設、団体から、武器、弾薬、爆

発物、強力な化学物質、毒物を一時的に波:~J(するこ t 。

⑩ コピー機械 ラジオーテレピ装置の利用の制限赫止、通信利用仮特別

規則の導入。

3 外出禁止時間6こは特別の許可のない者は街頭や公共の場に出てはならな

し、。
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4 非常事態広結呆の根絶、市民の梅利擁護社会秩序維持等のために法

律に従い、ソ連邦内崎省軍が投入される。市民の保議 住民の生存のために必

要な対象の保護のためiこソ速寧 ソ連艦眠法、ソ連邦国家保安委員会が投入され

る。とれらの軍隊は、憲法に奉づき 出律、軍規則およぴ本幹部会令に導かれ

る。

5 社会秩序の侵害を誘発し、挑発的砲撃をふりまき、または市民ム公務員に

よるその合法的権相j 義務の実現を積極的に妨害し、非常事知体制を侵害した

者は、 30日以下の期間行政手続で拘束される。これらの者は、法律に従ぃ、行

政または刑事責任を問われる。

6 輸送活動の岡酬なき活動を保障するために、鉄道その他の交通織畑の保

護のために内務軍 ソ連軍国家保安委員会が投入される。

7 アゼルパインe ン共和国最高会議幹係会占こ パク 市 ギャンジェ市、

その他の地域に外出禁止時間の設定を含め、必要なすぺての手段をとるよう提

案する。

アルメニア共和国最高会議斡部会に、民族聞の憎悪をかきたてるような教

唆后動を根絶するための決定的な歩みをするよう求める。

アゼルパイジャン アルメニア両国の最高会議幹部会は、この幹部会令を

実行するための実践的方策を直ちに検討することが必要と認める。

ソ連邦の法維持機関その他の園家機関は それらの方策の実現に際して共

和国機関に必要な緩効を与える。

8 この幹部会令の 1-，項は 90年1月15日から、非常事懇の撤回まで効

力を有する。

9 外務省は、ソ連 イラン聞の国境体制およぴそれと関速した問題につい

て早期に交渉を行い、隣唆国家および園際泊織にこの幹部会令について情報を

提供する。

10 ソ連邦最高会議において、最高会議の委任で閣僚会議の作成した非常事
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態法についての審議を早めるととが必要と認める。

11 学者専門家の作成した市民の民族的平等権の侵害およびソ連邦の領ヰ

の続 性の暴力的侵害に対する費佳の強化についての法律案を審議のために

ソ連邦最高会織の立法委員会の審理に付す。

ゾ連邦最高会議議長 エム ゴルバチョフ

1990$ 1 }j 5日

③ rアゼルパインヤン共和国ナコルノ カラパフ自治州における特別統治形

鯵の導入について』のソ遺邦最高会議幹部会令(要約、ソ連邦官報印刷年、

第 3号、 No.14) 

[19咽年 1月から12月までナプルノ カラパフ自治州に特別統治形態が導入さ

れた。当時の憲法が規定していたこめ特別統治形態は その後の大統領直緒統

治制の原型となるものである。〕

ナゴルノ カラパフ自治州とその周辺で禁張が高まっている。アルメニア

アゼルバインヤンの党と国家の組織、民族旋の委員会の提案を考慮にいれて

ゾ連邦畳高会議科部会は、アゼルパイジャン共和国最高会議幹部会とこの問題

について伊Z寸し、ソ違憲法第119条4現に従ぃ、次のように決定する。

l ナゴルノ カラパフのアゼルパイジャシ共和圏内の自治州としての地位

を維持しつつ、同自治州に 時的に特別統治形態を導入する。

ア イ ポリスキ を議長としてナゴルノ カラパフ自治州特別統治委員

会を組織する。

ナゴルノ カヲパフ自治州η人民代議員会議左その執行委員会の権限を、新

しい選挙まで停止する。

2 ナゴルノ カラパフ白治州特別統治委員会は、ソ連邦の最高国家権力

管理機関に直穫後諸」自治州の人民代被貝会餓とその執行委員会の権限を、

その完全な範囲において所有し、その議長は、州人民代織員会副長執行委員会機
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長の権利主義諸事を有する。

委員会に周自治州の地方の国家 管理機関の指導を委ね州人民代議員会議

執行委員会の機構をそれに引き渡す。

3 本幹部会令の有効期間中、ナゴルノ カラパフ自治州の領土上にある連

邦管翰およぴ共和国管轄の企模 施設団体、およぴその支部、課、その他の

構成部分は、アゼルパイジヤン共和閏悶僚会議の意見を考慮にい札ソ連邦閣

僚会議によって定められた問題領域において、委員会に従属するa

印刷 ラジオテレピその他のマスメディア 出販機関、印刷企業、内務

機関 ならびに文化固民教育保健施設、およじ独立した官庁に帰属してい

ないその他の諒生産部門の組織は 委員会およびそれによって権限を与えられ

た者の直接の指導のもとで活動する。

ナゴルノ カラパフ自治刈領土上の検察庁裁判所の活動は、現行法およぴ

ゾ連邦検事総長、ソ連邦司法省およぴソ連邦最高裁剰析の定める手続に従って

行われる。

4 ナゴルノ カラバフ自治州特別統治委員会に次の梅利を与える。

①ナゴルノカラパフ自治州の地区市町村の人民代議員会議その執行

処分機関¢権限を停止し これらの会議の選挙の実施を指定し紡織する。

② ソ連邦の憲法および立法に矛盾する社会固体 自発的結社の活動を中止

させ必要な場合はそれを解散させる。共和固または金曜邦機関を有して

いる団体 結祉の場合は、その登録・解散はそれらの機関の同意を得て宥

われる。

③必要な場合、園家的経済的社会文化訓建設の問題について、直接、

ゾ連邦最高会議幹部会、ソ連邦題僚会議、ソ遮邦の省 国家委員会官庁

に提案する。

5 ナゴルノ カラパフ自拾州領土上で、一時的に、国営企業法第6条2項、

s項、 5項の 3号、第7条の効力は停止される。
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6 アゼルパインキン共和圃最高会議事宇都会は 本幹部会令に依拠してしか

るべき決定を採択する。

7 本斡郁会令は 19四年 1月20日より発効する。

ソ連邦最高会議幹部会議長 エムーゴルパチ賓フ

ゾ連邦最高会議幹部会書菅E

1989年 1月19日

テ メンチヱシャシピり
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付5 園調度組織図

①ソ連邦国家組織図(1991年8月クーデタ 以前)
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ロンア共和国憲法主新連邦条約案の展開

②ロシア園家組織図{1991年5月)

地積区 (900人) 民族区(J68人〉遇惨

〈詩型軽〉
(126人〉

長践識

。ヲf，明.. " 
(126入〉

〈晃較型車雪山トフ〉

勾智貯金

③暫定圃家機惜(I991;p9月5日)

大総領令破棄

法案拒否纏

不信任
首相の人事聞.，

ロシア共和国陶僚会盤

(13) 
(16) 

国家評強会

'a 

逮郊会減額十組盟共和国トップ

指.. 

喜z)開制



~， 神戸法学年報第7号，，，ゆ"

付 6 1991年9月5日ソ連邦人民代翻寛大会決定(イズベスチャ 1鈎2

年9月6日)

① 「温遊期におけるソ遡邦の国家権力 管理情繊闘につ、での法律J

第1条[最高会議佼構成}

ソ連邦最高会識は 過渡期におけるソ連邦の最高代表権力機関であり、共和

国院および遠邦院というこつの自主的な院から構成き仇る。

共和国院には 各加盟共和国からそれぞれ2C人の代鍛貝が入るが、それはソ

連邦および加盟共和聞の人民代議員のなかから、加岨共和国の最高田家権力機

闘によって派遣されるロロシア共和国の連邦構造を考慮にいれ 同共和国は共

和国院に52人の代議員を有する。内部に共相国およぴ自治構成体を有する他の

加盟共和国も、内郎η各共和国およぴ自治梅成体1つにつき 1人の代議員を共

和国院に派遣する。共和国の平等な権利を保障するために、共和国民における

投票に際して各加盟共和国は 1票を有する。

連邦院は、現在の議席配分を維持し、加盟共和国最高国家権力機閥抗合意を

得てソ連邦人民代議員のなかから選ばれた各加盟共和国の代議員団によって形

成される。

第2条{最高会議の権限〕

ソ連邦最高会酸¢共和固院および連邦院は、共同出発定iこよってソ違憲法に修

正を加え、ソ連邦の構成に新しい園家を受け入れ、内外政治の最重要問題につ

いてソ連邦大統領の報告を聴取し、逮邦予算およぴその執行に関する報告を承

認し、宜識を布告し講和条約を締結する。

共和国院は 連邦諸機関の組織およU活動手続に闘する諸決定を様択し、ソ

連邦の国際条約を批判権し、破棄する。

連邦院は ソ連市民の権利および自由の保障の諸問題を審議し、共和閏院の

権限に属する場項を除きソ連邦最高会議の権限に属するすべての諸問題につい

て決定を採択する。連邦院で採択された法律は、共和圏院で賛成を得た後に発
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効する。

加盟共和国の最高国家権力機関は、ソ連邦最高会議tこよって保釈された法律

が加盟共和国の憲法に野触する場合にのみ、共和国領土上にお"るそ句効力を

停止する権利を有する。

第3条[国家評議会〕

務共和国の共通の利益に関わる内外政治の諸問題を、諸共和国の合意を得て

解決するために、共和国共同原則に基づいてソ連邦国家詐議会が形成される@

ソ連邦国家評議会は、ソ連邦大統領およぴソ違憲法でそう呼ばれているところ

の加盟共和閣の最高公職者によって構成される。ソ連邦大統領は、ソ連邦国家

評議会の活動を指導する。ソ連邦国家評議会はその活動手続を定める。ソ連邦

国家評議会の決定は執行を義務づけられる。

第4条[大統領刷桁]

ソ連邦副大統領の職務ほ廃止される。

ソ連邦大統領が何らカマヲ理由でそれ以上職務を遂行することができなくなっ

た場合(ソ連邦最高会議によって組織される国家医療委員会の結論によってそ

の健康不良の羽思が鐘惚された場令を含む)、ソ連邦国家評議会低 その構成

長のなかから、ソ連邦大統領の職務を一時的に執行するソ連邦国家評録会議長

を選出する。この決定時 3日以内にソ連邦最高会議の承認を得なければなら会

". 
第5条[共和国関経済委員会連邦諸機関]

国民経済の管理の調整 ならぴに経済改革および社会政策の合意を得た実施

のために 加盟諸共同国は対等の原理により共和国間経済委員会を設置する。

問委員会η委員長は、ソ連邦国家評議会の同意を得てソ連邦大統領によって任

命される。防衛、安全、法秩序およぴ国際関係の諸問題を担当する金連邦諸機

関の指導は、ソ違邦大統領およびソ連邦国家評議会:こよってなされる。

共和国関経済委員会および金逮郭諸機関の長は その活動について、ソ連邦
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大統領、ソ連邦国家評機会およびソ連邦最高会議仁報告義務を負う。

第6条〔ソ連邦人長代議員の地位〕

ソ逮邦の会人民伶議貝は、ゾ連邦最高会線およぴその諸機閣の活動への参加

権を含め その佳期中その地位を維持する。

第7条{新最高会議の招集〕

新しい構成買によるソ逗邦履商会議開会期の最初の会識の招集は 1991隼10

月2日以前にソ連邦大統領によって行われる。

新しい構成員によるソ連邦最高会議開活動の開始までの期間は 現在のソ連

邦康高会議の権限が維持され その会期は院の議長が招集することかできる。

第8条[連邦憲法の効力〕

ゾ違憲法の諸規定は、この法律に，，，.しない限りにおいて効力を有する。

ソ連邦最高会重量によって採択されるソ違憲法の改正は すべての加盟共和冒

の最高立法機関によるその批准の後に発効する。

第9条〔発効]

この法律はその公布の時から効力を有する。ただし第2条は新しく柑集され

るソ連邦最高会議の最初の会期の閉会のときから発効する。

ソビエト社会主義共和国連邦太統銅

モスクワ、クレムりン、 1991年g月5日

ヰム ゴルパチヲフ

② 「ソ連邦大統領および加墨諸共和国最高指準者の共同声明ならびにソ連邦

最高会鶴臨時会期の筒決定から帰結される諸措置について」のソ連邦A民代議

員大会決定

1991年8月19-218に企てられたクーデタ の結果主権国家聞の新しい連

邦関係形成の週程は脅威に晒された。現在の状邸玄 囲内において、また諸外

因止の関係において、重大な結果に導く危険惨Jがある。

陰謀の失敗と民主勢力の勝利は、反動派や民主的変革過程を抑制Jしてきた勢
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Jりに深刻な打撃を与えた。そのことによって 国の根本的変革およぴ訓新の加

速化のための歴史的チキ〆スが訪れた。

権力構造のこれ以ょの崩壊を許きないために、ソ連邦人畏代議員大会は、現

在を 諸共和国の意思表示およ珂告人民の利益に基撃をづけられた園家務関係の

新ンステム形成のための過渡期左宣言する。

ソ連邦人民代議員太会は次のように決定する。

1 ソ連邦大統領および加盟諸共和国最高指導者の共同声明 ならびにクー

デターと関連して固に発生した状見に関するソ連邦最高会撲の決定から矯結さ

れる諸提案に賛意を表明するa

2 主権固家連邦条約の輩備およぴ調印を急ぐ。各主権画家は連邦への参加

形態を自主的に決定するととかできる。新連邦は、国家の"立および領土保全

人およぴA民の権剰の遵守社会的正義ならぴに民主主義の諸原則に基礎をお

かなければならない。

3 経済、貨幣 金融、科学技術協力環境安全、市民の権利およぴ自由の

擁畿について ならぴに統軍および犠その他の大量破竣兵器撤の統的指栂

句維持のもとでの集団的安金防衛の諸原則についての共和国閣の協定{条約)

を策定し、締結する。

共和国関経済委員会は、遅滞なく経済同盟条約の策定およぴ締結にとりかか

るものとする。同条約は広〈開かれており、それへの参加は連邦条約の調印を

条件とするものではない。

4 ソ連邦λ統領 ソ連邦最高会議およびソ連邦固家評議会は、権力および

管理の鋼生局性を保証し、民主的布民社会への平和的な秩序ある移行を保征する

ものとする。

S 過渡期においては 軍備の縮小および伊刷、人権¢擁護および対外制経

済債務の諸問題を含め、ソ連邦の受け入れたすべての国際的協定および拶溺は、

無条件で遵守されなければならない。
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共和国が、国際法上の主体であることの承毘およ明ヨ連加盟の問題の審議を

求めていることを支持する。

6 固家のすぺての機関、施設、組織およぴ公務員は過渡期において ソ

違憲法、人の権利およぴ自由の宣言、ならびにソ連邦および共和菌の法律によっ

て宣言され間障された市民の権利および自闘の遵守、出版良心の自由、なら

ぴに政党労働組合およぴ社会的結祉の創設の権利を保障するものとする。

7 諸共和国によって採択された主権宣言およU噛立に関する文書を尊草す

るとともに 新連邦への加入金拒否することを決定した共和国による独立の獲

得のためには、分離に伴う時問題全体の解決のためにソ連邦と交渉を行うこ左、

また核拡散防止条約、全欧安保協力会議最終文書 および個人の権利および白

幽を保障するものを含めその他の重要な園際的条約およぴ協定に直ちに拳加寸

るこ左が必要であることを強調するロ

ソ連邦人民代議員大会

モスクワ、クレム 'J:>、 1991年9月5日


